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ＴＦＴを用いたカラー液晶表示デバイスの開発とその事業化 
Development and Commercialization of Color Liquid-Crystal Display Devices using TFT  
 
両角 伸治 
 
  本論文は筆者が受けた大学教育、社会人としての実践経験を基礎知識・見識として、本高知工科大学大学
院博士課程・起業家コースにおいて行った研究をまとめたものである。本テーマに関し、これまでのベース
に新しい知識と学識を加え、広い視野から深く学究的研究と考察、さらに起業家コースの最も基本的な理念
である起業実践の視野のもとに、総括的にまとめを行ったものである。 
 本論文は９０年代に驚異的な成長を遂げたＴＦＴ液晶ディスプレイを対象とし，その原動力となった筆者
が行ったＴＦＴ液晶技術に関する研究開発の成果の内容を詳述する。そして、この成果が新規に生み出した
ＴＦＴ液晶産業の事業化過程を考察するとともに、産業構造変革に伴う第２の事業化期にふさわしい新たな
ビジネス・モデルとその実践を研究成果として報告する。 
本論文は第１章から第９章で構成される。まず第１章では本研究の背景を電子ディスプレイ産業・技術の
観点から述べ、本研究の意義と目的を明らかにする。 
第２章－第４章では高性能表示を実現させるためのＴＦＴの開発及びその液晶表示への応用について述
べる。まず第２章で駆動法とその動作原理を解析して、ＴＦＴの性能目標を明確にした。次に第３章でこの
目標値をベースに新規に考案した多結晶ＳｉＴＦＴの構造・製造工程について議論し、そのデバイス特性の
解析を含めた最適化技術に関する研究開発の成果を論述する。第４章ではこの多結晶ＳｉＴＦＴを実際の液
晶駆動に応用し、その動作を確認し解析した結果、ＴＦＴ駆動法を用いた液晶表示が本研究の目的にかなっ
た性能を実現できることを明らかにする。 
第５章では多結晶ＳｉＴＦＴを用いた液晶駆動法の成果を用いて、最終目標であるブラウン管並みのカラ
ー表示を実現するための構造・原理を提案し、それに沿って実表示デバイスを試作・評価し、目標に合致す
る性能が実現できたことについて報告する。そして第６章では本研究により得られた成果を、更なる高性能
化・大型画面化に拡張・発展させていくための方法、課題、解決策、について考察を加える。 
第７章では本研究の成果が原動力となり事業化が進み、新たに２兆円とも言えるＴＦＴ液晶産業を興した
その過程と市場を考察するとともに、産業形態の特殊性と投資採算性について論じ、従来ビジネス・モデル
が転換期に来たことを示す。次に第８章では日本の製造業の構造変化を背景に、現在をＴＦＴ液晶産業・第
２の事業機会と捉え、これに相応しい新たなビジネス･モデルを考案し、実践に向けた事業戦略について論
じる。 
第９章では本研究の技術成果が新たな産業を興したことを実証し、次に第２の事業化に向けて実践過程に
入ったことを報告し、結言とする。 
最後に本研究にあたり、ご指導、ご支援賜った方々に謝辞を述べる。 
さらに末尾に、本研究に関連した著書・特許、など業績一覧を添付する。 
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第１章  序論（本研究の背景と目的） 
 
第１節  電子ディスプレイとＣＲＴ（ブラウン管） 
 
かつて能動素子として真空管が使われてきたが、７０年代の半導体技術の出現によりこれらは固体素子に
置き換えられた。この固体化がすべての電子機器・装置を小型化コンパクト化するという今日のエレクトロ
ニクスの源流となった。その一方で、固体化に乗り遅れたのがブラウン管（ＣＲＴ：Cathode Ray Tube）で
ある。 
ＣＲＴの今の形が誕生したのは今から５０年以上も前であり、その実用化はテレビ技術の開発と一体とな
ってアメリカＲＣＡ社の David Sarnoff 研究所などを中心に進められた。このＣＲＴはまさに大きなガラス
容器で作られた真空装置であり、大きく、重く、そのバルキーな構造は最初から頭痛の種ではあったが、結
局はそれに対抗できる有力な固体化技術（平面表示技術、フラット・パネル・ディスプレイ技術あるいはＦ
ＰＤ技術）は登場しなかった。ＲＣＡ社はカラー表示画面を実現するシャドーマスク方式を６０年代に開発
し、そして７０年代にはカラーテレビの時代にマッチした大量生産技術を確立した。このＣＲＴは今日では
価格的には他の方式の追従を許さないまでの成熟産業として発展して、テレビやパソコンのモニター画面用
途に広く普及するようになった。 
そもそもエレクトロニクスの世界で「ディスプレイ」という用語が認知され、パソコンを始めハイテク機
器のメイン・デバイスなったのはそう古い話ではなく、ここ１０数年ほどのことである。それ以前は表示装
置といえばＣＲＴであり、それはテレビ受像機のことを意味していた。しかしながらＣＲＴが普及すればす
るほど、固体化すなわち平面ディスプレイへの要求は強くなってきた。コンパクト化を進める最先端のエレ
クトロニクス産業にあっては、ＣＲＴの固体化は最後の願いであったとも言える。 
興味深いことには David Sarnoff 研究所でテレビの実用化を進めていたときに、すでに図体が大きくかさ
ばるＣＲＴを平面化したいと考えていた。いわゆる「壁掛けテレビ」という概念である。実際に「壁掛けテ
レビ」方式を研究していたようであるが、最終的には実用化は困難と判断し、ＣＲＴに注力することとなっ
た。それ以降、「壁掛けテレビ」の潮流は、日本のＮＨＫ技術研究所が開発したプラズマ・ディスプレイ技
術へと引き継がれていった。 
その次に平面表示、すなわちフラット･パネル･ディスプレイ（ＦＰＤ）の流れを作ったのは、８０年代に
発達したパーソナル・コンピュータ（パソコンまたはＰＣ）に代表される情報産業である。ここでは記憶装
置やＣＰＵとならんでディスプレイがキーデバイスとして注目を浴びるようになった。その結果パソコン･
モニターはＣＲＴにとってテレビに続く２つ目の大市場として成長していく。しかしながら、情報機器でも
バルキーなＣＲＴはポータブル化を進める上で大きな障害となり、本当のフラット・スクリーンへの要望が
高まっていった。実際、８０年代には黄橙色のプラズマ･ディスプレイやモノクローム液晶を搭載したポータ
ブル･パソコンが登場している。 
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第２節  フラット・ディスプレイ技術の比較 
 
フラット・パネル・ディスプレイ実現に向けていくつかの技術アプローチが存在した。光を発する仕組み
はいくつか存在し、それらを利用してディスプレイに応用する試みが過去活発に行われてきた。そのほとん
どはキャリアの再結合や電子や光による蛍光体励起を利用した自発光型である。第１-１表にその一例を示す。 
 
方   式 原    理 問     題     点 
平面ＣＲＴ 真空容器を平面化 陰極の構成が難しい 
ＰＤＰ (Plasma Display Panel) プラズマ発光による蛍光体励起 駆動電圧が高く,発光効率が悪い 
ＦＥＤ (Field Emission Display) 電界放出電子による蛍光体励起 発光色に制約がある、陰極の製造が困難 
ＶＦＤ(Vacuum Fluorescent Display) 低速電子線による蛍光体励起 発光色に制約がある、大型化が困難 
ＥＬ (Electro-luminescence) 高電界電子励起による発光 色に制約がある、寿命が短い 
ＬＥＤ (Light-Emitting Diode) 再結合による発光 色に制約がある、大型化が困難 
 
               第１－１表 発光型表示方式の一覧 
 
平面ＣＲＴ１）は熱電子放出を利用して蛍光体を高電圧励起発光するＣＲＴの原理をそのまま用いて、真空
容器を平面化するものである。しかしカソードを平面分割する必要性から構造が複雑になり、長年の研究に
関わらず結局は実用化に至らなかった。ＣＲＴの熱電子銃に代わり冷陰極電子放出（電界放出）を用いたフ
ィールド･エミッション･ディスプレイ（ＦＥＤ）が２）それに代わりうる技術として最近注目を浴びているが、
技術のバリアは高くすんなりと実用化できそうもない。これに似た蛍光表示管（ＶＦＤ）３）も日本独自の技
術して長年使われてきたが、フルカラー化がネックとなりその後の進歩が行き詰まっている。ＬＥＤは最近
でこそ３原色の発光が可能になったが、面積あたりのコストが高く経済的に成り立たない。 
発光型で覇権をとったのは、前述のように「壁掛けテレビ」に情熱を燃やしたＮＨＫ技術研究所である。
同研究所はプラズマ･ディスプレイ（ＰＤＰ）４）を大型画面化できる唯一の技術として強力に推進した。プ
ラズマ表示技術はバローズ社やＮＣＲ社などのアメリカの事務機器メーカで７０年代に開発され、黄橙色の
モノクロ表示管はすでに実用の域にあった。しかしながらテレビに展開するには大きな障害が立ちはだかっ
ていた。カラーに用いる３原色の蛍光体の制約から輝度・色度は低く、また気体放電を利用していることか
ら駆動電圧が高く、ガラス容器も厚く・重いものになってしまう。結局は高価な「壁掛けテレビ」しか実現
できず、需要の大半を占める１０型から３０型までのフルカラーを再現できる本来のフラット・ディスプレ
イにはなりえない。少なくともポータブルな機器には応用できない技術であることは明らかである。 
次に可能性がありそうなのがエレクトロルミネセンス（ＥＬ）５）パネルである。従来からＣｄＳｅをベ
ースとする無機材料が長く研究されてきた。黄橙色のモノクロ表示は実用化に至ったが、カラー表示は特に
青色が出来ずに苦労している。最近では有機材料をベースとした有機ＥＬあるいは有機ＬＥＤ６）が注目さ
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れているが、やはり発光色の制約や寿命といったＥＬ本来の問題は容易に解決できるように見えない。 
 このようにこれら発光型表示は、共通して次のようなバリアが存在すると考えられる。 
（１） 表示に適した発光色や高い発光効率を得るのに、材料そのものに強く制約される。これを乗り越え
るためには予測しがたい材料のブレイクスルーに大きく依存し、なかなか先が見通せないのが現状
である。最近でこそようやくＰＤＰやＯＬＥＤ（有機ＥＬまたは有機ＬＥＤ）は３原色の高効率発
光の目鼻が立ちつつあるが、ここに達するまでに２０年以上にわたる研究開発の歴史を経ている。 
（２） 表示の汎用性がない。発光型表示の場合、その原理から小型から大型までのあらゆる応用に対応さ
せることが難しい。ＰＤＰのような気体放電、あるいはＦＥＤのような真空中での電子ビームによ
る発光を利用すると、そのガラス容器は厚く、重くノートパソコンのような携帯用途には向かない。
一方、ＥＬのような薄膜発光素子では、大型･高解像度化しようとすると時分割駆動のピーク電流が
かなり大きくなり、薄膜配線層では駆動できないという理由から大きなディスプレイには適さない。 
従って、これら発光型の技術を見渡した限りでは、汎用的にすべてのディスプレイ応用をカバーできるポ
ストＣＲＴとなる本命はない。ここで、この制約を解決できる鍵が液晶のような受光型素子にあると考えら
れる。 
（１） 受光型素子は自ら光を発せず、外部光を利用する。外部光さえ高い純度の色信号を有していれば、
どんな色でも再現できる。発光色の制約は受けない。 
（２） 発光型は電流（電力）を注入して光らせるため、これが発熱、寿命などの問題を引き起こす。受光
型は基本的に低電力で、画面サイズや解像度の制約を受けず汎用性が高い。 
受光型は、自身で光を発しないために、このように発光型にない極めて重要な特徴を実現できる可能性を
秘めている。特に液晶ディスプレイは受光型素子の中でも低電圧駆動、低消費電力、高コントラスト、など
きわめて優れた特性を有している。しかしながら、液晶フルカラー表示は前人未踏の技術で、発光型に匹敵
するカラー表示を実現するための原理そのものの開発が大きな課題であった。 
 
第３節 液晶ディスプレイ発展の歴史 
 
 液晶とはある有機分子が温度変化により相転移を起こす過程で出現する特異な状態であり、液体のような
流動性を持ちながら固体のような規則性を有するものである。この遷移状態では、特有の着色や光学的異方
性を示す。この性質を電気光学効果として人間の目に関知できるように工夫されたものが液晶ディスプレイ
である。この性質に最初に着目したのは前述のアメリカＲＣＡ社 David Sarnoff 研究所であった。彼らはテ
レビジョンの方式研究とともに表示素子の研究を行なっていた。ＣＲＴ技術もまだ未熟で、平面テレビの可
能性を追いかけていた。そこでこの液晶に注目したわけである。１９６５年頃のことと推定される。 
最初に表示に用いられた方式は、Heilmeirらによって考案されたＤＳＭ（Dynamic Scattering Mode）と呼
ばれる方式で、液晶分子による散乱ー透過状態の電圧による遷移を利用していた７）。第１－１図にこのＤＳ
Ｍ方式の大まかな原理を示す。電圧がかからないときは液晶分子がランダムな配向を示し、入射光を散乱し
白く白濁して見える。電圧が加わると分子は電界方向に並び、光は透過するようになり、反射面が見えるこ
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とになる。 
 
 
 
 
 
 
 
第１－１図 ＤＳＭ方式による液晶ディスプレイ 
 
しかしこのＤＳＭ方式はマトリクス駆動が難しく、とてもテレビには利用できないという判断でアメリカ
は液晶ディスプレイの研究を断念してしまった。この成果を受け継いだのがアメリカの半導体メーカや日本
の時計・電卓メーカであった。１９７０年当時、半導体技術の進歩により小型の計算機（いわゆる電卓）や
水晶腕時計が実用化されつつあった。この時問題であったのは表示素子であった。電卓や時計はごく簡単な
何桁かの数字が表示できれば十分であった。ＲＣＡの成果はテレビには無理であったが、電卓・時計のよう
な低次元の表示には何とか使えた。この技術をもとに量産が始まったのは１９７２年である。 
しかしながらこのような用途でもＤＳＭ方式は駆動電圧が高く信頼性も問題があった。そこに新しい画期
的な表示方式が１９７１年に誕生した。スイスの Hoffman La Roche社らが開発したＴＮ（Twisted Nematic）
である８）。これはネマティック液晶分子を９０°捻る方法で、駆動電圧が低く、表示効果も良好なことから
時計・電卓の表示は１９７３年にはＴＮ方式へとシフトしていった。そして市場を大きく広げるためにＴＮ
を使った液晶の大型化や表示容量の向上が望まれるようになった。そこで改めてマトリクス駆動という概念
が持ち上がり、その実現のためにいくつかの手法が開発されるに至った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
第１－２図 単純マトリクス液晶の電極構成   第１－３図 単純マトリクス液晶の駆動波形
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典型的な方法は単純マトリクスと呼ばれ、第１－２図に示すように走査線に対応する行電極（Ｒ）とデー
タ線に対応する列電極（Ｃ）のマトリクス電極を用いて時分割駆動するものである。ここで表示の一単位を
画素と定義し、行電極（ｍ本）と列電極（ｎ本）により（ｍｘｎ）個の画素マトリクスを構成する。行電極
を走査駆動し、列電極には表示を“１”（オン）か“０”（オフ）にする信号を印可する。表示コントラス
トの最適化のため、第１－３図のような波形を用いた電圧平均化法９）が用いられる。ここでオン時の実効電
圧値とオフ時の実効電圧値の比が表示のコントラストを決定することになり、この電圧比が最大となる最適
値は走査線数Ｎに対し次のように表わされる。 
             Ｖｏｎ／Ｖｏｆｆ＝√（√Ｎ＋１／√Ｎ－１）                      （１－１） 
ここで走査線数が増大すると、オンとオフの電圧比がとれなくなり、表示コントラストがとれなくなること
は明らかである。これを改善するために小さな実効電圧比でもコントラストが確保できるように、オフから
オンへの遷移の急峻性を高めるような液晶材料の改善が行なわれた。さらに１９８５年にＢＢＣから発表さ
れたＳＢＥ（Super-Twisted Birefringence Effect）方式１０）では、ＴＮ分子の捻り角を１８０゜にして遷
移の急峻性を飛躍的に改良した。これが現在ではＳＴＮ（Super-Twisted Nematic）として単純マトリクス液
晶ディスプレイの主要技術の一つになっている。しかしながら、この技術をもってしても走査線が１００本
を超えると高いコントラストを得ることは困難であった。 
 
第４節 液晶を用いたテレビ表示の歩み 
  
  前述の通り、液晶ディスプレイの起源はアメリカにおける壁掛けテレビへの挑戦であった。しかし用途が
時計・電卓に変わり、その主役が日本に移ってからはその挑戦は中断されていた。しかし小型ながらも液晶
技術が進むに連れて再びテレビへの挑戦が今度は日本で始まった。“テレビ表示を実現したい”ということ
は液晶に携わる者全員の大きな夢でもあった。 
 テレビ表示への絶対的要求はまずテレビ映像がきちんと把握できる程度に解像度が高いことと画質が高い
（コントラストがとれる）ことである。このような目的に対しては単純マトリクス方式、それも初期にはと
ても対処できなかった。そこで考えられたのが、各画素にメモリー作用を持たせて、走査線による時分割駆
動の制約を緩和するというアクティブ・マトリクス方式である。具体的には各画素にＤＲＡＭのようにトラ
ンジスタを配置し、トランジスタがオフの時は電荷が画素内にストアされ、この電荷により液晶を駆動する。
外からは時分割駆動していても、画素の中は靜的駆動と同じ条件で表示動作ができる。走査線数が増大して
もコントラストは十分確保されるという利点が期待できるわけである。  
 アクティブ・マトリクス方式は、実はテレビへの応用を意図して最初に液晶ディスプレイを開発したＲＣ
Ａ社・David Sarnoff 研究所の Lechner らにより１９６０年代後期にすでに提案されていた１１）。この時に
は記憶用のアクティブ素子としてトランジスタとダイオードの２つの方法が考えられていた。アクティブ・
マトリクスという呼称もここにオリジンがある。しかしこの基本的アイデアは彼らが実証する暇もなく、液
晶ディスプレイの断念と同時にＲＣＡ社の研究テーマからは消えてしまった。 
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 これを受け継いだのが、アメリカの Hughes Aircraft社 と Westing House（ＷＨ）社 の２社である。彼
らは軍用の高度な情報表示を目的に、平面表示技術を研究していた。Huhges社は単結晶Ｓｉウェハ上のＭＯ
ＳトランジスタやＳＯＳ（Silicon on Sapphire）素子を用いてこのアクティブ・マトリクスを作成すること
を試みた１２）。またＷＨはＣｄＳｅ化合物を用いた薄膜トランジスタ（Thin-Film Transistor: ＴＦＴ）を
用いて、液晶やエレクトロルミネセンス（ＥＬ）の駆動に応用した１３）。しかしながらいずれも実用性に欠
けるものばかりであった。この問題を解決しようと、より実用的アクティブ素子を目指し様々な方法が次々
に提案された。General Electric（ＧＥ）社のバリスタ・ダイオード１４）、Bell Northern Research 社（カ
ナダ）のＭＩＭ（Metal-Insulator-Metal）ダイオード１５）など、がそのよい例である。しかしやはりいずれ
もが性能的に不十分でまともなテレビ映像を実現できたものはなかったし、安定して製造できる素子でもな
かった。従って、これらの開発努力は報われることなく１９７０代後半には挫折してアメリカから消えてい
った。 
 面白いことに、このころ可能性の高い技術の目がまったく別のところで、別の目的で誕生している。イギ
リスのダンディー大学で進められていたアモルファスＳｉである。それまではアモルファスＳｉは使える材
料とは考えられていなかったが、彼らは水素をドープすることにより準位が埋められて、ｐ型ｎ型の制御が
可能なことを示した。その後実際のｐｎ接合を試作し、１９７８年にはトランジスタの動作を確認した論文
を発表した１６）。その後いくつかの研究機関がこの結果をフォローしていったが、アモルファス材料という
宿命からくる信頼性の悪さがネックとなり、液晶パネルへの応用はそう早く実現しなかった。 
 そのころ日本では、半導体と並んで軽薄短小化の流れを作った液晶は、時計・電卓から始まったその応用
をテレビにも広げつつあった。先のアメリカの研究は軍事目的を主体としていたことに対し、日本の液晶は
完全に民生用であった。まず１９７８年ＴＮ単純マトリクスを利用した３インチ白黒液晶テレビが試作され
た。画素数はわずか１２０（走査線数）ｘ１６０であった１７）。コントラストを上げるため走査領域を４分
割するという、複雑な４重マトリクス方式であった。通常見慣れたＣＲＴのテレビ画面とはだいぶギャップ
ある稚拙な表示であったが、液晶でテレビ表示を実現したというインパクトは大きかった。 
 これに対し、アメリカでのアクティブ・マトリクス方式をフォローする動きが日本で生まれた。しかしそ
のころ使える素子はＳｉウェハ上のＭＯＳトランジスタしかなかった。Ｓｉウェハは不透明であったため、
画質の良好なＴＮ方式が使えず液晶モードの選択に苦労した。１９８０年には、諏訪精工舎（現セイコーエ
プソン株式会社）に属していた著者らの研究グループは、染料を混入させるゲストホスト・モードにより白
黒２インチのテレビを試作した１８）。発売当時は物珍しさで内外の評判を呼び、注目を浴びたが、色のない
見にくい腕時計程度の小さな画面であったために、実用性に欠けるということで具体的なビジネスには結び
つかなかった。このときに著者が受けたのは、テレビと言うからには「カラー画面でなければいけない、大
型画面ができなければいけない」、というユーザーからの率直なそして耳の痛い意見であった。 
ＣＲＴを超えるテレビ表示技術、すなわち本格「壁掛けテレビ」は平面ディスプレイの研究に従事する技
術者にとって究極の夢である。しかしながらそれまでの液晶テレビ表示は決して実用的とはいい難いものが
あった。確かにＣＲＴを使ったカラー表示のきれいなテレビ画面に見慣れた消費者にとっては、小さい画面
で、何が映っているかよくわからずに、しかも値段が高いとあっては魅力がないのは当り前である。しかも
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色がつかないということは、テレビにとって致命的欠陥であった。 
   ① 画質が悪すぎる。（コントラストが十分とれない） 
   ② 画面が小さいものしかできない。 
   ③ モノクロ表示で色がつけられない。 
   ④ 価格が高すぎる。 
ここに列挙したような致命的な欠陥を認識した上で、これを克服する手段を創造することが“液晶壁掛け
テレビ”への道であると悟り、著者が“本格的”な壁掛けテレビを目指して本研究に一歩踏み出した大きな動
機である。 
 
第５節 本研究の目的 
  
  平面表示（フラット・ディスプレイ）技術は社会的な利用価値は高くインパクトは大きいものがあること
は事実である。単なる家庭用のテレビのサイズを小さくして壁にかけられようにすることだけでも土地の高
い日本では有効である。しかしフラット・ディスプレイの利用価値はそれだけにはとどまらない。携帯型の
表示素子ができればテレビのみならず、いつでもどこでも様々な情報に自由にアクセスできる高度情報化社
会に貢献できる。またコンピュータがよりコンパクになり使いやすさが格段と増す。ネットワークが文字通
り網の目のように張り巡らされた今日の社会にあっては、軽く薄くそして鮮やかなディスプレイはその中核
デバイスとなるものである。 
 すなわち実用性に加えて、汎用性がもう一つの重要なキーワードになると考える。薄くて軽くて、消費電
力が小さければ使う場所はどこでもいいし、どんな機器にでも組み込めることになる。画面サイズは小さい
ものから大きなものまで、精細度（解像度）は細かいものから大まかなものまで、というようにさまざまな
仕様に対応できる表示技術が好ましい。この延長線に“壁掛けえテレビ”が存在する。 
 このような実用性、汎用性に優れた液晶表示デバイスには次のようなことが求められる。 
    （１） ＣＲＴに勝るとも劣らない高い画質が実現できること（コントラスト比１００：１以上） 
  （２） もちろんカラー画面であること（色度や色温度で評価される） 
  （３） 精細度（解像度、あるいは画素密度）が高められること（最終的には印刷物なみ） 
   (４)  大きな画面まで拡張できること（少なくともＣＲＴテレビの主流である３０型までは） 
  （５） 合理的コストで製造ができること（ＣＲＴの２倍以下が目標） 
    （６） 薄型・軽量であること（小型であれば数ｍｍ、１００ｇ以下、大型では２０ｍｍ、数ｋｇ以下） 
    （７） 消費電力が小さいこと（ＣＲＴの１／３以下） 
    （８） 環境にやさしいこと（電磁波漏洩、リサイクル、目の疲労問題、など） 
従って本研究の第１の目的は、このような要求を満たす液晶ディスプレイ技術を開発することにある。こ
の開発が成功し実用化に供することができれば、その創出する事業機会は莫大なものとなろうし、潜在需要
はとてつもなく大きいものと推定される。現在ＣＲＴの持っているテレビ市場、あるいはパソコンのモニタ
ー市場のみならず、携帯電話やＰＤＡなどの携帯用機器、車などの移動機器、家庭内におけるさまざまなモ
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ニター機器、そして家庭電化製品、などその波及効果は計り知れないくらい大きいだろう。 
本研究の第２の目的は、本研究の成果である新しい液晶ディスプレイ技術を実用化する際の事業展開につ
いて考察し、そこに相応しいビジネスモデルを提案することにある。事業立ち上げ期には巨額な投資資金と
先端製造技術がキードライバである。安定拡大期に入ると産業構造そのものも変化し、それら伴って最適な
事業モデルとキードライバも変わっていく。そこでこの液晶ディスプレイの事業形態と変遷を解析しながら、
新しいビジネス・モデルを提案し、実践することとした。 
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第２章 ＴＦＴを使った液晶表示における動作解析と要求特性に関する考察 
 
第１節 緒言 
  
  過去の液晶を使ったテレビ表示の失敗は十分な表示性能が実現できなかったことにある１）、２）。それらは
液晶分子内での散乱や反射機能を用いたＤＳＭやＧＨ（ゲストーホスト）モードを使っていたことがその背
景にあると分析した。一方、著者は高性能表示実現のためには透過モードを重視するということを最初から
考えていた。その意味で広いダイナミックレンジ（高コントラスト）を確保でき、工業的にも時計に使われ
始めたＴＮ方式の透過モードに注目してきた。しかしながらＴＮ透過モードはスタティックな状態では高い
表示性能が出せても、単純マトリクスのような時分割駆動ではたちまち性能が低下し目的には合わなくなる
ことは、前章で説明した通りである。 
 その解決策として各画素にトランジスタやダイオードを配置してメモリー作用をもたせ、画素を静的に駆
動できるアクティブ･マトリクス方式が有力と考えた。そこでこのＴＮモードとアクティブ・マトリクス方
式を組み合わせることを考えた。前述のようにアクティブ･マトリクスはＲＣＡ社で提案された方式である
が、結局は実用的な素子が見つからずに断念の憂き目に遭っていた。使えそうなトランジスタは単結晶Ｓｉ
上のＭＯＳであるが、これでは透明基板を必要とする透過型ＴＮモードには利用はできなかった。 
 これらの初期的な考察を整理すると次のようになる。 
① 高性能表示を実現するためにはＴＮ透過モードの利用が必要 
② ＴＮモードの性能を最大限引き出すためにはアクティブ・マトリクス方式が最適 
③ ＴＮモードとアクティブ・マトリクスを組み合わせるためにはガラス基板にトランジスタを集積す
る必要がある 
④ ガラス基板上にトランジスタを作りこむためには薄膜トランジスタ（Thin-Film Transistor：Ｔ
ＦＴ）構造が必要 
このような四段論法により、｢ＴＦＴ｣が絶対的に必要という結論に行き着いた。 
そこで第一の壁は実用的で大面積化が可能なＴＦＴの開発ということになる。興味深いことに歴史を振り
返ると、Ｓｉ単結晶トランジスタ登場前の６０年代までは、ＴＦＴが固体能動素子の主役にいた時代がある。
半導体材料は蒸着で容易に形成できたⅢ‐Ⅴ系のＣｄＳやＣｄＳｅであったが３）、４）、安定性があまりにも
悪く実用には至らなかったという背景がある。そこで著者が注目したのは、まだ実用素子としての開発が試
みられていなかったＳｉ薄膜の利用である。 
 実は著者らは、初めはこのＴＦＴの実現には壁が多すぎると見てもっと簡単な薄膜ダイオードの利用を試
みた。これはＭＩＭと呼ばれた素子で、カナダ Bell Northern Research社の先例５）をベースに、さらに実
用的な“Lateral ＭＩＭ”を開発した６）。これはこれで別目的で実用化に成功したが、より完璧な映像を
実現するためにはやはりＴＦＴが必要と思い至ったわけである。 
 さらに二つ目の壁は、いかに液晶を使って前人未踏のカラー化を達成するかである。液晶そのものに染料
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などの色材を用いて色をつけることは可能であるが、鮮やかな発色は難しく、また駆動方法にも問題がある
ことは知られていた。そこで、液晶はＴＮ透過モードを使って光の透過を制御する高性能光シャッターとし
て利用し、色は液晶以外の機能で付加するという、機能分離が最適という結論に達した。このカラー表示に
関する研究については第４章で詳しく述べることとする。 
 ここで、本研究のテーマである実用性の高いＣＲＴに匹敵できるフルカラー表示の液晶ディスプレイを実
現するための指針を整理しておく。 
（１） 表示は最も画質を高められる可能性を持った透過型ＴＮモードを採用し、アクティブ・マトリクス
方式と組み合わせる。このためガラス基板上にＴＦＴを形成する。 
（２） 従来のＴＦＴは特性が不十分でまた製造が難しく実用性がなかった。従って、安定性が極めて高い
と期待できるＳｉ半導体薄膜を利用し実用性の高いＴＦＴを開発する。 
（３） カラー表示に関しては、発色と透過率制御を機能分離する。ＴＮ液晶は透過率の制御のみに関与し、
発色は別の要素を新規に開発する。 
その第一歩として、この章ではＴＦＴを使ったアクティブ・マトリクス液晶の動作を解析して、ＴＦＴに
対する要求性能を明らかにする。 
 
第２節   ＴＮモード液晶の構造と特徴 
 
第２－１図に透過型ＴＮ（Twisted-Nematic）液晶の構造を示す。これは１９７１年に提案された方法で７）、
２枚の偏光板を利用することが鍵である。Nematic液晶は、分子が一次元方向に揃って並ぶNematic相を利用
したモードである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     第２－１図 Twisted-Nematic 透過型液晶モードの原理図 
 
  この分子を上のガラス基板と下のガラス基板間で整列方向を９０度捻っておく。この時に上下の偏光板の
偏光軸は分子の整列方向に一致させておく。この状態では下部から入った光は偏光板を透過して偏光光とな
（平面図） 
Ｎｅｍａｔｉｃ液晶分子 
（断面図） 
初期状態 電圧印可時 
90°捻る 
電界方向 
偏光板 
偏光板 
下側偏光軸 上側偏光軸 
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り、この偏光軸が液晶分子のねじれに沿って９０度回転して上部の偏光板から出て行く。これをオフ状態と
呼び、通常状態で光が透過することからノーマリー･ホワイトモードと称する。これに対し、液晶層に電圧
を印加すると分子は電界に沿って上下方向に再配列し、そこで旋光性は失われる。この結果このオン状態で
は下部から入射した光は上部の偏光板で遮られて出て行かず、黒になる。従って液晶に印加する電圧により
この液晶層を透過する光量を制御できるということがわかる。 
通常のNematic液晶の分子は長さが数１０―数１００オングストローム、そして実際に表示デバイスとし
て用いる液晶層の厚みは６－８ミクロン程度で、比較的低電圧でこの液晶分子を遷移させることができる。
この光学-電気応答の代表例を第２－２図に示す。この場合、４Ｖあれば透過光は十分小さくなり、黒を表
示することができる。また遷移が始まる１．５Ｖ付近から４Ｖまでを使うことにより映像表示には不可欠な
中間調を表現することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２-２図 ＴＮ液晶における電気光学効果 
 
 このＴＮ液晶表示モードのは特長は次のようになる。 
（１） 数Ｖでこのような効果が発生するため駆動電圧が低い 
（２） 電界効果型素子として液晶の抵抗が非常に高い（比抵抗で１０８Ω-ｃｍ以上）ため、電流消費がほ
とんど皆無である 
（３） 電気光学効果が大きく、コントラスト比で普通１００：１以上ある 
（４） 分子配向が容易で、液晶セルの構造と製造工程が簡単である 
 映像表示に用いる際には、液晶表示の黒から白までのダイナミックレンジが大きくとれることが鍵となる。
ＴＮモードの場合、レンジは上下の偏光板の偏光能で決まり、偏光軸が交叉した状態での光の漏れがコント
ラスト比を決定する。通常この比は容易に１００:１以上にできるので、ＴＮモードのダイナミックレンジ
は広いと言える。加えてＴＮモードは分子の長軸-短軸の誘電率の差、すなわち誘電異方性（Δｎ）と液晶
層の厚み（ｄ）の選択で、波長に対して着色のない表示を実現できることも重要な利点である。 
相対透過率 
印 可 電 圧 
0% 
50% 
100% 
0 1V 2V 3V 4V 5V 
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 このように、ＴＮモードは液晶シャッターとして用いれば、他には類を見ない優れた特性を発揮する有用
な方式であると言える。しかしながらこのＴＮ液晶をアクティブ・マトリクス方式で使いこなすためには、
それに応じた特性を新たに実現していく必要がある。不純物を可能な限り排除して材料の比抵抗を極大化す
ることや、比誘電率を上げて電荷保持の効果をあげること、などであるが、これについては後述する。 
 
第３節   アクティブ･マトリクス方式の基本動作理論 
 
 アクティブ・マトリクス方式の基本は、ＤＲＡＭ（dynamic random access memory）とよく似てトランジ
スタのようなアクティブ素子を用いて各画素に電荷をストアすることにより、表示効果を大幅に高める方式
である。これにより、各画素のＴＮ液晶は静的駆動と同等な性能が保証され、画素数が増大しても第２－２
図に示す広いダイナミックレンジを維持することができる。いってみれば液晶素子だけでは十分に発揮でき
ないその優れた特性を、半導体素子によって補うという２つの素子の結合技術である。 
しかしながらアクティブ素子の動作は必ずしも理想的なスイッチではない。即ち、オン抵抗はある値以下
に低くなく、オフ抵抗は無限に高くない。また液晶材料は容量として働くことを要求されるが、抵抗も有限
であることを考慮しなければならない。従ってここでは表示効果を十分に確保するための最低限の要求を、
簡単な駆動方法を仮定して、明らかにすることを試みる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２-３図 ＴＦＴを用いたアクティブ・マトリクス液晶の構成 
 
第２-３図はＴＦＴアクティブ・マトリクス液晶ディスプレイの平面構造を示している。ＴＦＴ基板には縦
配線であるデータ線と横配線であるゲート線があり、その交点にＴＦＴと液晶駆動電極（画素電極）がある。
ＴＦＴのゲートはゲート線に、ソースはデータ線につながる。ＩＴＯ（Indium-Tin-oxide）膜からなる画素
電極はＴＦＴのドレインに接続され、共通電極との間に配置された液晶を駆動する。ＩＴＯは透明で、抵抗
も低く（２０－１００Ω／□）また膜形成やエッチングが容易なことから液晶ディスプレイには広く利用さ
れている。 
ソースライン（データ線） D1     Ｄ2     Ｄ３    Ｄｎ 
スキャンライン（ゲート線） 
Ｇ1 
 
G2 
 
Ｇ3 
 
Gｍ 
ＴＦＴ 
液晶画素 
有効表示域 
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ＴＦＴはスイッチとして働き、選択時にゲート線によりＴＦＴ列がオンして、データ線から信号を画素に
書き込む。その後ゲート線の信号でＴＦＴオフさせると、この書き込まれた信号は電荷となって画素に記憶
され液晶を常時駆動していることになる。この時、液晶分子は容量性で非常に高抵抗であることが求められ
る。この結果、液晶は原理的に静的駆動状態と同じように第２－２図に示す光学特性を示すことが期待でき
る。加える電圧レベルによりテレビ表示に重要な階調再現も可能になる。これがアクティブ・マトリクス方
式が高性能液晶表示を可能にする原理である。 
 
  
 
 
 
 
 
 
第２-４図 ＴＦＴアクティブ・マトリクス液晶ディスプレイの断面構造 
 
最初に著者が取り組んだＴＦＴアクティブ・マトリクス液晶ディスプレイの断面構造を第２-４図に示す。
下側にＴＦＴの構成されたＴＦＴガラス基板、上側には共通電極があるガラス基板、そしてその間には６－
８ミクロン程度の液晶層を挟んでいる。画素電極と共通電極は透明導電性材料であるＩＴＯ膜である。基板
外周には２枚のガラスを接着するためのシール部材、そしてここには記してないが液晶層にはスペースを確
保するためのスペーサ、上下基板表面には液晶分子を配列させるための配向材が存在する。またガラス基板
上下にはＴＮモードに必要な偏光板が貼付けられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２-５図 ＴＦＴマトリクスの駆動波形 
上部偏光板 共通電極 （ＩＴＯ） 
液晶層           ＴＦＴ       画素電極（ＩＴＯ） 
下部偏光板 
上部ガラス基板 
下部ガラス基板 
シール材 
１ フレーム 
正フィールド 負フィールド 
G１ 
G２ 
G３ 
Ｄ１ 
Ｄ２ 
Ｄ３ 
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 著者が始めに用いたマトリクスの駆動信号を第２－５図に示す。１フレームで１画面を構成し、１フレー
ムは正フィールドと負フィールドに分けられる。液晶には劣化を防ぐために常に極性を反転させる交流駆動
を行なわねばならない。直流駆動すると液晶内部のわずかな不純物が電荷となり一方に偏って蓄積し、正常
な表示ができなくなるからである。このためデータ線には常に図のように正負フィールドにより対称なプラ
スとマイナスの信号を交互に加える交流信号が必要となる。 
各ゲート線は走査線に対応し、Ｇ１から順次ＴＦＴ列をオンさせていく。このとき表示のレベルに対応し
た電圧がデータ線Ｄ１－ＤｎによりオンしているＴＦＴを介し各画素の液晶に伝えられる。このように１フ
ィールド時間内にすべての画素に表示信号が書き込まれる。ＴＦＴを介して書き込まれた信号は、ＴＦＴの
オフ時には電流が流れなければ、画素に書き込まれた信号は電荷の形で次に書き込まれるときまで保持され
る。交流駆動のために各画素には第２－６図に示すように１フレームで２回、プラスとマイナスの信号が書
き込まれることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２－６図 ＴＦＴ画素の等価回路と信号波形 
 
  通常のテレビでは（日本ではＮＴＳＣ方式）走査線は５２５本を用いて１フレームを構成する。そして１
秒間に３０フレームを表示することによりなめらかな動きを再現する。しかし３０フレーム／秒ではフリッ
カが目立つこともあり、インターレースという方式でこれを逃げている。これは１フレームを奇数と偶数の
２つのフィールドに分割し、まず奇数番目の走査線を表示したのち次に偶数番目を表示する。その結果、見
かけ上の画面の表示周期は２倍となり、フリッカを低減できる。液晶表示ではこのインターレースを利用し
て、都合よく駆動することができる。例えば奇数フィールドの信号をデータ線のプラス極性ビデオ信号に、
偶数フィールドの信号をマイナス極性信号に用いる。この結果、同じ画素には奇数フィールドと偶数フィー
ルドの信号が重ね書きされることになり、同時に液晶の交流駆動も実現できる。 
 
 
 
データライン 
  ゲートライン 
画素 
振幅変調 
フィードスルー電圧 
ゲート線 
データ線 
液晶 
ＴＦＴ 
画素 
共通電極 
Ｃｐ 
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第４節 ＴＦＴ素子に要求される特性についての考察 
 
４．１ 駆動条件と画素構造の検討 
 具体的にＴＦＴへの要求特性をはじき出すために、本研究で狙う液晶パネルのサイズ、画素数を想定して
おかねばならない。まず携帯型のカラーテレビを想定し、対角２インチ（縦３ｃｍ、横４ｃｍ）の画面を想
定した。次に画素数の決定である。まず垂直方向は先のＮＴＳＣ方式における有効走査線数の半分弱の２２
０を選択した。次に、水平方向の画素数も垂直方向とバランスをとって２４０とした。こうして垂直画素数
（走査線数）が２２０、水平画素数が２４０、計５２，８００画素を想定した。この時の１画素のピッチは
およそ縦１４０μｍ、横１７０μｍである。 
 前記のような前提で、アクティブ素子（ＴＦＴ）に要求される特性を考えてみる。１フィールドは１６．
６７ｍsecで、１水平期間は約６０μsecである。ＴＦＴのオン時には、画素の容量に１水平走査期間である
６０μsec内に信号を伝達することより規定される。従ってＴＦＴのオン抵抗はこれを満たすような値以下に
する必要がある。また画素は１垂直期間である１６.６７ｍsec以上にわたって電荷を画素内に保持すること
であるから、ＴＦＴのオフ抵抗はこれを満たす値よりも常に大きくなくてはいけない。この二つの条件から、
ＴＦＴのオン時とオフ時に必要な実効抵抗が簡単な時定数計算から求められる。  
 まず、画素の容量Ｃｐを検討してみる。例えば第２―７図のような画素のレイアウトを想定する。この時、
ＩＴＯ液晶駆動電極の占める割合は約７０％である。この画素に付随する静電容量は液晶層のみが寄与する
ものと仮定して計算する。液晶は誘電異方性を有し、その誘電率は長軸側が単軸側の２倍程度変化する。す
なわち液晶が寝ているオフ状態では、液晶が立っているオン状態に対し比誘電率が２倍程度になるというこ
とである。実際の誘電率は材料により大きく異なるが、通常の液晶の平均比誘電率は１０程度と考えられる８）。
ここでセルのスペース、即ち液晶層の厚みを７μｍとすると、ここの容量は約０．２ｐＦとなる。 
        Ｃｐ＝εｓε０ｘ１４０ｘ１７０ｘ０．７ｘ１０-16／７ｘ１０－８＝０．２ｘ１０-12     （２－１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          第２－７図 ＴＦＴ画素の構成図 （左は平面図、右は断面図） 
 
１４０μｍ 
１７０μｍ 
ゲート線 
画素ＩＴＯ 
データ線 
共通電極 
TFT 
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４．２  ＴＦＴに要求されるオンとオフ抵抗の算定 
  ここで画素の容量が決定されたから、次にＴＦＴに必要な特性を考察する。まず必要なオン抵抗を決定す
る。オン抵抗は１走査期間内に各画素に信号を伝達できることにある。この時画面の左はじと右はじでは条
件が異なることを考慮しなけばならない。通常テレビのビデオ信号は１走査期間内に左から右に書いていく。
  
  
 
 
 
 
 
 
 
第２－８図 一走査期間内でのタイミング 
 
 
  第２－８図に示すように、左はじでは１走査期間の最初であるから走査期間終了まで６０μsecという十分
な時間が与えられる。一方、右はじではわずか数μsecしか余裕がない。しかしこの時間内に十分書き込まな
いと右と左で表示にムラを発生することになる。このムラは人間の目の感性から見て、１％以内にしないと
目立つことになる。従って３μsec内に９９％まで電荷量を書き込むことを前提に、ＴＦＴに必要なオン抵抗
Ｒｏｎの上限Ｒｏｎmaxを決定できる。 
     Ｒｏｎmax＝－３ｘ１０
ｰ6／ｌｎ（０．０１）・Ｃｐ ＝３.３ｘ１０6（Ω）          （２－２） 
 一方、ＴＦＴがオンして画素に電荷が書き込まれた後に、ＴＦＴがオフして電荷の保持動作に入る。そこ
でこの電荷は次に書き込まれるまでの間保持されていなければならない。この電荷の保持期間は１フィール
ドで、その保持率は９０％以上が必要となる。ここで１フィールドの期間は１／６０秒である。従ってオフ
抵抗Ｒｏｆｆの下限Ｒｏｆｆminは次のように決められる。 
     Ｒｏｆｆmin＝－１６．６７ｘ１０－３／ｌｎ（０．９）・Ｃｐ＝８．４ｘ１０1１（Ω）（２－３） 
この結果、ＴＦＴの性能を評価する指数であるオン／オフ抵抗比Ｒｏｎ／Ｒｏｆｆは、 
    Ｒｏｎ／Ｒｏｆｆ＝０．２５ｘ１０６                                           （２－４） 
となる。すなわちＴＦＴはゲート電圧の制御により６桁抵抗値（電流値）が変えられればアクティブ・マト
リクスの要求に最低限合致すると言える。但し、条件が２つある。このＲｏｎ、Ｒｏｆｆを満たすＴＦＴの
ディメンジョンが先ほどの画素レイアウトに十分入りきる程度に小さく出来ること、６桁とるためのゲート
信号の振幅が合理的に低いことである。ここからＴＦＴに必要なキャリア移動度を見積もることができる。 
 
 
ビデオ信号 
ゲートパルス ６０μsec 
書き込みの始め 書き込みの終わり 
最少書き込み時間 
（３μsec） 
 有効ビデオ信号領域 
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４．３  フィードスルー電圧に対する考察 
  移動度の目安をつけるために、まずゲート信号振幅の適正値を決める必要がある。前述のようにＴＮ液晶
のオン－オフを制御する電圧はほぼ５Ｖ、すなわち交流駆動する前提でデータ線の振幅は２倍の１０Ｖにな
る。その結果ゲート線信号振幅はＴＦＴのソース電圧が１０Ｖになることを考慮して、それでも十分なスイ
ッチとして働くことを要求される。これらの関係と、ゲート信号の駆動に使う半導体集積回路（ＬＳＩ）の
動作耐圧とコストを勘案して２０－２５Ｖが妥当と考える。このゲート線の信号振幅が画素に与える影響を
考察してみる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           第２－９図 ＴＦＴ画素における寄生容量の影響 
 
第２―９図に示すように、一つの画素には液晶からなる信号電荷を蓄えるための本来の画素容量ＣＬＣ以外
に、二つの寄生容量が存在する。ひとつは画素電極とデータ線とのカップリング容量ＣＤＰで、これはデータ
線と画素電極の対向によるもので普通は無視できる。もう一つはゲート線と画素電極間の容量ＣＧＰである。
これは主にＴＦＴのゲート－ドレイン間の重なりによる寄生容量で、これが大きいと動作に不具合が生じる
可能性が危惧される。図に示すように、ＴＦＴがゲート信号によりオフ状態になったときに、この寄生容量
ＣＧＰの影響でフィードスルーと呼ばれる画素電位の低下が発生する。このフィードスルー電圧が大き過ぎる
と、第２－６図に表されているように極性反転による画素液晶の対称性が保てなくなり、液晶の劣化などい
くつかの悪影響がありうる。 
この低下量ΔＶｐは次のように表わされる。ここでＶｇはゲート振幅である。 
           ΔＶｐ＝Ｖｇｘ（ＣＧＰ／ＣＧＰ＋ＣＬＣ）                    （２－５） 
経験上、液晶の劣化を防ぐためにはΔＶｐをビデオ振幅（５Ｖ）の半分、２．５Ｖ以下に抑えることが望ま
しいことがわかっている。そのためにはＣＧＰ／ＣＬＣの容量比を低くすることと、Ｖｇをできるだけ小さくす
ることが求められる。 
  実際ＣＧＰ／ＣＬＣを見積もってみる。第２－１０図はここで想定した各画素に配置した絶縁ゲート型ＴＦＴ
の構造である。ＴＦＴはゲート電極が半導体層の上に位置するトップゲート構造である。ここではゲート電
ゲートパルス 
フィードスルー電圧 
ゲート線 
データ線 
液晶
ＴＦＴ 
画素 
共通電極 
ＣＬＣ 
ＣＧＰ 
ＣＤＰ 
画素電圧Ｖｐ 
Ｖｐ 
ΔＶｐ 
Ｖｇ 
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極がソース・ドレイン電極にオーバーラップするノン・セルフアラインになっている。ＣＧＰに寄与する因子
はまずゲートとドレイン電極の重なりがある。これはＴＦＴを形成する際のフォトリソグラフィの精度から
決まり、面内ばらつきも考慮すると最低２μｍ、製法によっては１０μｍにも達する。もう一つ、ＴＦＴが
オンしている際のチャネル内に分布しているキャリア電荷を考慮する必要がある。ゲートがターンオフした
時にはこれらのキャリアは通常のＭＯＳトランジスタであれば基板側に逃げる。しかしＴＦＴではソース側
かドレイン側に逃げるしかない。われわれはこれをコンピュータ・シミュレーションで確認し、スイープ・
アウト現象と名づけた。シミュレーションからはチャネル内キャリアの半分がソースへ、残り半分がドレイ
ンへと集まり、ほぼ５０％が重なり容量として働くことを確認した。この結果からＣＧＰに寄与する面積は、
ゲート／ドレインの重なり部と、チャネルの半分の合計ということになる。従って、チャネル面積はできる
だけ少なく、重なりはできるだけ小さくということになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            第２－１０図 トップゲートＴＦＴの構造 
 
これらの結果を利用して簡単な見積をしてみる。チャネル長（Ｌｃｈ）を１０μｍ、チャネル幅を１０μ
ｍ、ゲート電極とソース／ドレインとの重なりを４μｍ、ゲート絶縁膜はＳｉ酸化膜として厚さ１５０ｎｍ
とすると、実効ＣＰＧに利く実効面積は９μｍ（４＋１０／２）ｘ１０μｍで、 
    ＣＰＧ＝９ｘ１０ｘ１０ｰ8ｘ４．３ｘ１０-8／１５０ｘ１０－９ ＝０．０５（ｐＦ）      （２－６） 
となる。画素容量は（２－１）式から０．２ｐＦと求められているから、フィードスルー電圧ΔＶｐは（２
－５）式からゲート振幅２０Ｖにて、４Ｖとなる。この値は期待しているΔＶｐを大きく上回る。もう一つ
の懸念は、マスク合わせエラーによりゲート電極とソース／ドレインの重なりが２μｍ変動すると、この容
量は２５％変動し、ディスプレイ内部で表示ムラを発生させる可能性が高い。 
従ってここでの結論はゲートに対しソース・ドレインの位置が自動的に決まるゲート・セルフアライン技
術が必要ということである。セルフアラインができると、ソース／ドレインの重なりがほとんどゼロになり、
この容量は半分近いの０．０２８ｐＦとなり、ΔＶｐは２．４Ｖでようやく目標値に達する。もっと余裕を
ソース･ドレイン金属 
ゲート絶縁膜 
ガラス基板 
半導体膜 
ＩＴＯ 
画素電極 
ＩＴＯ 
半導体膜 
ゲート電極 
ソース･ドレイン金属 
Ｌch Ｌov 
Ｌov 
Ｌch 
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とるためには、ＴＦＴのオン抵抗を下げてチャネル幅を縮めることと、チャネル長を短くすることである。 
 
４．４ 必要になるＴＦＴキャリア移動度の検討 
オン抵抗を下げるためにはゲート電圧を高くすることが有効である。しかしながら、無限に高くできるわ
けではなく、前述のように２０Ｖ程度が合理的であろう。４．３で検証したように、セルフアライン構造を
用いればゲート電圧は２０Ｖが許容できることがわかったから、これを前提に（２－２）式を満たすための
ＴＦＴの移動度の条件を求める。 
ＴＦＴでもＭＯＳトランジスタ同様の Gradualモデル９）が成り立つとして算定する。このモデルではドレ
イン電流はドレイン電圧Ｖｄに依存する非飽和領域（ドレイン電圧が低い場合）と依存しない飽和領域（ド
レイン電圧が高い場合）の二つの状態が存在し、等価抵抗値はドレイン電圧で変化する。しかしここでは厳
密な解は必要ないために、ドレイン電圧５Ｖの非飽和域の値を使って等価抵抗Ｒeffを求める。 
     Ｉｄ＝β（Ｖｇ－Ｖｔｈ－０．５Ｖｄ）Ｖｄ （非飽和領域）                 （２－７） 
            Ｉｄ＝０．５β（Ｖｇ－Ｖｔｈ）2          （飽和領域）                   （２－８） 
       β＝μ・Ｃｏｘ・Ｗ／Ｌ                                  （２－９） 
      Ｒeff＝５Ｖ／Ｉｄ                                    （２－１０） 
ここで、Ｉｄはドレイン電流、Ｖｔｈはトランジスタのしきい値、Ｖｇはゲート電圧、μはキャリア移動度、
Ｃｏｘはゲート絶縁膜の単位面積当りの容量、Ｗはチャネルの幅、Ｌはチャネルの長さである。ここで先ほ
ど同様チャネル幅Ｗ、チャネル長Ｌを各々１０μｍとすれば、Ｗ／Ｌは１である。Ｃｏｘは厚さ１、５００
ÅのＳｉ酸化膜で２．２ｘ１０-８ｐＦ／ｃｍ２とする。そしてゲート電圧が２０Ｖとして、しきい値と移動
度の関係からＴＦＴのオン時の実効抵抗値を求めると、第２－１１図のように表わされる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２-１１図 ＴＦＴオン時の実効抵抗値とキャリア移動度との関係 
０     ２    ４     ６     ８    １０ 
   キャリア移動度（ｃｍ２／Ｖ･ｓｅｃ） 
実効抵抗値（Ｒｅｆｆ） 
（１０６Ω）
３．０ 
 
 
 
２．０ 
 
 
 
１．０ 
 
 
  
０
Ｖｔｈ＝５Ｖ、１０Ｖ、１２．５
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この結果から（２－２）式のオン抵抗の上限値３．３ＭΩを考慮すると、しきい値は１０Ｖの場合、移動
度は２ｃｍ2／Ｖ・sec以上、しきい値が５Ｖであれば移動度は１．２ｃｍ2／Ｖ・sec以上必要となる。そこで
しきい値を５－１０Ｖの間で制御するとして、多少の余裕を持たせて移動度は３ｃｍ2／Ｖ・secを目標値と
して設定する。なお、この条件下（Ｖｄ＝５Ｖ、Ｖｇ＝２０Ｖ）で必要なドレイン電流Ｉｄｍｉｎｉは、 
           Ｉｄｍｉｎｉ＝１．５ｘ１０－６（Ａ）                       （２－１１） 
となる。 
 
４．５ リーク電流に関する考察 
 オフ特性に関しては、すでに（２－３）式から１．７ｘ１０１２Ω以上という目標が導き出されている。こ
れはドレイン電圧５Ｖに換算すれば、リーク電流Ｉoffは、次のようになる。 
Ｉoff ＜５．９ｘ１０－１２（Ａ）                    （２－１２） 
この計算のベースはデータ線が固定電位の場合であり、第２－５図のようにデータ線が交流反転すると、
ＴＦＴのリーク電流で画素電荷が変動する。この変動分を眼では認識しにくいレベル、１００ｍＶ以下とす
れば限界値はいっそう厳しくなる。この時、ＴＦＴリーク電流Ｉoffmaxは定電流動作し、次のようになる。 
       Ｉoffmax＝Ｃｐ・Ｖ／ｔ＝１．３ｘ１０－１２（Ａ）              （２－１３） 
この値を適用すれば、ＴＦＴのスイッチ能力を示すオン／オフ実効抵抗比は最低６桁必要ということになる。
いずれにしてもこれらの数値はあくまでもデバイス設計する上での目安であるから、実際に試作した後に検
証をすることになる。 
もう一つ大事なことは、このリーク電流値は環境変化を考慮する必要がある、ということである。その一
つは温度変化で、０゜から５０℃が合理的な変動範囲である。一般的には温度が上昇すればリーク電流が増
大するであろうから、５０℃においてもリーク電流をこの目標値に抑えなければならない。この温度変動を
考慮すればＩoffはより厳しくなり、（２－４）式で表されたオン／オフ抵抗比は常温環境下で７桁程度必要
になると推定される。 
もう一つ重要な環境変化要因がある。それは光に対する反応である。半導体は一般的に光により電子－正
孔のキャリア対を生成し、それがリーク電流に影響を与えるであろう。特に本研究が目指す液晶ディスプレ
イは携帯型に広く応用できるから、ＴＦＴ特性は非常に明るい環境、即ち太陽光下や明るいバックライト条
件を考慮する必要がある。例えば太陽光の明るさはあよそ１０万ルックスと推定され、液晶内部及びＴＦＴ
に照射される光の照度は偏光板を通ることによってその半分の５万ルックスと想定できる。このような条件
下でもオフ電流は（２－１２）式を満たすことが求められる。 
 
４．６ 液晶材料に対する要求特性に関する考察 
以上はＴＦＴの要求特性について言及してきたが、最後に液晶材料について考えてみる。液晶は一般的に
は容量性であるが、抵抗値は無限大ではなく限界値が存在するはずである。液晶の持つ二つの電気的成分、
すなわち容量成分と抵抗成分に関しては、両者ともに大きい方がよいことは前述の動作解析の中で明らかで
ある。容量については材料の選択で多少の変化はあることは判っているが、しかしながらＴＮ液晶の駆動電
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圧や遷移特性を優先させるとこの容量を飛躍的に大きくできない。従って、ここでは抵抗分に注目して、そ
の下限値を求める。 
第２－６図に示す１画素において、もし液晶の抵抗が低ければＴＦＴがオフしていても自分自身で電荷を
放電してしまう。液晶自身の抵抗による放電を１フィールド期間内で１０％以下に抑えるものとすれば、液
晶の画素抵抗の許容値(下限)ＲLCminは次のように定まる。 
       ＲLCmin＝―（１／６０）／ｌｎ（０．９）／Ｃｐ＝８．３ｘ１０１１（Ω）     （２－１４） 
これを比抵抗ρＳＬＣに換算すると、以下のようになる。 
       ρＳＬＣ＞３．１ｘ１０９ （Ω・ｃｍ）                                        （２－１５） 
ここから液晶材料には１０１０Ω・ｃｍ台の比抵抗が要求されることがわかる。ちなみにこの値は、従来の単
純マトリクス等に用いられているＴＮ液晶材料より２桁以上高いものである。このため液晶原材料から出来
るだけ不純物を除くことに加えて、ＴＦＴ液晶パネルの製造工程ではＴＦＴを形成したガラス基板も含めて、
すべての材料からの汚染を排除しなければならない。これは従来の液晶工程より、不純物汚染に対してかな
り高水準のクリーンな工程管理の必要性を示唆している。 
 
第５節  結言 
 
本研究の目的であるＣＲＴを置き換えられる「壁掛けテレビ」の実現に向けて、ＣＲＴに匹敵する表示性
能を実現にするためにＴＦＴ（薄膜トランジスタ）を用いたアクティブ・マトリクス液晶駆動方式が効果的
なアプローチであることを示した。 
いくつかの液晶モードの中から、高いコントラスト比を実現でき、かつ低電圧・低消費電力駆動が可能な
ＴＮ（Twisted-Nematic）モードがポテンシャルが高いことを示した。このＴＮ液晶を用いたアクティブ・マ
トリクス画面について、走査線を各ゲート信号に用いる走査駆動法、及びデータ線に表示信号を載せる交流
駆動法を採用し、画素の動作を解析した。 
各画素に配置されたＴＦＴはスイッチの役割をし、オンしたときに表示信号が電荷で書き込まれ、オフ時
にはその電荷を保持する基本動作をベースに、ＴＦＴと液晶に求められる性能を考察した。画面の目安とし
て、対角２型、画素数２２０ｘ２４０の液晶テレビ画面を設定した。 
使えるゲート駆動振幅を２０Ｖとすれば、ＴＦＴのオン電流は１．５μＡ以上（しきい値は１０Ｖ以下、
移動度は３ｃｍ2／Ｖ・sec以上）、リーク電流は６ｐＡ以下 が目標値となることを明らかにした。このとき、
ＴＦＴスイッチの性能の目安であるオン／オフ実効抵抗比は最低６桁必要である。またゲートとドレイン電
極との重なり容量、及びチャネル電荷のスイープ・アウトからくる画素電圧の低下（フィードスルー）が液
晶の劣化をもたらす可能性を示唆し、これを防ぐためには、チャネル面積をできるだけ小さくすると同時に、
ゲート・セルフアライン技術の導入が効果的であるとの結論に達した。 
また液晶材料には特に高い比抵抗が求められ、１０１０Ω－ｃｍ台以上を維持することが絶対条件であるこ
とを導き出した。 
 これらＴＦＴアクティブ・マトリクス液晶表示の原理的な考察をベースに、 
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（１） 実用的なＴＦＴの研究開発 
（２） そのＴＦＴを用いた２次元配置された液晶表示デバイスの開発と最適化 
（３） さらにＲＧＢの３原色画素を内蔵化させたカラー映像技術の研究開発 
を行った。この３点に関する研究開発の内容と成果については順次、章を追って詳述する。 
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第３章 多結晶Ｓｉ膜を用いたＴＦＴとその特性最適化 
 
第１節  緒言 
  
   薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）の特徴は、Ｓｉウェハのような単結晶基板ではなく、ガラス基板を使うこと
である。このために、液晶ディスプレイにとっては 
（１） 対象面積にサイズの限定がない 
（２） 最も高画質のＴＮモードが使える      
という大きな利点がある。しかしＴＦＴは研究段階ではイメージセンサーなどにとりあげられた歴史はあっ
ても１）２）、かって実用化や量産はされたことはなく、まったく未知のデバイスであるといっても過言ではな
い。ＴＦＴは実用的なデバイスではないというのが常識であって、その後誰も真剣に取り上げた形跡は見受
けられない。恐らくそこまでして必死に実用化を迫られる用途が従来はなかったこともあるだろうが、それ
は非常に困難な道のりであることは一目瞭然であった。 
 過去、試作に供されたＴＦＴはその半導体材料としてＣｄＳｅを用いていた。エレクトロルミネセンス材
料にもＣｄＳｅなどⅢ－Ⅴ系の材料が使われた３）背景もあり、６０－７０年代にかけての典型的な半導体材
料であった。この材料は蒸着工程で容易に成膜でき間単に形を作ることができたが、次の難点が大きな壁で
あった。 
①  化合物半導体で、組成制御が難しい 
      ②  リーク電流が多すぎる 
     ③  信頼性に欠ける 
     ④  毒性を有し公害対策が大変 
 これらの理由により、特に日本では公害対策からＣｄＳｅ系の材料を試みることは皆無に近かった。また
１９７０年代の終わりに提案されたアモルファスＳｉＴＦＴ４）はこのころは材料的不安定さと成膜技術が未
熟で、実用的にはかなりの困難が伴うものと思われた。 
 ここで本研究の対象となるＴＦＴに求められる要件を整理してみる。 
（１）第２章で考察した特性を有すること。即ち、      
① 移動度が３ｃｍ2／Ｖ・sec以上 
② しきい値は５－１０Ｖのレンジ 
③ リーク電流が６ｘ１０－１２Ａ以下 
④ ゲート・セルフアライン型構造 
（２）従来のＴＦＴの欠点がおぎなえること、 
          ⑤ 毒性を持たないこと 
⑥  信頼性が高いこと 
（３）できるだけ造り易く、実用性の高いもの、即ち、 
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     ⑦ 膜質制御が容易なこと 
     ⑧ 加工技術、製造装置や材料が特殊にならないこと 
 以上の要請を熟慮した結果、「多結晶Ｓｉ薄膜」が最適な材料であると信じるに至った。まず大事なのは
半導体材料は単原子材料であることである。ＣｄＳｅの場合は組成のずれによりバッチ間、基板間、あるい
は基板内でのばらつきを増やし特性に大きな影響を与えていた。この点、Ｓｉ単一組成であることは大きな
メリットといえる。次にＳｉ膜を多結晶化することによりアモルファスと異なり、材料的に安定するであろ
う。当然単結晶薄膜ができればそれに越したことはないが、これは今のところ手法がないし、ＴＦＴには単
結晶ほどの特性は要求されないことは第２章の考察で判明している。従ってＳｉ薄膜を多結晶化して用いる
ことにより、ＴＦＴの特性と信頼性が確保できることを期待した。 
 Ｓｉという材料は、半導体集積回路で様々な加工手法ができあがっている。また多結晶Ｓｉ薄膜は、従来
ＭＯＳトランジスタのゲート電極材料及び配線材料として用いられてきた。従って、成膜技術や加工技術は
従来の経験が生かせる可能性が高い。例えば成膜やエッチング、あるいは表面洗浄などは流用することが期
待できる。またＴＦＴの製造に欠かせないパターン形成は、半導体用のフォトリソグラフィの手法が持ち込
める。新たに成膜装置や加工方法を全くゼロから開発する必要はない。 
  また、Ｓｉは毒性に関して全く気を使う必要が無い。当然、製造過程では毒性のあるガスや薬品は避けて
通れないが、完成した暁にはそのことを考慮する必要が無い。 
 これらの理由から半導体材料は多結晶Ｓｉ薄膜が最適であるという結論に達した。しかしながら問題は、
従来多結晶Ｓｉ薄膜は、不純物を多量にドープし、あくまでも耐熱性の高い導電部材として利用していただ
けであって、半導体としての性質、性能は未知であった。ごく一部に多結晶Ｓｉ薄膜の性質を調べた事例が
残っていたが５）、ＴＦＴの実用性を示唆するものでなかった。 
 従って、焦点は多結晶Ｓｉ薄膜により「ＴＦＴの特性がどこまで高められるか」、と「液晶パネルに組み
込むような構造ができるか」という２点に集約される。この章では、まず最初のポイントに関連した多結晶
Ｓｉ薄膜を用いた薄膜トランジスタの基本構造と特性について詳述する。また第二のポイントに関しては次
章（第４章）にて考察を加える。 
 
第２節 多結晶ＳｉＴＦＴの基本構造と材料の設定 
  
  まず本研究で想定しているＴＦＴの基本構造と動作を説明する。第３－１図はここで用いるＴＦＴの基本
構造を示している。ガラス基板上に多結晶Ｓｉ薄膜、ゲート酸化膜、ゲート電極が形成され、さらに層間絶
縁膜を介してソースとドレイン電極が存在する。ここでゲートセルアライン構造を実現するためには、ゲー
トがチャネルの上にあるトップ・ゲート構造を採用する。ＴＦＴでは過去の例ではスタガー構造６）が使われ
てきた。これはソース・ドレイン層がチャネル半導体層と異なるために、段差部で性能や信頼性が劣化する
心配があった。そこでイオン打ち込み法によるゲート・セルフアライン方式を使って、ソース、ドレイン電
極とチャネルが同一平面に位置するプレーナー構造を最適と考えた。チャネル部とソース･ドレインの段差が
なく、工程も短縮できるのが特徴である。 
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第３－１図 ゲート・セルフアライン多結晶ＳｉＴＦＴの基本構造 
 
この素子の動作を、ｎチャネル型をベースに第３－２図を使って間単に説明する。 
（ａ）オフ状態 
電子伝導を用いるＮチャネル素子では、ゲートバイアス電圧が０Ｖ時はチャネル内には、チャネルには
熱により励起された極わずかなキャリア（電子―正孔対）しか存在しない。この状態でソース･ドレイ
ン間に電圧を加えても、微小なリーク電流が存在するのみである。 
（ｂ）オン状態 
ゲートに正の電圧（プラスバイアス）が加わると、チャネル表面にキャリアとなる電子が誘起されてソ
ースとドレインの間に加えた電圧に応じて電流が流れる。このキャリアが誘起された層を反転層と呼び、
この反転層の下には空乏層と呼ばれる空間電荷領域が形成される。この空乏層はしきい値を決める重要
な因子である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－２図 トップゲート・プレーナＴＦＴの動作図 
 
 
 この基本構造においてキーとなる構造材料は、ガラス基板、多結晶Ｓｉ膜、ゲート絶縁膜、ゲート電極、
ソース・ドレイン電極の５つである。この材料選択と製法について、Ｓｉを用いた半導体技術から得られた
経験と知見を活かして方針決定を行った。 
（１） ガラス基板 
通常のガラス、すなわちソーダライム・ガラスはアルカリイオンを多量に含有するため、ＳｉＭＯＳトラ
ゲート電極 
透明基板 
ドレイン電極 ソース電極 
  チャネル 
（多結晶Ｓｉ薄膜）
ゲート絶縁膜 
空乏層 
＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ 
ｎ型 －－－－－－－ ｎ型 ｎ型 ｎ型 
０Ｖバイアス プラス・バイアス 
ゲート絶縁膜 ゲート絶縁膜 
＋ －
（ａ） ゲート・ゼロバイアス 
（オフ）
（ｂ） ゲート・プラスバイアス 
（オン）
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ンジスタの経験からわかるように一番危険な汚染源である。低アルカリの高融点ガラスも数種類あるが、ど
の程度汚染するかまったく不明である。もし一度汚染してしまえばプロセス装置含めてすべてがまったく使
い物にならなくなる。このリスクを避けるために、汚染の心配が全くない石英ガラスに焦点を絞った。また
石英ガラスは融点が高く、許容されるプロセス温度にな制限がないことも利点である。もちろん大型化には
石英ガラスは向いていないが、本研究の第１ステップの目標とする２インチ程度の画面では問題とならない。
将来もっと大型化していくときには、アルミナ・シリケート等の無アルカリガラスに変えてプロセス温度を
下げていく必要があるが、それはＴＦＴ製造条件の見直しでできるだろう。 
（２） 多結晶Ｓｉ膜 
多結晶膜の成長は、半導体集積回路の製造で一般的に用いられてきた減圧ＣＶＤ炉（ＬＰＴ－ＣＶＤ：Lo
w Pressure & Temperature Chemical Vapor Deposition）を利用することが実用的あると判断した。今まで
の経験からＳｉ膜を減圧下で成長することにより均一性がよい膜が得られることは実証済みである。またガ
ス圧力を下げて真空に近づくほど結晶化温度が低下することも知られている。従ってＬＰＴ－ＣＶＤは良質
の多結晶Ｓｉ膜を得るのに簡便かつ実利的な方法であることが予測できる。  
（３） ゲート絶縁膜 
ゲート絶縁膜は、ＴＦＴ特性とその安定性にもっとも影響する材料である。膜質が安定し、準位密度が低
く、かつ成膜しやすい膜といえば、Ｓｉ系の酸化膜と窒化膜の二つが候補に上がる。従来のＭＯＳトランジ
スタの経験からいって窒化膜は電荷をトラップしやすく、しきい値が不安定になる。Ｓｉ酸化膜はこの点、
広くＭＯＳトランジスタに用いられ、半導体技術でも極めて普遍的な材料である。いくつかあるＳｉ酸化膜
の製法の中で、特性の安定性を確保するためには熱酸化が最も有望な手法であることはわかっている。熱酸
化によるＳｉ酸化膜の製法はプロセス温度が高くなるが、石英材料でこの問題を回避できる。 
（４） ゲート電極 
 ゲート電極は配線にも使うから低抵抗材料が望ましいが、イオン打ち込み工程など、ある程度の高温に耐
えて、かつ汚染源とならない材料が望ましい。そこで、高濃度にドープした多結晶Ｓｉを使うことにする。
Ｓｉであるから温度に耐え、汚染もない。不純物量を高濃度にドープして成膜する方法で低抵抗化が見込め
ると考えた。 
（５） ソース・ドレイン電極 
ソース･ドレイン電極は比較的高濃度にＰ不純物をドープしたｎ型Ｓｉで形成する。ゲート・セルフアライ
ン構造の必要性から、ソース・ドレイン電極の形成にはイオン打ち込み法を用いるのが最適である。これは
ゲート電極をマスクとしてイオン化した不純物を真空中で加速して打ち込む方法である。この方法ではゲー
ト電極の下には不純物はドープされないから、ソースとドレイン電極のチャネル側のエッジはゲート電極に
対して自動的かつ一義的に決められる。これがセルフアライン技術である。この結果、ゲートとソース・ド
レインの重なり面積はゲート電極層と半導体層の合わせ精度（アライメント精度）に関係なく常に一定に保
つことができる。 
以上論じたように、ＴＦＴの基本構造と材料についての基本方針を策定できたから、次にはこれをベース
に実際のＴＦＴを試作して特性を調べ、そして特性を最適化するための条件を探ることにした。ＴＦＴ特性
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はチャネル部の多結晶Ｓｉ膜とゲート酸化膜の二つの膜質に支配されるだろうことを予測し、実際にＴＦＴ
をするにあたって、まずこの二つの膜の成膜条件と膜質について予備的な試験をした。 
 
第３節   多結晶Ｓｉ薄膜の成長とその熱酸化特性に関する実験と考察 
 
３．１ 減圧ＣＶＤによる多結晶Ｓｉ膜の堆積 
 まず減圧ＣＶＤ法（ＬＰＴ－ＣＶＤ）による多結晶Ｓｉ薄膜の堆積について実験した。ＣＶＤは気相成長
法とも呼ばれ、スパッタや蒸着と並んで典型的な薄膜の成長方法で、主に半導体膜や絶縁膜の成長に用いら
れる。従来、ＣＶＤは常圧ＣＶＤと言われる大気圧と同じ圧力下でガスを熱反応あるいは熱分解する方法が
とられてきたが、半導体用途では減圧下でガスを反応させるＬＰＴ－ＣＶＤ法が採用されるようになった。
減圧下の方が堆積面積が大きくなっても良好な均一性を保てるからである。第３－３図はこのＬＰＴ－ＣＶ
Ｄ炉の構造を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
               第３－３図 横型減圧ＣＶＤ炉の構造 
 
 
多結晶Ｓｉ膜を堆積するためにはモノシラン（ＳｉＨ4）を用いる。成長レートに応じてモノシランガスに
Ｈｅや水素、窒素で希釈することが多いが、今回は１００％モノシランで実験した。このときの反応は次式
で表わされる。 
               ＳｉＨ4 → Ｓｉ ＋ ２Ｈ2                                 （３－１） 
チャンバ内は１／１０００気圧程度に減圧され、シランガスの分解により生成したＳｉが基板上に堆積し薄
膜を形成する。第３－３図に示すように排気系によりガスの流れを制御し、内部すべてを一定の気圧に保つ
ために、常圧ＣＶＤ法に比し基板内あるいは基板間の均一性を通常は５％以下と著しく改善できる。  
 まず、このＬＰＴ－ＣＶＤにより多結晶Ｓｉ膜を成長させ、その特性や振る舞いを単結晶膜と比較して調
べた。単結晶Ｓｉのよる従来の経験やデータが活かせるかどうか知るためには、熱酸化膜の性質を調べるこ
とが有用であるからである。 
 
 
シランガス 減圧排気 
基板 
ヒーター 
炉心管 
石英ボート 
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３．２ 多結晶Ｓｉ薄膜を用いた熱酸化膜の成長と性質についての試験 
 熱酸化は酸素あるいは酸素を含んだ高温雰囲気中で酸素原子をＳｉに結合させることにより行なわれる。
酸素原子は酸化膜中を拡散してＳｉ薄膜側に新しい酸化膜を形成して行く。このため酸化膜界面は大気中に
さらされることがないため、界面準位が低く安定した特性が得られることはＭＯＳトランジスタで実証済み
である。酸化雰囲気として純粋な酸素雰囲気で行なわれるドライ酸化と、水分を含んだ酸素雰囲気で行なわ
れるウェット酸化、塩酸を導入して塩素イオンで界面をさらに安定にする塩酸酸化、水蒸気雰囲気で行うス
チーム酸化、高圧下で酸化スピードを稼ぐ高圧酸化、といったいくつかの手法が知られている。一般的には
ドライ酸化は成膜スピードが遅く高温下で行なわれ、ウェット酸化、塩酸酸化、スチーム酸化はやや低温で
酸化スピードは早い。ここでは典型的なドライ酸化とウェット酸化の２つの方法で、多結晶Ｓｉ薄膜におけ
る熱酸化の挙動と性質を次の点に注目して調べることとした。 
（１）酸化膜の成長膜厚は、単結晶と同様に時間の平方根に比例するか 
（２）酸化膜の成長により多結晶膜はどう変化するか 
（３）酸化膜耐圧が十分とれるか  
これらを踏まえて多結晶Ｓｉ薄膜上の熱酸化膜の特性とメカニズムを知ることにより、最適な膜特性が得ら
れような条件を探し出すこととする。 
最初に真性及びドープした多結晶Ｓｉ膜について、９００℃ウェット酸化法を用いてその酸化膜成長速度
を調べた。実験方法は、まずノンドープ（真性）膜をＬＰＴ－ＣＶＤにより５７０℃、２，０００Å成膜し
た。ドープ膜については、熱拡散法でＰ（ｎ型）とＢ（ｐ型）をドープし、その後９００℃でウェット酸化
を施した。膜厚測定は、酸化膜を部分的にエッチングしその差分を段差測定器を用いて計測した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
第３－４図 多結晶Ｓｉ膜の熱酸化特性 
 
 
熱酸化時間：√ｔ（分) 
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まず第３－４図に酸化時間に対する熱酸化膜厚の依存性を示す。ｎ型、ｐ型、ノンドープ膜のいずれもが、
その膜厚は単結晶同様に酸素拡散による成長曲線（拡散方程式から導かれる）で表され、酸化時間の平方根
に比例することが分かった。従って多結晶Ｓｉ膜は単結晶Ｓｉ膜に極めて近い性質を示すことが期待できる
と言える。違いはノンドープ膜の比較で分かるように、多結晶膜Ｓｉ膜における熱酸化膜の成長速度は、単
結晶の約２－３割早いということである。またｐ型膜はノンドープ膜の２割、ｎ型膜は２倍の成長速度を持
つことが分かった。また多結晶Ｓｉ成膜温度による酸化膜厚依存性はごくわずかに差が見られ､成膜温度が高
い方がわずかに成長が早かった。（第３－５図参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           
 
       第３－５図 熱酸化膜の成長特性        第３－６図 熱酸化後の多結晶Ｓｉ膜表面の 
ＳＥＭ写真（酸化膜はエッチング）
 
次に熱酸化膜をエッチングして除去し、残ったＳｉ膜厚を計測した。その結果を第３－５図に示す。酸化
膜とＳｉの界面は酸化とともに膜内部に進行し、酸化前のＳｉ表面の元の位置に対し、その膜厚分布は酸化
膜側に５５%、Ｓｉ膜側に４５％となっている。酸素原子が酸化膜中に拡散しながら酸化膜が成長しているこ
とがわかる。これは単結晶膜での結果とほぼ一致し、このことはやはり多結晶膜Ｓｉでも単結晶とよく似た
熱酸化膜が生成されることを示している。 
さらに多結晶Ｓｉ膜にアイランド・パターンを形成し､その表面を熱酸化し、その後に表面の酸化膜を除去
してその表面をＳＥＭ（走査型電子顕微鏡）を観察した。第３－６図にその写真を示す（倍率は２０,０００
倍）この写真から、多結晶Ｓｉの結晶粒（グレイン）がはっきりと観察できる。グレインは小さいものから
大きなものまでばらつき、その平均のサイズは数１，０００Åである。単結晶では均一に酸化が進むことに
対して、この写真から多結晶膜では結晶粒の境界（grain boundary）に沿って進行している様子がわかる。
これが単結晶よりも成長スピードが３割ほど速まる理由であろう。 
この構造をモデル化したものが第３－７図である。多結晶Ｓｉ結晶粒の内部は、おそらく単結晶を同じ性
質を示し、多結晶Ｓｉ膜の電気的性質はこの結晶粒界が支配要因となることは容易に推測できる。ちなみに
この結晶面は＜１００＞であった。このような構造が判明したことは、ＴＦＴの特性を解明する上で重要な
＋１，０００Å 
 
 
 
       ０ 
 
 
 
－１，０００ Å 
０        熱酸化後 
ＣＶＤ成膜温度 
   ６０７℃ 
   ５７０℃ 
   ５４０℃ 
Ｓｉ 
ＳｉＯ２ 
界面 
（酸化後） 
（初期界面） 
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知見である。 
 
 
 
 
 
第３－７図 多結晶Ｓｉのグレインの構造 
 
 次に、ドライ酸化膜について真性多結晶Ｓｉ膜の酸化時間と酸化膜厚を調べた。（第３－８図）ドライ酸
化でも、ウェット酸化同様に膜厚は酸化時間の平方根に比例することが確認された。ウェット酸化に比べる
とドライ酸化は成長速度が遅く、１,１００℃ドライ酸化は９００℃ウェット酸化とほぼ同等の成長速度を
示した。一方、ドライ酸化では多結晶Ｓｉの成膜温度への依存性は認められなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－８図 ドライ酸化における酸化時間と膜厚の関係 
 
 ここで得られた熱酸化膜について知見を整理しておく。 
（１） 多結晶Ｓｉ膜における熱酸化膜の成長膜厚は、ドライ・ウェット酸化ともに単結晶Ｓｉ同様、酸化
時間の平方根に比例する 
（２） 酸化膜はＳｉ膜の４５％侵食しながら進行する 
（３） ドライ酸化はウェット酸化に比べて成長速度が遅い 
（４） 酸化は多結晶Ｓｉ結晶粒界面に沿って進行し、これが単結晶Ｓｉより酸化速度が早い理由である 
熱酸化膜 
多結晶粒（グレイン） 
結晶粒界 
熱酸化時間：√ｔ（分)
０                ５                １０               １５ 
酸化膜厚（Å） 
３，０００ 
 
 
 
２，０００ 
 
 
 
１，０００ 
 
 
 
    ０ 
ドライ １,０５０℃ 
ドライ １,１５０℃ 
ウェット ９００℃ 
ドライ １,１００℃  
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３．３ 多結晶Ｓｉ熱酸化膜の耐圧に関する実験と考察 
多結晶Ｓｉ薄膜の熱酸化膜の振る舞いが明らかになったので、各条件で成長した酸化膜の耐圧を測定した。
これは酸化膜の上に直径約１ｍｍのＡｌの円形電極をマスク蒸着し、テクトロニクス社製のカーブトレーサ
用いて酸化膜中を流れる電流を測定した。その代表的な電流－電圧特性を第３－９図に示す。単結晶上の酸
化膜と異なり、２０Ｖという比較的低い電圧から低レベルの電流が流れる。このリーク電流をソフト・ブレ
イクダウンと定義した。このソフト・ブレイクダウンは不安定で、酸化膜中のトラップに電子が注入されて
埋まっていくとそれに従って電流値が減少していった。一定の電圧を印加したままにしておくとあたかも耐
圧があがっていくように見える、いわゆるウォークアウト現象が現れた。これは破壊には至らないが、可逆
的ではない。一方、さらに高い電圧を加えると、急激に電流が増加し破壊に至った。これをハード・ブレイ
クダウンと定義した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    第３－９図 酸化膜中を流れる電流値      第３－１０図 酸化膜のソフト・ブレイク耐圧 
 
ソフト・ブレイクダウンはＴＦＴのリークをもたらすから当然この耐圧をあげておかねばならない。そこ
で、０．１ｎＡ流れる電圧をソフト・ブレイク電圧と定義し、酸化膜の各々の条件で耐圧を測定した。その
結果を第３－１０図にプロットした。ここで酸化膜の成長条件で大きな差があることがわかった。ウェット
酸化はばらつきが大きく、低いものは耐圧が１０Ｖを切るものがある。一方、ドライ酸化では酸化温度が高
いほど耐圧は高い。これに対しハード・ブレイク耐圧はドライ酸化とウェット酸化ではあまり差がなく、膜
厚１,５００Åで７０－８０Ｖの安定した耐圧が得られた。 
ＴＦＴに要求されるリーク電流が１ｐＡ以下であるから、ゲート電圧２０Ｖにおけるゲート酸化膜のリー
クはその１桁以下でなければならない。余裕を見ればソフト耐圧は３０Ｖ以上が必要である。これを満足す
る条件は、１,１５０℃のドライ酸化であることが分かった。 
 
印加電圧（V) 
０    １０     ２０    ３０    ４０
酸化膜中電流（A) 
ハード・ブレイクダウン
ソフト・ブレイクダウン 
（リーク電流） 
 
１０－３  
１０－４  
１０－５  
１０－６  
１０－７  
１０－８  
１０－９  
１０－１０ 
 
１０－１１  
１,０００        １,５００         ２,０００  
酸化膜厚（Å) 
８０ 
 
 
６０ 
 
 
４０ 
 
 
２０ 
 
 
 ０ 
 
耐圧（V) 
ドライ酸化 １，２００℃ １,１５０℃ 
１,１００℃ 
１,０５０℃ 
ウェット酸化 ９００℃ 
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                                                                 酸化温度１,１００℃ 
                                                               酸化膜厚１,５００Å 
 
 
 
    第３－１１図 ドライ酸化における多結晶Ｓｉ表面のＳＥＭ写真 
 
次にこのウェットとドライ酸化のソフト・ブレイクダウン耐圧の差が何に起因するか調べるために、ドラ
イ酸化した酸化膜をエッチングして除去し、多結晶Ｓｉ薄膜のＳＥＭで観察した。第３－６図に示すウェッ
ト酸化のものは表面には針状に成長した結晶がかなり見られるが、第３－１１図に示すようにドライ酸化の
方はグレインの境界はみえるものの、表面はスムーズであった。ウェット酸化では、結晶粒界にある針状あ
るいは山状に盛り上がったＳｉ粒が酸化膜に入り込み、部分的に膜の薄くなったところを伝わって電流が流
れ、耐圧を低下させていると推測される。これは多結晶のグレインの成長とグレイン界面での酸化膜成長に
大いに関係があるようだ。ウェット酸化の場合はドライより成長速度が早いため、より結晶粒界での成長が
強調されこのような際立った凹凸を生じさせ、その結果耐圧を劣化させていると推測できる。 
この結果、膜耐圧の評価結果から、ゲート膜耐圧に関してはＴＦＴのゲート酸化膜は１,１５０℃のドライ
酸化が適しているという結論に至った。 
 
第４節  多結晶ＳｉＴＦＴの製造プロセスとその最適化 
 
４．１  多結晶ＳｉＴＦＴの基本特性の試験 
 前節にてＴＦＴを形成する上で重要な因子である多結晶Ｓｉ膜とゲート酸化膜については基本的な知見
が得られたので、これをベースにＴＦＴを試作し、その特性を確認し最適化を行う。ここで使うＴＦＴ素子
はｎチャネルで、電子伝導タイプである。第３－１２図は今回の試作に用いたＴＦＴの光学顕微鏡写真であ
る。チャネル長、チャネル幅ともに１５μｍで、ゲート電極はｎ型多結晶Ｓｉ、金属配線層はＡｌである。
ソース・ドレインはＰイオンの打ち込みにより形成する。各プロセス・パラメータは次の通りである。 
 （１） チャネル材料：成膜温度５７０℃（多結晶Ｓｉ膜厚を変える、膜はドープまたはノンドープ（真性）） 
 （２）ゲート酸化膜：ドライ酸化膜、膜厚１、５００Å（酸化温度を変える） 
 （３）ソース・ドレイン：Ｐイオン打ち込み法、加速電圧８０ｋＶ、ドーズ量１０18／ｃｍ2 
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第３－１２図 試作したＴＦＴの光学顕微鏡写真      第３－１３図 ＴＦＴ特性の一例 
 
特性確認はゲートバイアス電圧をかけて、ソース、ドレインに電圧を印加し、ドレイン電流を測定する。
測定器はカーブトレーサで行い、その実例を第３－１３図に示す。この写真で分かる通り、試作した多結晶
ＳｉＴＦＴはＭＯＳトランジスタと同じ３極管特性をはっきり示している。すなわち、ソース･ドレイン間
に一定の電圧を印加し、ゲート電圧をあげていくとＴＦＴがオフからオンに変わり、ドレイン電流が増加し
ていくことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－１４図 ＴＦＴのゲート電圧に対するドレイン電流特性    第３－１５図 √ＩＤ－ＶＧ特性 
 
 
これを図にプロットしたものが第３－１４図である。条件はゲート酸化温度１，１５０℃、多結晶Ｓｉ膜
ゲート電圧ＶＧ＝２０Ｖ 
１８Ｖ 
１６Ｖ 
１４Ｖ 
１０Ｖ 
１２Ｖ 
Ｗ／Ｌ＝１５μｍ／１５μｍ 
ドレイン電流 ＩＤ（μＡ） 
１０．０ 
 
 
 
 
 
５．０ 
 
 
 
 
 
０ 
ドレイン電圧ＶＤ（Ｖ） 
０              １０              ２０ 
ＶＧ（Ｖ） 
０   ５   １０   １５  ２０ 
√ＩＤ 
３．０ 
 
 
 
２．０ 
 
 
 
１．０ 
 
 
 
  ０ 
Ｖｔｈ 
ＶＧ＝ＶＤ 
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厚は７００Å、多結晶膜はノンドープ（真性）である。これが（２－３）式に示すGradual７）モデルにどの
程度あてはまるかどうか調べた。このモデルにおいて、飽和領域ではドレイン電流ＩＤの平方根はゲート電
圧ＶＧに対して線形になるはずである。それを確認するためにゲートとドレインを短絡してゲート電圧ＶＧ
とドレイン電流ＩＤを測定し、それをプロットしたのが第３－１５図である。この時、直線の電流値ゼロと
の交点がしきい値電圧Ｖｔｈで、この直線の傾きが電子キャリア移動度μeを表す。ここでＣoxはゲート酸
化膜の単位面積あたりの容量である。 
μe ＝ ２ＩＤ／Ｃox・（ＶＧ－Ｖｔｈ）
２                   （３－２） 
（ただし、チャネル形状比Ｗ／Ｌ＝１） 
この図から、両者の関係が完全ではないが比較的直線に乗っており、このモデルが成り立っていると考えて
よい。ただし、やや非線形性が見られ、定義するゲート電圧によりこの直線が変動し、導かれるしきい値と
移動度が異なることになる。この非線形性は飽和領域では一定のはずのドレイン電流がドレイン電圧により
変調を受けるためと考えられる。そこで以降の移動度の定義は動作の中心であるゲート電圧１５Ｖを使うこ
ととする。 
 この例では移動度μeは６．３ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ、しきい値は約８Ｖを示している。ＭＯＳトランジスタ
ではチャネルにはドーピングしてしきい値を下げることが常識として使われているが、多結晶ＳｉＴＦＴで
はむしろドーピングしない真性膜で必要なしきい値が得られることが分かった。これはしきい値を調整する
という複雑な工程を簡素化できる大きな利点がある。 
 ここでは次のような結論が得られた。 
（１） 多結晶ＳｉＴＦＴは３極管特性を示す 
（２） これはＭＯＳトランジスタと同じくGradualモデルに従う 
（３） チャネル多結晶膜は真性膜（ｉ－Ｓｉ）が適当である 
 
４．２  ＴＦＴの水素処理によるオン特性の改善 
初期に試作したＴＦＴはここに示す特性よりずっと悪く、オン電流がかなり小さかった。これは前節でＳ
ＥＭ写真をベースに議論したように、多結晶Ｓｉ薄膜を構成するグレインの境界に存在する準位密度が高く、
これがバリアとなっていることと思われる。この粒界に存在する準位、すなわちダングリング・ボンドを埋
めるために、アモルファスＳｉ同様に水素による補償を考えた。この実際の方法として、膜成長時にドープ
する方法と、水素プラズマの力を借りて堆積後に強引にドープする方法の２つが考えられてきた。しかしな
がら、このＴＦＴでは最初に水素を入れてもゲート酸化でリリースされてしまうし、水素プラズマはダメー
ジが残ることが心配である。そこでＴＦＴが完成した後に水素雰囲気でアニールすることを考えた。 
 用いたガスはフォーミング・ガスと呼ばれる水素を爆発限界以下の５％を含んだＡｒである。この雰囲気
で処理温度に対しＴＦＴの特性がどうなるかを調べた。処理時間はいずれも２０分である。その結果、第３
－１６図に示すように、アニール温度が４５０℃までは、水素処理をしていないＴＦＴに比べてオン電流が
一桁以上改善されることが判明した。４５０℃以上ではむしろ水素が離脱してしまうため効果が減少すると
推定される。金属配線、ＩＴＯ電極とのソース・ドレインとのコンタクトを考えるとむやみに高い温度は設
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定できず、十分効果がある４５０℃が適当と思われる。 
そこで、ＴＦＴ完成後に４５０度、２０分のフォーミング・ガスを用いた熱処理を標準条件として設定す
ることとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－１６図  
フォーミング・ガスによる水素処理の効果 
 
４．３  ゲート酸化温度とＴＦＴオン特性に関する考察 
 ここではドライ酸化膜に注力して、ゲート酸化温度を変化させ、ＴＦＴ特性をトレースした。また同時に
多結晶薄膜の結晶粒（グレイン）が酸化によりどう成長するかをＴＥＭ像と電子線回節像で追跡した。 
 まずＬＰＴ－ＣＶＤにより、多結晶Ｓｉ膜
を１，５００Å成長させる。その後ドライ酸
化温度を１,０５０℃、１,１００℃、１,１５
０℃の３条件で、ゲート膜厚が１,５００Åに
なるように成長時間を設定した。この条件で
ＴＦＴになったときの残ったＳｉ膜厚は約７
００Åである。そしてＴＦＴを形成し、前節
で述べたように水素処理をして、その特性を
計測した。第３－１７図はドレイン電圧ＶＤ
を４Ｖに固定して、ゲート電圧ＶＧに対するド
レイン電流値ＩＤをプロットしたものである。
明らかに高い酸化温度の方がオン電流が大き
い。またリーク電流に関しては酸化温度が高
い方がやや低めであるが、顕著な差は見られ
なかった。オン／オフ電流比は酸化温度１，
１５０℃で７桁、温度１，０５０℃でも６桁
以上が確保されていることがわかる。 
ＦＧ処理温度（℃） 
無し      ３５０  ４００  ４５０  ５００ 
ＴＦＴオン電流（μＡ） ＶＧ＝２０Ｖ，ＶＤ＝５Ｖ  
１０．０ 
 
 ８．０ 
 
 ６．０ 
 
 ４．０ 
  
 ２．０ 
  
   ０ 
ゲート電圧ＶＧ（Ｖ） 
－１０     ０     １０    ２０    ３０ 
ドレイン電流 ＩＤ（Ａ） 
１０－４ 
 
１０－５ 
 
１０－６ 
 
１０－７ 
 
１０－８ 
 
１０－９ 
 
１０－１０ 
 
１０－１１ 
 
１０－１２ 
ドライ酸化温度 １,１５０℃ 
１,１００℃ 
１,０５０℃ 
ＶＤ＝４Ｖ 
第３－１７図 ゲート酸化膜の形成温度とＴＦＴ特性  
 37 
そこでＴＦＴ特性と酸化温度の関連を調べるために、しきい値と移動度を求めてプロットすると、第３－
１８図に示す結果が得られた。ゲート酸化温度が１，０５０℃では移動度がわずか１．２ｃｍ２／Ｖ・secし
かなかったが、これが１，１００℃では３．３ｃｍ２／Ｖ・sec、１,１５０℃では１０ｃｍ２／Ｖ・secを超
えた。１，１５０℃でゲート酸化膜を形成したＴＦＴは非常に良好なオン特性を示し、第２章で定めた目標
値をクリアしている。一方、しきい値は酸化温度が低くなると緩やかに高くなっていく傾向は見られるが、
ほぼ８Ｖ付近で一定している。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－１８図 ゲート酸化温度と移動度、しきい値との関係 
 
ＴＦＴ特性が酸化温度に大きく依存する理由を知るために、同じ条件で成長した多結晶Ｓｉ膜の結晶観測
を行った。５７０℃でＬＰＴ－ＣＶＤにより成長させた多結晶Ｓｉ膜にＴＦＴ同様に１,０５０℃、１,１０
０℃、１,１５０℃で１,５００Å成長させ、その後に酸化膜をエッチオフして、残った多結晶Ｓｉ膜をＴＥ
Ｍ（透過型電子顕微鏡）と電子線回折を用いて結晶状態を観察した。その様子を第３－１９図に示す。 
まず初期状態（as-depo膜）では、ＴＥＭ像から結晶粒が数１００Å以下の微結晶状態であることがわかる。
回折像ははっきりした結晶性を示していないことから、結晶の向き（オリエンテーション）が不ぞろいであ
ると言える。さらにこの状態の多結晶Ｓｉ膜に酸化を進行させると、結晶粒が成長し、かつ回折像がはっき
りした結晶性を示すようになる。これは１,０５０℃、１,１００℃、１,１５０℃、と高くなるに従って顕著
になる。これが第３－１７、３－１８図で示したＴＦＴ特性が酸化温度に大きく影響される理由であろう。
特に１,１５０℃酸化の結晶粒は大きいものでは数１,０００Åに達し,多くは１,０００－２０００Åに分布
している。また回折像からは結晶のオリエンテーションがはっきりしており、多くの結晶の方向がそろって
いる。 
このことから、酸化温度が高い方が、①結晶粒そのものが大きくなる、②結晶の方位性がよくなる、とい
う２つの理由で、オン電流が大きくなっているものと考えられる。これは結晶粒境界に分布する欠陥準位密
度とバリア・ハイトを下げ、これが移動度を上げるというように作用していると思われる。一方、しきい値
ドライ酸化温度 １,１５０℃  １,１００℃   １,０５０℃ 
電子移動度（μ）  
１５．０ 
 
 
 
１０．０ 
 
 
 
 ５．０ 
 
 
 
   ０ 
Ｖｔｈ（Ｖ） 
１０．０ 
 
 
 
５．０ 
 
 
  
０ 
しきい値 
移動度 
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を決める容易にはおそらく結晶粒のサイズには関係なく、膜厚など他の要因が支配的であろう。 
比較のために同じ１,０００℃でのウェット酸化とドライ酸化間で同様な観測をしたが、結晶粒のサイズや
オリエンテーションで両者で顕著な差は認められなかった。このことから熱酸化における多結晶Ｓｉ膜にお
ける結晶粒の成長は、酸化方法というよりも温度に依存するものであると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         （ａ）as-depo             （ｂ）１,０５０℃ 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          （ｃ）１,１００℃           （ｄ）１,１５０℃ 
第３－１９図 ドライ酸化温度による多結晶Ｓｉ膜の結晶成長 
 
以上の結果から、ＴＦＴオン電流(移動度)の特性は、多結晶Ｓｉ薄膜の成膜温度の依存性は少なく、最終
的にはドライ酸化の温度により決まることが判明した。多結晶のグレイン・サイズ、オリエンテーション、
ゲート膜の耐圧からは、できるだけ高い温度のドライ酸化が望ましく、１,１５０℃で目的にかなった性能が
得られることが結論づけられた。 
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第５節 多結晶ＳｉＴＦＴ特性に関する考察と最適化 
 
５．１ 多結晶Ｓｉ膜厚効果と最適化 
  前節で述べたように、多結晶ＳｉＴＦＴがＭＯＳトランジスタ同様に３極管特性を示し、Gradualモデルが
当てはまることが分かった。しかしながら、ＭＯＳトランジスタではチャンネル部は深さ方向には十分にス
ペースがあるが、ＴＦＴでは限られた厚みしかない。例えばＭＯＳトランジスタの場合、チャネル反転層に
ともなう空乏層がしきい値を決める大きな要因である。ところがＴＦＴではこの空乏層はごく限られた厚み
でしか存在しない。このことが特性にどのように影響するか調べるために多結晶Ｓｉ層の膜厚を変えてみた。
初期Ｓｉの膜厚を１,０００Åから５,０００Åとして、１,５００Åのドライ熱酸化膜を形成した。残りのＳ
ｉ膜厚はおよそ２８０Åから４,３００Åとなる。このＴＦＴの測定結果を第３－２０図に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－２０図 多結晶Ｓｉ膜厚の変化に対するＴＦＴ特性 
   
一般的に薄膜においては、膜が厚い方が基板との界面の影響を受けにくくなり、表面の結晶性がよくなる
ことが知られている。従って、多結晶ＳｉＴＦＴでも膜厚が大きい方が膜表面の結晶性がよくなり、オン電
流が増大していくことを予測していた。ところが結果はまったく逆で、Ｓｉ膜厚１,０００Å以下では膜が薄
くなるにつれてオン電流は一桁以上増えていった。反面、１,０００Åから上では大きな変化はなく、緩やか
にオン電流が増えてゆく。これが最初に期待した膜表面効果と思われる。従って、１,０００Åを境界として、
これより膜厚が小さい方では別の現象が起こっていると思われる。これについてはしきい値と移動度の２つ
の効果が関与するものと推定している。チャネル下部（反転層の下）の空間電荷領域（空乏層域）が薄膜の
厚みで制限されているから、反転層ができやすくなり、しきい値が下げられる。もう一つは反転層における
熱的散乱で制約を受けるキャリア移動度が、２次元的な制約の中で深さ方向の散乱を受けにくくなり結晶粒
多結晶膜厚（Å） 
１０２          １０３          １０４ 
ドレイン電流 ＩＤ（Ａ） 
１０－４ 
 
１０－５ 
 
１０－６ 
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１０－９ 
 
１０－１０ 
 
１０－１１ 
 
１０－１２ 
 
１０－１３ 
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ＶＧ＝２０Ｖ 
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内の移動度が上がるのではないかと考えている。 
一方、オフ特性は予測通り膜厚とリーク電流は線形性を保っており、膜厚を小さくすると、リーク電流は
改善され減少していくことがわかる。この結果、オン／オフ電流比は多結晶Ｓｉ膜厚が１，０００Åではせ
いぜい６桁程度であるが、これを３００Åまでが下げると９桁まで向上する。 
これらの結果から、Ｓｉ膜厚１,０００Å以下であれば第２章で定めたＴＦＴ特性の目標値に達することが
わかる。熱酸化膜工程のプロセス制御性から、残りＳｉ膜厚をａｓ－ｄｅｐｏ時の半分程度が望ましいこと
から、Ｓｉの初期膜厚は１、５００Å、最終多結晶Ｓｉ膜厚７００Åが最適と判断した。この時チャネル形
状比Ｗ／Ｌが１のＴＦＴで、ゲート電圧０Ｖのオフ電流３ｐＡ、ゲート電圧２０Ｖのオン電流約１６μＡ（ド
レイン電圧４Ｖ）となる。このときのしきい値は８Ｖ、移動度およそ１０ｃｍ2／Ｖ・sec が得られる。 
多結晶Ｓｉの膜厚を１，０００Å以下に低減していくと、オン電流が増大し，同時にオフ電流は減少する、
という相乗効果により、ＴＦＴのスイッチング性能を表すオン／オフ電流比が飛躍的に増大し、９桁に達す
ることが分かった。これはＴＦＴ高性能化にとって大きな成果である。 
  
５．２ ＴＦＴ特性の温度特性 
次にＴＦＴの温度特性を調べてみた。オン電流に関して、ＭＯＳトランジスタでは普通は温度とともに減
少するが、多結晶ＳｉＴＦＴでは第３－２１図に示すように、驚くことにＭＯＳとは全く逆に、オン特性は
温度が上がるにつれて電流値は増えた。この増大率は室温付近で２０％／１０℃と決して小さくない。ＭＯ
Ｓにおいては、室温付近では温度上昇とともにしきい値は下がるが、同時に熱的散乱効果による移動度の低
下が支配的で電流値は下がっていく。オン電流の温度特性がＭＯＳと異なる振る舞いをするということは、
すなわちキャリアの流れを決める支配要因がＭＯＳとは別の伝導機構が存在することを意味する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－２１図 ＴＦＴオン電流の温度特性      第３－２２図 ＴＦＴオフ電流の温度特性 
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一方、オフ電流については第３－２２図に示したようにＭＯＳ同様に温度上昇につれて増加する。しかも
３０℃の変化で一桁増大し、かなり大きい。これはオフ電流は温度上昇につれて、伝導帯に熱励起されるキ
ャリアが増えるためと理解できる。目的にかなったオフ電流を得るためには、この温度変化が大きな阻害要
因となりそうである。これについては伝導機構を解明して、大幅に低減する工夫が必要となる。 
従ってこの多結晶ＳｉＴＦＴの伝導メカニズムを解明して、特性の更なる改善を図ることとする。 
 
第６節 ＴＦＴオン特性に関する伝導機構の考察 
 
 ＴＦＴのオン特性については、ＭＯＳトランジスタ同様にGradualモデルに従ってしきい値と移動度の２つ
の要因で決まっている。ＴＦＴオン電流の解明のために、この２つのファクタについてそのモデルについて
考察する。 
まずチャネルにおけるキャリアの伝導をモデル化して考えてみる。多結晶Ｓｉ膜の伝導機構に関しては過
去に Levinson ８）や Seto ９）らが提案したモデルがある。これらは多結晶Ｓｉの結晶粒界が伝導特性を支配
している主要因としてモデル化を試みた例である。これらは結晶粒界でのキャリアの振る舞いをよく理解で
きるモデルであるが、ＴＦＴ特性に反映できるところまで至っていない。そこで、彼らのモデルを参考にし
ながら、簡素化したＴＦＴモデルについて考察してみる。 
 
 
 
 
 
 
 
        第３－２３図 多結晶Ｓｉグレインにおけるバンド・モデル 
 
第３－２３図は、ここで使った多結晶Ｓｉ粒界におけるバンド・モデルを示す。これは結晶粒の内部は単
結晶Ｓｉで、グレインの粒界にトラップが偏在し、この準位の高さにより伝導が制限されるモデルである。
ここでＥＣは伝導帯、ＥＶは価電子帯のポテンシャル、ＥＦはフェルミレベル、Ｅｉは真性レベルを表す。また
ＥＢは結晶粒界における準位の高さ（バリア・ハイト）である。Levinsonのモデルでは結晶粒界におけるバリ
アは価電子帯側でもエネルギー・ギャップが一定になるようにバンド内側に曲がっている。しかし、ここで
使った著者のモデルではむしろ粒界ではエネルギー・ギャップそのものが大きくなるよう外へ曲がることを
提案した。 
このときの導電率σは次のように表される。 
          σ＝ｑｎ０μ０ ｅｘｐ｛－（ＥＢ＋Ｅｉ－ＥＦ）／ｋＴ｝              （３－３） 
          ｑｎｏ＝Ｃｏｘ（ＶＧ－Ｖｔｈ）                        （３－４） 
ＥＢ 
Ｅｉ 
ＥＶ 
結晶粒 
境界 
ＥＣ 
ＥＦ 
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ここで、ｎ０はチャネルにおけるキャリア密度、μ０は結晶内の移動度である。ゲート電圧がゼロの状態では
チャネルは真性状態で（ＥＦ＝Ｅｉ）、キャリア密度は熱的励起のみで決まる。これがリーク電流となってい
る。ゲートに正バイアスを加えると、チャネル表面にｎ型の反転層が誘起されて、フェルミレベルＥＦは伝導
帯に近づいていき、バリアを乗り越えるキャリアの密度が大きくなる。ここからわかるように、電流はグレ
インの境界に存在するバリアの高さＥBが支配的要因を持ち、このバリア・ハイトＥＢが大きいと電流は減少
する。従って、見かけの移動度μＥは下記のようになる。 
        μＥ＝μ０ ｅｘｐ｛－（ＥＢ＋Ｅｉ－ＥＦ）／ｋＴ｝                   （３－５） 
この式からわかるように、移動度はＭＯＳとはまったく反対に温度とともに増える。温度上昇とともに電流
値が増える理由がこれにより理解できる。第３－１７図にあるように、ドライ酸化が高い方がオン電流が増
えたことも、このバリア・ハイトが小さくなるとことと考えてよい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－２４図 ＴＦＴドレイン電流の温度特性における活性化エネルギー 
 
この障壁の高さを求めるために、５．２で調べた温度特性を利用し、活性化エネルギーを求めてみた。（第
３－２４図）この結果、ゲート・ゼロバイアス時、すなわちチャネルが真性状態でＥＦがゼロの時は、活性化
エネルギーは０.６４ｅＶで、オフ領域で負バイアスが深くなるにつれてやや減少していく傾向が観察された。
一方、正のゲートバイアスが加わると、表面がｎ型に転じ、しかも（３－４）式に従って表面のキャリア濃
度が上昇し、フェルミレベルＥＦが第３－２５図に示すように伝導帯ＥＣに近づいていく。正のゲートバイア
スが大きくなると反転層のキャリア密度は十分大きく、グレインの内部は同一電位となり電界は粒界に集中
し、伝導度は障壁の高さＥＢで決まるようになる。Ｓｉのバンド・ギャップは１．１ｅＶで、Ｅｉはその半分
の０．５５ｅＶである。ＥＦはゲート・ゼロバイアスでは０、深い反転状態ではほぼ伝導帯と同じ０．５５ｅ
Ｖで、ゲート電圧によってその間を変化することになる。第３－２４図はこのモデルが見事に当てはまって
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いることを示している。この時、バリア・ハイトＥＢは、 
ＥＢ＝（０．６４ｅＶ－０．５５ｅＶ）＝０．０９ｅＶ                  
となる。 
 
 
 
 
 
 
 
第３‐２５図 深い反転状態でのバンド図 
 
（３－５）式に従って考えると、見かけの移動度は一定でなくゲートバイアスの影響でフェルミレベルＥＦ
が変調を受けで変化することになる。これはGradualモデルの２乗特性カーブ（第３‐１５図）において、Ｔ
ＦＴではゲートバイアスが高くなると直線の傾きが大きくなり計算上の移動度が大きくなることと一致する。
これは移動度がゲートバイアス電圧で変調されるという効果を説明できる。 
 次にしきい値について考察してみる。Gradualモデルからはしきい値は理論的に次のように規定される。 
                    Ｖｔｈ＝｛φＭＳ＋２φＦ＋（ＱＳＳ＋ＱＤ）｝／ＣＯＸ                   （３－６） 
          ＱＤ ＝ √２Ｋｓ・εｓｑＮＤ（２φＦ）                      （３－７） 
ここでφＭＳはゲート電極とＳｉの仕事関数差、φＦはチャネル表面のフェルミ・ポテンシャル、ＱＳＳはチャ
ネルと酸化膜界面における表面電荷密度、ＱＤはチャネル領域下部における空間電荷領域（空乏層）におけ
る電荷密度、ＣＯＸはゲート酸化膜の単位面積当たりの静電容量である。φＭＳとφＦはその構造ファクタから
合計で１Ｖ程度である。（３－７）式では、空間電荷域は無限の深さまで存在できるバルクＳｉを想定した
場合である。しかし多結晶ＳｉＴＦＴでは、多結晶Ｓｉ層が薄い場合は、この空間電荷はＳｉ薄膜中の固定
電荷量で表されるとする。この電荷は主にＳｉ結晶粒界に存在するトラップの数（電子で埋まっているもの
とする）として扱い、単位体積当たりのトラップ密度Ｎｔと厚みをｔＳｉの積で次のように表せると仮定する。 
           ＱＤ＝ｑ･Ｎｔ･ｔＳｉ                               （３－８） 
さらにＱＳＳはＳｉ結晶粒界における酸化膜界面またはその中の固定電荷（主には酸化膜中で電子で埋まって
いるトラップと思われる）に相当する。この結果Ｖｔｈは近似的に下記のように表現できる。 
           Ｖｔｈ＝｛（ＱＳＳ＋ＱＤ）／ＣＯＸ｝＋１                    （３－９） 
ここで、ＱＳＳは多結晶Ｓｉ」膜厚と関係ない固定電荷、一方ＱＤはＳｉ膜厚に逆比例した電荷量である。ャ
ネル領域における空間電荷密度で、そのほとんどがグレイン境界におけるトラップ密度と考えてよい。これ
らの仮定が正しければ、Ｓｉ膜厚を変えてしきい値を測定すれば、このトラップの密度Ｎｔと酸化膜中の固
定電荷ＱＳＳを推定することが出来る。 
 ５．１節、第３－２０図で得られた結果からしきい値を求めてプロットしたのが第３－２６図である。こ
ＥＢ ＥＣ
Ｅｉ 
ＥＶ 
ＥＦ 
ＶＤ＝５Ｖ              ０Ｖ 
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れを模式的に膜厚１，０００Åでしきい値９Ｖ，膜厚４００Åで６Ｖとして、これを（３－８）式、（３－
９）式にあてはめて、ＣＯＸを２．２ｘ１０－８／ｃｍ２として界面準位密度ＱＳＳとトラップ密度Ｎｔを求める
と、次のような結果が得られる。 
ＱＳＳ＝４．１ｘ１０１１／ｃｍ２                                             （３－１０） 
Ｎｔ ＝６．９ｘ１０１６／ｃｍ３                            （３－１１） 
これはここで仮定したしきい値の理論的なモデル（３－８）式と（３－９）式が現象をうまく説明している
と言える。ただしこの数値は平均値であり、実際にはＱＳＳもＮｔも粒界付近にしか存在しない。粒界の面積
が全体の１％とすれば実密度はこれよりも１００倍高いことを意味する。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－２６図  
ＴＦＴしきい値の膜厚効果 
 
 
通常、単結晶ＳｉにおけるＭＯＳトランジスタのしきい値は１Ｖ以下である。一方、ＴＦＴではしきい値
は５Ｖから１０Ｖとかなり高い。ここで考案したしきい値モデル（３－９）式と（３－１０）式によれば、
多結晶Ｓｉ膜の粒界における多結晶膜と酸化膜にローカライズしている準位が面積当たり１０１１個とＭＯ
Ｓに比べて圧倒的に多く、これがＴＦＴのしきい値を高くしている主要因と言える。 
 以上、多結晶Ｓｉ膜のオン電流について、移動度としきい値の支配要因に分けてその理論的な解明を試み
た。ここで展開した数値的な考察については、実験値と概ね一致し、本論分で組み立てた伝導モデルがもっ
ともらしいことがわかった。その結果、移動度としきい値ともに、多結晶Ｓｉ結晶粒界の結晶性の乱れに起
因するトラップの密度と高さ（障壁の高さ）準位とそのバリアの高さが支配要因であることが分かった。同
時に温度特性やＳｉ膜厚効果を解析することにより、この準位密度と障壁の高さを数値的に明らかにした。
この粒界ではアモルファスＳｉ同様のダングリング・ボンドと呼ばれる結合手が余ったＳｉ原子が多数存在
しトラップを形成しているとすれば、４．２で述べたフォーミング・ガスによる水素処理の効果を説明でき
る。すなわち水素原子がダングリング･ボンドを補償してトラップ密度を低減し、障壁を低くしたということ
が言える。 
０   ２００   ４００   ６００   ８００  １，０００   
多結晶膜厚（Å） 
しきい値Ｖｔｈ（Ｖ） 
１０．０ 
 
 
 
 
 
 
 ５．０ 
 
 
 
 
 
 
   ０ 
実測値 
ＱＳＳ＝４．１ｘ１０１１／ｃｍ２
 
Ｎｔ＝６．９ｘ１０１６／ｃｍ３ 
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 これらの結果から、ＴＦＴのオン特性をさらに改善していくためには、 
① 結晶のサイズを大きくして準位密度を下げる 
② 結晶のオリエンテーションを揃えて粒界の障壁の高さを下げる 
ことが有効であると言える。 
 次の章では、オフ特性について同様に理論的な解析を試みる。 
 
第７節 ＴＦＴオフ特性の解明とその改善策に関する考察 
 
７．１  ゲート･ゼロバイアス付近でのリーク電流 
オフ特性は第３－２２図からもわかる通り、約３０℃で１桁増える。従って５０℃での動作を保証するた
めには、リーク電流（オフ電流）は常温では第２章で定めた要求値の少なくとも１桁下、すなわち０．１ｐ
Ａオーダーを達成せねばならない。このリーク電流を低減するにあたって、まずリーク電流のメカニズムの
解明を試みる。 
 
 
 
 
 
 
            第３－２７図 ゲートバイアスがゼロ付近でのバンド図 
 
まずゲートバイアスが０Ｖ付近ではチャネル表面はほとんど真性状態である。常温付近での真性半導体の
キャリア密度はおよそ１０１１／ｃｍ３であり、（３－１０）式で求めたトラップ密度と比較すればキャリア
密度の方がずっと小さい。このことからリーク電流は結晶粒内のキャリア数で決定されているものと考えら
れる。従って第３－２７図に示すようにドレインに印加された電圧は粒界ではなく、グレイン内部にかかっ
ているものと推定できる。このときキャリア（電子）は粒界に集中しているトラップを伝わって移動し、伝
導度はここで定まる。この場合、リーク電流ＩｏｆｆはＷ／Ｌが１として下記のように表される。 
         Ｉｏｆｆ＝ｔＳｉ・ｎｉ・ｑ・μＳ・ＶＤ                                           （３－１２） 
ここで、ｔＳｉはＳｉの膜厚、ｎｉは真性Ｓｉの常温における熱的に励起されている電子濃度、μＳはトラップ
を伝わる表面効果移動度、ＶＤはドレイン電圧である。ｔＳｉを７００Å、ｎｉは１．８ｘ１０
１１／ｃｍ３、ま
たＶＤを４Ｖとすれば、 
          Ｉｏｆｆ＝μＳｘ０．８６ｘ１０－１２（Ａ）                     （３－１３） 
となる。多結晶Ｓｉ膜７００Åにおけるリーク電流はほぼ２ｐＡであり、従ってμＳは２－３ｃｍ
２／Ｖ・ｓ
ｅｃと推定できる。また第３－２４図に示したように、ゼロ・ゲートバイアスにおけるリーク電流の温度特
性から活性化エネルギーが０．６８ｅＶで、伝導帯の準位０．５５ｅＶとの差０．１３ｅＶがバリア・ハイ
トラップ 
－
－ －
ＥＣ 
Ｅｉ 
ＥＶ 
０．５５ｅＶ 
ＯＶ 
５Ｖ 
電子 
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トであることを表している。これらのことからゲート・ゼロバイアスにおけるリーク電流を表した（３－１
２）式が妥当であることを示す。従ってこのリーク電流を低減するためには（３－１０）式に従って、Ｓｉ
膜厚は薄くすることが大きな効果をもたらすという結論が導け、これは第３－２０図に示す実際のＳｉ膜厚
－リーク電流の相関とよく一致する。 
 
７．２ ゲート・負バイアス時のリーク電流の解明と改善策 
多結晶ＳｉＴＦＴの特徴的な振る舞いとして、第３－１７図に示すように、ゲートの負バイアスの増大に
従ってリーク電流が急増することが挙げられる。これはドレイン電圧ＶＤに対して指数関数的に増大するもの
である。しかもこの電流は温度依存性も大きい。第２章で述べた動作解析からからみて、ゲートバイアスは
最大－１０Ｖまでになり、この状態でもリーク電流を１０－１２Ａオーダーに抑えて画素における電荷の保持
動作を維持しなければならない。これがオフ電流における最大のネックになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          
第３－２８図 ゲート負バイアス下における伝導モデル 
 
この低減策を探るために、ゲート負バイアスにおけるリーク電流を解析してみる。第３－２８図はゲート
に大きな負バイアスが加わったときのＴＦＴの状態を表している。ゲート負バイアス時はチャネル表面はホ
ールが誘起されｐ型となっている。この時、ソース・ドレイン間に印加された電圧のほとんどはチャネルの
右端とドレインに加わり、チャネル・ドレイン間で逆バイアスされたｐｎ接合を形成することになる。単結
晶のｐｎ接合であればこのリーク電流は極わずかであるが、結晶粒界にトラップを多数有する多結晶膜では
図に示す様に、ここを伝わってキャリアが注入され、ドレイン側の電子とチャネル側の正孔の再結合電流が
流れると推定される。しかも負バイアスが深くなればなるほどチャネル側（ｐ型側）のポテンシャルが上が
り、この接合部にかかる電界は大きくなり、電流は急増する。このときの活性化エネルギーはドレイン側の
伝導帯ＥＣとチャネル側価電子帯ＥＶで定まり、ゲートバイアスが負に動くと活性化エネルギーが低下するこ
Ｐ型反転層 
ｎ型ドレイン 
－１０Ｖ 
０Ｖ ＋４Ｖ 
ＥＣ 
Ｅｉ 
ＥＦ 
ＥＶ 
＋ ＋ ＋ ＋ 
＋ 
ドレイン 
チャネル 
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とになる。この傾向は第３－２４図に表した結果と一致する。 
このときのオフ電流Ｉｏｆｆは再結合電流により決まると仮定すれば、以下のように表され、ドレイン電圧
に対し指数関数的に増大することが理解できる。 
         Ｉｏｆｆ∝ｎｈ・ｑ・ｅｘｐ｛－（Ｅｔ―ＥＤ／ｋＴ）｝                       （３－１４） 
ここで、ｎｈはチャネル部での正孔密度、Ｅｔは接合部近傍におけるトラップへ電子が注入される障壁の高さ、
ＥＤは接合部にかかる電圧である。この電流を低減するためには、トラップの準位を水素により埋め障壁を高
くすることがことが考えられ、実際にフォーミング・ガス・アニールを試したが、十分な改善は見られなか
った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－２９図 デュアルゲートＴＦＴの構造 
 
 
第３－３０図              
                            ＴＦＴオフ電流特性のドレイン電圧依存性 
 
そこで、（３－１４）式の接合部での電圧ＥＤを下げることを考えた。具体的には第３－２９図に示す様に
ＴＦＴを２つ直列にして、接合部にかかる電圧を二分することを行った。著者らはこれをデュアル・ゲート
構造と名づけた。ドレイン電流がドレイン電圧に対して指数関数的に増大することから、電圧を半分にする
と大幅にドレインリーク電流を低減できるはずである。実測した結果を第３‐３０図に示す。ここから分か
るように、ドレイン電圧が４Ｖ、ゲートが－１０Ｖバイアス条件下でリーク電流を一桁以上低減できた。当
然トリプルゲートではもっと低減できるが、素子サイズなどからデュアルゲート構造で十分と考えた。同時
にデュアルゲート構造のオン電流、及びゼロ・ゲートバイアスにおけるリーク電流は単純にチャネル形状比
（Ｗ／Ｌ比）に比例することが確認できた。 
すなわち、第３－２９図に示すように同じサイズのＴＦＴを二つ直列に接続し、ゲートには同電位を印加
すると、オン電流・及びゲート・ゼロバイアスでのリーク電流はシングルゲートの半分になる。同時に、ゲ
ート負バイアスにおけるリーク電流はデュアルゲート構造ではシングルゲートの一桁以上低減できる。この
ＴＦＴ特性を第３－３１図にシングルゲートと比較して示している。この図でわかるように、デュアルゲー
ドレイン電流 ＩＤ（μＡ） 
０   ２   ４   ６   ８   １０ 
      ドレイン電圧（Ｖ） 
ＶＧ＝－１０Ｖ 
Ｗ／Ｌ＝１ 
１０－９ 
 
 
 
１０－１０ 
 
 
 
 
１０－１１ 
 
 
 
１０－１２ 
デユアルゲート 
シングルゲート 
デュアルゲート 
ドレイン ソース 
ｎ＋ ｎ＋ ｎ＋ 
ゲート電極 
多結晶Ｓｉ層 
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ト構造では、負バイアス下におけるオフ電流の急増が抑えられ、リーク電流を大幅に低減する効果が大きい
ことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３－３１図 デュアルゲートＴＦＴの特性 
 
 
 以上議論してきたように、多結晶ＳｉＴＦＴのリーク電流は、ゲート電圧が大きな負バイアス状態で一番
大きくなる。これはチャネルがｐ型に反転した状態でドレインのｎ型層と逆バイアス接合を形成し、この接
合部でに強電界がかかった時に正孔―電子の再結合電流を生じることが主要因であることを解明した。これ
を改善するために二つのＴＦＴを直列接続したデュアルゲート構造を考案し、リーク電流を一桁以上改善す
ることに成功した。 
 
７．３ 光に対するリーク電流の計測と考察 
 最後にＴＦＴオフ電流（リーク電流）に影響する要因として光に対するリーク電流を調べた。第２章で述
べたように太陽光下で液晶表示を観察する際は１０万ルックスの光量が液晶パネルに照射されることになる。
この時、実際にＴＦＴに侵入する光は偏光板や開口率から考えて、その半分の５万ルックス程度になると考
えてよい。従って、この５万ルックスを標準として、光励起によるリーク電流を目標値以下に抑えるべく検
討を加える。 
まずＴＦＴのチャネル側（裏面側）から５０，０００ｌｘのタングステンランプの光を照射し、光電流の
膜厚依存性を調べた。この結果を暗電流と対比させて第３－３２図に示す。予測通り、暗電流同様の大きな
変化を示した。５０，０００ｌｘ下での光電流はどこの膜厚でも暗電流の約一桁大きな値になっている。こ
れは光励起電流が通常の半導体中の励起電流と同じメカニズムであることを示している。すなわち、光の照
射により半導体内部に電子と正孔のペアが形成され、ドリフトにより光電流となって現れる。従って、膜厚
が薄ければ励起されるキャリア数もそれに応じて減少し、暗電流を定める（３－１２）式同様に膜厚に依存
することになる。Ｓｉ膜厚が２８０Åでは光リーク電流は１０ｐＡをやや超えるレベルで、これが２，００
ゲート電圧ＶＧ（Ｖ） 
－１０      ０      １０      ２０
ドレイン電流 ＩＤ（Ａ） 
１０－５ 
 
１０－６ 
 
１０－７ 
 
１０－８ 
 
１０－９ 
 
１０－１０ 
 
１０－１１ 
 
１０－１２ 
 
１０－１３ 
シングルゲート 
デユアルゲート 
ＶＤ＝４Ｖ 
Ｗ／Ｌ＝１０μｍ／１５μｍ 
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０Åになると０．５ｎＡにもなる。膜厚が大きくなると光がＳｉ膜中で吸収されるために、膜厚に対する上
昇率がやや鈍ってくる傾向がわかる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       第３―３２図 光電流のＳｉ膜厚依存性     第３－３３図 ＴＦＴ光励起電流特性 
 
次にこの光励起電流のゲート電圧依存性をデュアルゲート構造ＴＦＴを使って調べた。第３－３３図に示
すように、ゲート負バイアスではほとんど変化なく、またオン特性には影響を与えるほどの電流値ではない
ことが確認された。またその温度特性については、無視でき得る程度に少ないことも確認した。 
この結果、光によるリーク電流を低減するためには膜厚を薄くすることが一番効果的であることが判明し、
多結晶Ｓｉ膜厚を７００Å以下にすれば、５０，０００ｌｘの光を直接照射しても、デュアルゲート構造Ｔ
ＦＴと組み合わせて１０－１１Ａ以下に低減できることが確認できた。 
以上得られた結果をベースに、ここで実際の画素に用いるＴＦＴの標準サイズについて検討してみる。第
２章では、ＴＦＴのオン電流は１．５μＡ以上、オフ電流は６ｐＡ以下という目標値を割り出した。一方、
ここで得られた多結晶ＳｉＴＦＴの特性のシングルゲート及びデュアルゲートでのチャネル形状比（Ｗ／Ｌ）
が１における標準特性は第３－１表に示すようになっている。ここで使っている標準ＴＦＴの構造は、ゲー
ト酸化膜厚１，５００Å、チャネルＳｉ膜厚７００Åである。これを一番左欄の要求値と比較して検討した
結果、チャネル長Ｌが１５μｍ、チャネル幅Ｗが１０μｍのＴＦＴを二つ直列接続したデュアルゲート構成
が最適として、これを画素ＴＦＴの標準サイズとすることにした。この標準サイズＴＦＴで実現した特性は
第３－３３図に光電流とあわせて示している。このときの光リーク電流は８ｐＡで、目標値６ｐＡをやや上
回ってしまうが、ＴＦＴに侵入する光の照度を５０,０００ｌｘから低減する構造的な工夫でこの問題を回避
できるものと判断した。 
１０２       １０３       １０４ 
暗電流 
１０－９ 
 
 
１０－１０ 
 
 
１０－１１ 
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－１０      ０      １０      ２０
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１０－７ 
 
１０－８ 
 
１０－９ 
 
１０－１０ 
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 画素要求値 シングルゲート 
（Ｗ／Ｌ＝１） 
デュアルゲート 
（Ｗ／Ｌ＝１） 
デュアルゲート 
（画素標準） 
オン電流（ＶＧ＝２０Ｖ）最小 １．５μＡ ８μＡ ４μＡ ２．７μＡ 
オフ電流（ＶＧ＝０Ｖ）最大 ６ｐＡ １ｐＡ ０．５ｐＡ ０．３ｐＡ 
オフ電流（ＶＧ＝－１０Ｖ）最大 ６ｐＡ ２０ｐＡ ３ｐＡ １ｐＡ 
（画素標準：Ｌ＝１５μｍ＋１５μｍ、Ｗ＝１０μｍ） 
 
              第３－１表 標準ＴＦＴの形状特性値 
 
 
第８節 多結晶ＳｉＴＦＴの特性安定性に関する考察 
 
このようにしてできた多結晶ＳｉＴＦＴの特性安定性を調査した。実用化のためには信頼性が大きな課題
であることは自明である。またまったく新しいデバイスを世に生み出すときは、しばしばその信頼性、長期
安定性がネックとなり、実用化が阻まれることが多いからである。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           第３－３４図 多結晶ＳｉＴＦＴの信頼性試験結果 
   
  信頼性を確認には、従来ＭＯＳ形トランジスタで採用されたバイアス・熱・ストレス試験（ＢＴテスト）
を採用した。これはゲート電極とソース・ドレイン間にＤＣ電圧を印可し、高温で長時間ストレスをかけそ
の特性変化をチェックするものである。おもにゲート膜とＳｉ界面の不安定性やゲート膜中への電荷の注入
による不安定性が判明できる。調査した条件はＴＦＴをオン状態（ゲート３０Ｖ，ソース･ドレイン間８Ｖ）
に保ち、常にゲートにストレスが蓄積されるようにして１２５℃の恒温槽に投入し、その後ＴＦＴ特性の変
５．０ 
 
４．０ 
 
３．０ 
 
２．０ 
 
１．０ 
 
  ０ 
オン電流（μＡ） 
初期 １０      １００     １０００   １００００ 
         ストレス時間 
１．０ 
 
０．８ 
 
０．６ 
 
０．４ 
 
０．２ 
 
  ０ 
オフ電流（ｐＡ） 
初期 １０     １００     １０００   １００００ 
         ストレス時間 
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化を調べた。 
 第３－３４図に示す結果からは、オン特性、オフ特性ともに、直流バイアス下１２５℃、３、０００時間
という過酷な条件下でも安定した特性が得られたことを示している。このことから使用環境温度５０゜Ｃで
は１０、０００時間以上の保証はクリアできるという見こみが立った。 
 
第９節  結言 
 
多結晶ＳｉＴＦＴの構造とその製造方法を検討し、実際の多結晶ＳｉＴＦＴを試作し、その挙動を調査し
た。さらにＴＦＴ特性に関与するパラメータを抽出し、目的にかなう特性を実現した。ここで用いたＴＦＴ
は電子伝導を用いたｎチャネルである。 
多結晶膜の成長には減圧ＣＶＤ（ＬＰＴ－ＣＶＤ）法を用い、ゲート酸化膜の成長には熱酸化膜を用いた。
多結晶薄膜の形成温度は６００℃で、膜厚を１,５００Åに設定した。熱酸化膜の成長方法としてウェットと
ドライの二つの方法を用いた。成長後のＳｉ膜をＳＥＭ，ＴＥＭ、と回折像でトレースした結果、熱酸化膜
の成長過程で多結晶Ｓｉ膜の結晶が成長することを発見した。さらに酸化温度が高い方が結晶性の高い膜を
実現できることがわかった。ドライ酸化膜は同じ酸化膜厚であってもウェットよりも高い耐圧を得ることが
判明し、耐圧３０Ｖクリアできることが分った。 
次に実際のＴＦＴを試作した。多結晶膜は不純物をドープしない真性膜で動作することが確認できた。オ
ン電流は、ＭＯＳトランジスタ同様に三極管特性を示し、Gradualモデルに従うことが判った。しかし初期的
な特性では、オン電流が十分に取れなかったので、これを向上させるいくつかの手段を考案し、実際に確認
してみた。 
まずドライ酸化膜の形成温度について、高いほうが結晶性がよくなり移動度が向上することがわかった。
そこで、１，１５０℃で酸化膜を１，５００Å成長させる条件を最適条件として設定した。つぎに結晶粒界
の準位密度を低減する手段として、水素ガスを含む雰囲気中でのアニールが効果的であることがわかった。
これにより、オン電流は約５倍に上昇した。最後にＳｉの膜厚を薄くすると、オン電流が飛躍的に改善でき
る効果を発見した。このような改善効果の結果、多結晶Ｓｉ膜厚７００Åにて、条件によっては移動度を１
０ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃを実現することに成功した。 
 一方、オフ電流に関してもＳｉ膜厚が大きく関与し、薄いほどオフ電流を低減できることを確認し、多結
晶Ｓｉ膜厚７００Åで１ｐＡ以下に抑えられることが判った。しかし、ゲートの負バイアスが大きくなると
オフ電流は指数関数的に増大し、これがボトルネックとなることがわかった。そこでＴＦＴを二つ直列接続
したデュアルゲート構造を考案して、この負バイアス下でのリーク電流を一桁以上低減することに成功した。
同時に光に対する励起電流も確認し、Ｓｉ膜を７００Åとすることで５０，０００ルックスの照明のもとで
１０ｐＡ以下に抑えることができた。 
これらＴＦＴの動作について、新しいモデルを提案し、温度特性から活性化エネルギーを導き出して理論
的な解析を試みた。これによるとＴＦＴのチャネルを流れる電流は、ゲートが正バイアス、ゼロバイアス、
負バイアスの３状態で支配する伝導機構が異なる。正バイアス下（ｎ型反転状態）では多結晶Ｓｉのグレイ
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ンの境界に存在する障壁が支配的で、この高さは０．０９ｅＶであった。これがオン電流を決める主要因で
あった。ゲート・ゼロバイアスではリーク電流は真性薄膜Ｓｉ膜の熱的に励起されているキャリア密度とグ
レイン境界におけるトラップを伝わる実効移動度で決まり、膜が薄いほうが電流値は下がる。ゲート負バイ
アスではｐ型反転したチャネルとｎ型ドレインとのｐｎ接合の逆バイアス電流がＴＦＴのリーク電流の支配
的要因であることがわかった。このリーク電流はドレイン電圧に対し指数関数的に増大する現象もこれで理
解できた。 
これらの実験、考察をもとにして、極薄膜化したＳｉ膜を用いることと、デュアルゲート構造の採用を基
本として実用的で、かつ高性能の多結晶ＳｉＴＦＴを実現した。Ｓｉ膜厚７００Å、ゲート酸化膜厚１，５
００Åで、移動度１０ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ、しきい値７ＶのＴＦＴが得られた。このときのオフ電流は５０℃、
５０，０００ルックスの照明下で、ゲートが－１０Ｖとなっても１０ｐＡ以下に抑えることが出来た。この
ときのオン／オフ電流比は暗状態で８桁、光照射下でも７桁を確保することが出来た。またこれらＴＦＴは
１２５゜Ｃ、３、０００時間という過酷なＤＣバイアス条件下でも特性のシフトはみられず信頼性が十分高
いことが証明された。 
ここで得られた新しい知見をもとに、いくつかの発明がなされた。その主要なものを以下に整理しておく。
これらはＴＦＴの実用化へ向かって大きな貢献をしたと言える。 
（１） 真性Ｓｉ多結晶薄膜を使ったＴＦＴ 
（２） ゲート酸化膜にドライ熱酸化膜を用いる 
（３） チャネルとなるＳｉ薄膜の膜厚を１,０００Å以下にする 
（４） デユアルゲートＴＦＴ構造 
 このように目的にかなった特性を有する多結晶ＳｉＴＦＴを実現できた。このＴＦＴの形成にあたっては、
従来Ｓｉ系半導体集積回路で蓄積されてきた製造装置や加工技術がそのまま使えるという実用性の高い素子
であるといえる。次の章ではこのＴＦＴを用いて実際のアクティブマトリクス液晶に応用し、その動作と表
示性能の確認を行う。 
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第４章 多結晶ＳｉＴＦＴ駆動による液晶パネルの動作確認と解析 
 
第１節  緒言 
 
 第３章では基本となる多結晶ＳｉＴＦＴの構造、製造条件、及び特性が明らかになった。そこで次のステ
ップとして、このＴＦＴを利用した実際の液晶パネルを作成してみる。基本性能を確認する上では、もっと
も単純な形状の（モノクロ）白黒表示が最適である。このモノクロタイプの液晶パネルを用いて画面表示さ
せることにより、実際にＴＦＴが予定通り動作し極めて高画質の液晶パネル実現についての可能性がこの結
果からわかる。従ってこの章では、モノクロ液晶パネルの表示性能を確認し、ＴＦＴと液晶の動作を解析す
るとともに表示性能の最大化・最適化について考察を加えることを目的とする。 
これらの作業を具体的に進めるために､次のようなステップを想定し進めることとした。 
（１） 液晶パネルの構造の検討 
（２） ＴＦＴアレイを搭載したＴＦＴガラス基板の設計 
（３） ＴＦＴガラス基板の製造 
（４） ＴＦＴ基板を用いた液晶セルの組立てと表示モジュール化 
（５） ＴＦＴ液晶パネルの駆動方法の検討 
（６） モノクロＴＦＴ液晶パネルの表示効果の評価と解析 
 このＴＦＴ液晶の試作にかかわる大まかなフロー
を第４－１図に示す。まずＴＦＴを搭載したガラス
基板とそれに対向して液晶セルを形成する対向ガラ
ス基板の二つの基板を用意する。ＴＦＴを搭載した
基板は半導体集積回路と同様な手法により形成され
る。１パネルあたりに必要なＴＦＴは約５万個、配
線数は５００本近く、配線の幅は１０μｍ程度でそ
の総延長は２０ｍにもなる。従って素子や配線部で
欠陥が発生すれば、動作不能の画素を生じてしまう。
それらの欠陥を抑えるために、クリーン・ルームを
十分に活用しゴミや異物の発生を極力押え込まねば
ならない。またガラスのような絶縁体では静電気を
帯び、薄膜素子は常に静電気による破壊の機会にさ
らされる。このようにＴＦＴの形成には今までに経
験のない新しい手法が必要である。 
 ＴＦＴ基板と対向ガラス基板が出来上がったところで、液晶セルの組立て（液晶セル工程）を行う。幸い
なことに、液晶セルの組み立ては従来からＴＮ液晶での経験があるから、できるだけ多くその手法をそのま
ま利用する１）２）。ただし、第２章で解析したように、液晶自身は高抵抗を維持する必要がある。このため利
  ＴＦＴ工程 
ガラス基板用意 
対向基板用意 
  液晶セル工程 
 駆動回路装着 
   表示評価 
第４－１図 モノクロＴＦＴ液晶パネルの 
試作フロー  
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用する全ての材料が液晶やＴＦＴを汚染させることがないような材料選択と工程条件の設定が必要となる。
 最後に液晶パネルとして駆動回路（ドライバＬＳＩ）を装着して、表示モジュールを完成させる。こうし
て初めて液晶パネルの駆動と表示ができ、ＴＦＴ液晶表示パネルの基本性能と効果が確認できることとなる。 
この章では、多結晶ＳｉＴＦＴを用いた液晶パネルの表示性能について、ここで述べたステップに従って
順次記述していく。 
 
第２節  液晶パネル全体構造の検討 
 
 まず最初に小型の携帯型テレビに用いる前提で、画面大きさを対角２型に設定した。テレビ画面の縦と横
の画面比率、すなわちアスペクト比が３：４である。そこで第４－２図に示すように、横約４０ｍｍ、縦約
３０ｍｍの画面サイズを選択した。テレビのＮＴＳＣ方式では走査線総数は５２５本、うち有効線数は４４
０－４８０本程度である。そこでゲートライン数をこの走査線数の半分の２２０本とした。それに伴って解
像度のバランスがとれるように横のデータ線数を２４０本とした。ここで総画素数は２２０ｘ２４０＝５２，
８００となる。このときの１画素のサイズは１７０μｍｘ１４０μｍである。２型画面ではこの程度の解像
度でも十分にきれいな絵が再現できると期待した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に､液晶パネル全体の構造を検討した。ゲート側２２０本、ソース側２４０本の合計４６０本の接続をド
ライバＬＳＩとの間で行う必要がある。これをおのおの１１０本、１２０本に二分し、第４－３図に示すよ
うに４方向から接続することにより、バランスをとり信頼性のある接続ができるようにした。ドライバＬＳ
Ｉはポリイミドを用いた薄いテープ基板上に実装され、ガラス上の接続端子と接触接続をとる。表示エリア
内からの各ゲート線、データ線からは、引き出し線を介してこの接続端子につながれている。ちなみに対向
基板の電位も含めて､これらすべての電気的接続はＴＦＴ基板を介して行われる。 
２４０ライン 
２２０ライン 
４０．０８ｍｍ 
３０．０８ｍｍ 
１４０μｍ 
１７０μｍ 
１画素 
第４－２図 画素の構成 
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第４－３図 ＴＦＴ液晶パネルの全体構成 
 
 
第３節  ＴＦＴ基板の設計 
 
まず、画素に用いるＴＦＴのレイアウト
を決定する。ＴＦＴのサイズ（形状比：チ
ャネルの長さと幅の比）については、すで
に前章第７節にてデュアルゲート考案し、
その最適サイズをチャネル長Ｌが（１５μ
ｍ＋１５μｍ）の合計３０μｍ、チャネル
幅Ｗは１０μｍと定めた。このときのＴＦ
Ｔ標準特性を第４－４図に示す。まずオン
特性はゲート電圧２０Ｖで要求値１．６μ
Ａを製造ばらつきを考慮しても十分に満た
している。またオフ電流に関しては、負の
ゲートバイアス１０Ｖでは５０℃での高温
条件と、５０，０００ｌｘの光照射の両条
件下で、最大１０ｐＡである。これは６ｐ
Ａという要求値にやや欠けているが、ゲー
ト負バイアスを８Ｖに制限すれば対応でき
る。 
ＴＦＴ基板 
対向基板 
画素エリア 
２４０ｘ２２０ 
データライン引出し線 
ゲートライン引出し線 
駆動用ＬＳＩチップ 
ポリイミド・テープ 
対向基板 
ＴＦＴ基板 
ポリイミド・テープ 
ＬＳＩチップ 
ゲート電圧ＶＧ（Ｖ） 
－１０     ０    １０     ２０    ３０ 
ドレイン電流 ＩＤ（Ａ） 
１０－５ 
 
１０－６ 
 
１０－７ 
 
１０－８ 
 
１０－９ 
 
１０－１０ 
 
１０－１１ 
 
１０－１２ 
 
１０－１３ 
デユアルゲートＴＦＴ 
Ｌ＝15μｍ＋１５μｍ 
Ｗ＝１０μｍ 
５０，０００ｌｘ照射時（室温） 
ダーク（室温） 
ダーク（５０℃） 
オン電流ばらつき範囲 
オフ電流ばらつき範囲 
第４－４図 標準ＴＦＴの特性 
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第４－５図 画素ＴＦＴの構造とレイアウト 
 
 第４－５図はこうして定めた画素ＴＦＴの構造とそのレイアウトを示す。ＴＦＴはデュアルゲート構成で、
チャネル長１５μｍのＴＦＴが二つ直列に接続されている。チャネル幅は１０μｍである。ゲート材料はＰ
をドープした多結晶Ｓｉで、ゲート配線もかねている。データ配線はＡｌ、画素電極はＩＴＯである。ゲー
ト電極上には層間絶縁膜としてＳｉＯ２を用いる。この膜のコンタクト・ホールを介してソース･ドレインと
データ線のＡｌ、ゲート電極の多結晶Ｓｉ配線とＡｌ、そして画素電極であるＩＴＯとドレインが接続され
る。そして一番上部にパシベーション膜ＳｉＯ２を載せる。 
画素電極にはＩＴＯ（Indium Tin Oxide）を採用した。従来は透明導電体として液晶表示などにはＮＥＳ
Ａ膜（ＳｎＯ２）がよく使われてきたが、この膜はエッチングが大変で、しかも抵抗が高い。ＩＴＯは抵抗が
低く、塩酸・硝酸系で容易にエッチングできる３）。着膜時の組成コントロールが課題であったが、スパッタ
条件の設定で必要特性をクリアした。 
今回のようにＩＴＯを半導体プロセスと一緒に用いる例は初めてである。またこの構造で特徴的なことは
ＩＴＯ電極とＴＦＴのドレイン電極である多結晶Ｓｉ膜とを直接コンタクトを構成していることである。通
常はＳｉ層にはＡｌでコンタクトを取ることが普通であるが、ＡｌとＩＴＯはコンタクトが極めて難しいこ
とが分った。これは、ＩＴＯ上のＡｌは密着性が悪く、また逆にＡｌの上にＩＴＯを乗せるとＩＴＯのエッ
チング液でＡｌが容易にエッチングされてしまう。このことからＩＴＯとＡｌは重ねて配置することができ
ない。ＩＴＯよりもＡｌの方が簡単にエッチングできるため、また最初にＩＴＯ膜を形成するようにプロセ
多結晶Ｓｉアイランド 
ゲート電極 
ソース ドレイン 
層間絶縁膜（ＳｉＯ２） 
パシベーション膜（ＳｉＯ２） 
ＩＴＯ画素電極 Ａｌデータ線 
多結晶Ｓｉゲート電極 
デュアルゲートＴＦＴ 
多結晶Ｓｉアイランド 
コンタクト・ホール 
１５μｍ １０μｍ 
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スを組んだ。このためにＩＴＯ－Ｓｉのコンタクトを形成した。このコンタクト抵抗は非線形性を示すので、
後述するように最適な条件を見つける必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４－６図 画素のレイアウト  
 
 ここに述べたＴＦＴの構造を用いて作成した画素のレイアウトを第４－６図に示す。Ａｌデータ線幅は１
２μｍ、ゲート線幅は１０μｍである。幅が小さいとパーティクルなどによる欠陥で断線の恐れがあり、ま
た大きすぎると画素面積が小さくなってしまうために、この幅が妥当である。画素ＩＴＯ電極のサイズは１
５０μｍｘ１２０μｍで、画素における面積比は約７６％である。当然この比率は高いほうが好ましいが、
この数値でも十分に光を透過でき、高い表示効果が得られるものと判断した。 
 次にゲート線、及びデータ線の外部駆動
回路との接続端子構造について検討した。
外部とは接触接続を取るために、表面の安
定しているＩＴＯが最適と考えた。（第４
－７図）Ａｌでは表面の腐食や酸化膜など
の課題が大きく､長期安定性に欠けると思
われる。ゲート線は多結晶Ｓｉ配線から直
接コンタクト・ホールを介してつなげる。
一方､Ａｌ配線は一度多結晶Ｓｉ層に落と
してから、コンタクト・ホールを介してＩ
ＴＯ端子に接続する。コンタクト抵抗を下
げるために、ここで使うコンタクト・ホー
ルは５０μｍ程度の大きなサイズを用いる。 
ＩＴＯ画素電極 
多結晶Ｓｉゲート線 
Ａｌデータ線 
多結晶Ｓｉアイランド ＴＦＴチャネル 
１７０μｍ 
１４０μｍ 
１５０μｍ 
１２０μｍ １２μｍ 
１０μｍ 
多結晶Ｓｉパッド 
多結晶Ｓｉゲート線 
Ａｌデータ線 
ＩＴＯ接続パッド 
ＩＴＯ接続パッド 
コンタクト・ホール 
コンタクト・ホール 
第４－７図 外部接続端子の構造 
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第４節 ＴＦＴ基板製造プロセス・デザインとそのフロー 
  
  ＴＦＴ基板のレイアウト､及び構造設計が出来上がったので､ここで次にこの構造を実現するための工程
設計にとりかかる。いくつかの必要な基礎データ、例えば多結晶Ｓｉの成膜条件や、ゲート酸化膜の成長条
件などはすでに第３章で考察し､結果が得られている。その他の項目は半導体技術ですでに得られている知
見をもとに、順次つめていった。このようにして定めたＴＦＴ基板の製造プロセス・フローを第４－８図に
示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        第４－８図 ＴＦＴ基板の製造プロセス・フロー 
ＳｉＯ２パッド ５，０００Å堆積 
石英ガラス基板洗浄 
多結晶Ｓｉ膜１，５００Å成膜 
ドライ熱酸化膜１，５００Å成長 
多結晶Ｓｉ ３，０００Å成膜 
多結晶膜にＰ熱拡散 
アイランド・パターニング工程 
多結晶膜ゲート電極パターニング 
Ｐイオン打込みソースドレイン形成 
Ｐイオン 
層間絶縁膜ＳｉＯ２ ５，０００Å成膜 
コンタクト・ホール パターニング  
ＩＴＯ膜 １，５００Å成膜（スパッタ） 
画素電極・接続端子 パターニング 
イオン活性化アニール 
Ａｌ‐Ｓｉ膜３，０００ Å成膜（スパッタ） 
データ配線 パターニング 
４５０℃フォーミングガス アニール 
パシベーション膜ＳｉＯ２ ２，０００Å 
端子部オープン パターニング 
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（１） 石英ガラス基板上に常圧ＣＶＤにより、５､０００ÅのＳｉ酸化膜をパシベーションとして形成する。
これはガラス基板上の微小欠陥を覆い、基板に起因する不良を防ぐためである。 
（２） 多結晶Ｓｉ薄膜を減圧ＣＶＤ（ＬＰＴ－ＣＶＤ）により６００℃で１、５００Å堆積する。 
（３） 多結晶Ｓｉ薄膜をＴＦＴ部分のアイランドを形成すためのフォトリソグラフィによるパターニング
を行なう。このフォトリソグラフィは半導体で行っている装置、材料、プロセスと全く同一のもの
を使用した。 
（４） １､１５０℃、ドライ熱酸化により１､５００Åゲート酸化膜を成長する。この時残り多結晶Ｓi膜の
厚みは７００Åである。 
（５） ゲート電極となる多結晶Ｓｉ薄膜をＬＰＴ－ＣＶＤにより、６００℃で３,０００Å成長する。その
後表面からＰを８００℃で熱拡散させる。 
（６） ゲート電極のパターニングを行なう。 
（７） Ｐイオンの打ち込みによりソース・ドレイン領域をゲート・セルフアラインで形成する。ここで用
いた加速電圧は１５ｋＶ，ドーズ量は１０16／ｃｍ2である。その後、８００℃にて活性化アニールを
施す。 
（８） 層間絶縁膜となるＳｉ酸化膜を常圧ＣＶＤにより５､０００Å形成する。 
（９） 層間絶縁膜にコンタクト・ホールをオープンする。 
（１０）液晶駆動電極となるＩＴＯ膜を２５０℃でスパッタ法により１,５００Å堆積する。 
（１１）ＩＴＯ膜をパターニングする。 
（１２）データ配線となるＡｌ（Ｓｉ２％入り）を２００℃でスパッタ法により３,０００Å成膜する。 
（１３）Ａｌをパターニングする。 
（１４）フォーミング・ガスにて４５０゜Ｃ、２０分アニールする。 
（１４）最終パシベーション膜としてＳｉ酸化膜をスパッタ法により２,０００Åつける。これは液晶駆動電
極となるＩＴＯ上のつけてＤＣ成分をカットし液晶の劣化を抑えること、Ａｌ配線を配向処理であ
るラビングから保護すること，そしてセル組立において上下のガラス基板が導電性異物により短絡
することを防ぐためである。 
（１５）端子部のパシベーション膜をオープンする。 
 
この工程は合計６回のフォトリソグラフィによるパターニング工程と、６回の成膜工程（３回のＣＶＤ成
膜と３回のスパッタ成膜）を経て完成するものである。 
 ここで示した工程で作成したＴＦＴ特性は、先の３章にてすでに考察した。これに加えて、実際のＴＦＴ
基板を完成させて液晶を駆動させるためには、 
①  長いゲート配線の遅延と低抵抗化 
②  ＩＴＯ膜と多結晶Ｓi電極とのコンタクト 
の２点を確認しておかねばならない。 
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 まず配線抵抗の問題である。ＴＦＴ基板はガラスで絶縁材料であることから、配線に寄生する容量が極め
て小さいが、それでも限界を確認しておく必要がある。データ線はＡｌで低抵抗であるから、信号遅延は大
きくないと予測できる。問題は多結晶Ｓｉ層を用いたゲート配線である。この配線に寄生する容量Ｃｇは、
ゲート線と対向電極間の容量Ｃｇｃ、及びゲート線とデータ配線間の容量Ｃｇｄからなる。各々は次のよう
に見積れる。  
           Ｃｇｃ＝ε０εＬＣ （４０､０００μｍｘ１０μｍ／７μｍ）＝５.０ｐＦ      （４－１） 
           Ｃｇｄ＝ε０εＳｉＯ２（１２μｍｘ１０μｍｘ２４０／０.５μｍ）＝ １.９ｐＦ  （４－２） 
           Ｃｇ＝  ５.０ｐＦ＋１.９ｐＦ＝ ６.９ｐＦ                            （４－３） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここでこの容量に対するゲート線多結晶Ｓｉのシート抵抗値ρｓと遅延時間ｔｄ（ステップ入力に対する
配線端での９５％立ち上がり時間遅延で、集中定数として見積もる）をプロットすると第４－９図のように
なる。１ラインに割り当てられる時間（１走査線時間）は６４μｓｅｃで、遅延許容値を５μｓｅｃとする
と、ここからシート抵抗値ρｓの目標値は６０Ω／□以下となる。多結晶Ｓｉ膜へのＰ拡散量を増やしてい
けば２０Ω／□程度までは下げられることを実験で確認している。従って、ばらつき要素も考慮して、ここ
では４０Ω／□を中心値として設定することとする。 
もう一つ、ＩＴＯ膜と多結晶Ｓiのコンタクトはまったく未知であった。接触抵抗がどの程度になるかが問
題である。第４－１０図はこのコンタクト部での電圧－電流特性を測定したものである。膜自身の抵抗を排
除するために、１００μｍ□という大きなコンタクト･ホールにて測定した。ここで判ったことは、アニール
しないと恐らく薄い自然酸化膜のために抵抗が高く、少し非線形性を示し、かつやや不安定であった。３５
０℃アニ－ルでは線形性は改善されるが、抵抗は十分に下がらず、数ｋΩ台である。またアニール温度が５
００℃を超えると非線形性が悪化し、抵抗値が上がる。これは、ＩＴＯ中に多く含まれる酸素が多結晶Ｓｉ
側に拡散しコントクト界面に酸化膜を成長したためと推定している。従って４００℃から５００℃が適当と
多結晶Ｓｉゲート線シート抵抗ρｓ（Ω／□） 
０    ２０   ４０   ６０   ８０   １００ 
遅延時間 ｔｄ（μsec） 
１０．０ 
 
 ８．０ 
 
 ６．０ 
 
 ４．０ 
 
 ２．０ 
 
   ０ 
第４－９図 多結晶Ｓｉゲート配線抵抗と遅延時間 第４－１０図 ＩＴＯ－多結晶Ｓｉ層 
       のコンタクトの特性
コンタクト印加電圧（V) 
コンタクト電流（ｍA) 
０  １．０  ２．０  ３．０  ４．０  ５．０ 
５．０ 
 
４．０ 
 
３．０ 
 
２．０ 
 
１．０ 
  
  ０ アニール前 
３５０℃ 
５００℃ 
４５０℃ 
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思われる。そこでＴＦＴ特性改良のためフォーミング・ガスのアニール条件と同じ４５０℃、２０分のアニ
ールを設定し、ＴＦＴとコンタクトのアニ－ルを同時に行うこととした。ただし、非線形性は完全に排除で
きなかったが、これによる実動作時の電圧降下は０．１Ｖ以下で問題が無いと判定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４－１１図 ＴＦＴのＳＥＭ写真     第４－１２図 ＴＦＴを用いた画素アレイの写真 
 
  このようにして作成した実際のＴＦＴ及び画素アレイの写真を第４－１１図、及び４－１２図に示す。Ｔ
ＦＴのＳＥＭ写真からわかるように、デュアルゲート構造がはっきりわかる。段差は極めてスムースで、熱
的なストレスでの断線や電気耐圧の低下は一切見られずに、設計通りの仕上がりになっていることがわかる。
またアレイの写真では、配線部やＴＦＴの占有面積は全画素エリアのごくわずかで、ほとんどの面積が透明
ＩＴＯ画素電極によって占められていることがわかる。これは従来になかった全く新しいタイプの半導体技
術と言うことができる。 
 
第５節  液晶表示パネルの設計と形成方法に関する考察 
 
５．１ 液晶セル工程の基本的形成フロー 
ＴＦＴ基板が出来上がったので、いよいよ対向ガラス基板と貼り合わせて液晶パネルを作成し、表示動作
を確認する作業に入る。まずここで採用した液晶パネルの構造を第４－１３図に示す。基本的には従来のＴ
Ｎ液晶パネルの構成に準じているが、下がＴＦＴ画素電極になっていること、上はベタのＩＴＯ電極とした
ことが大きく異なる点である。ＴＦＴを形成したガラス基板とＩＴＯ共通電極を形成した対向ガラス基板の
間にＴＮ液晶層を形成する。両者を接合するためにシール材を用いてセルを形成し、その間に液晶をはさむ。
液晶層の厚みを均一よく完成させるために、プラスティック・ボールなどのスペーサを用いる。表示効果を
顕示化するために、ガラス基板の上下に偏光板を貼り付ける。このときの偏光軸は第２章で議論したように、
上下で９００交差することになる。 
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        第４－１３図 ＴＦＴ駆動に用いる液晶セルの構造断面図 
 
ＴＦＴを用いた液晶パネルのセル構造が決まったところで、次にこれを形成するためのプロセスについて
述べる。基本的には通常のＴＮ液晶で用いられている製法に従うが、ＴＦＴを用いるが故の独特の課題も多
く、構造と製造プロセスの設定にあたっては注意深く議論する必要がある。第４－１４図にここで採用した
液晶パネルの製造フローについて説明する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                第４‐１４図 ＴＦＴ液晶セルの製造工程 
 
 まずＴＦＴが形成されたガラス基板と、対向電極が形成された基板を用意し、両者の表面を洗浄する。次
に両基板にポリイミドを薄く塗布し、その表面を布で擦る。（ラブングと称する）こうするとネマティック
液晶は容易にその擦られた方向に揃うようになる。配向処理をしてからＴＦＴ基板側に、両基板を接着しセ
共通電極 (ITO) 偏光板 
スペーサ 
液晶層 画素電極 TFT 
偏光板 
シール 
ＴＦＴガラス基板 
対向ガラス基板 
接続端子（ＩＴＯ） 
基板洗浄 
ＰＩ塗布 
ＰＩキュア 
ラビング 
シール材印刷 
銀ペースト塗布 
スペーサ散布
貼り合わせ 
基板洗浄 
ＰＩ塗布 
ＰＩキュア 
ラビング 
シール材キュア 
液晶注入 
配向処理 
偏光板貼り付け 
液晶材料 
偏光板 
ＴＦＴガラス基板 対向ガラス基板 
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ルを形成するためのシール材と上部共通電極と接触を取る銀ペーストを周辺に印刷する。一方、対向電極基
板にはスペースを均一にするためにスペーサを散布する。そして両基板を加熱接着する。その後シール材の
開口部から液晶を注入し、開口部を塞いだ後アニールすると先ほどラビングした方向に液晶分子は並ぶ。こ
の時ラビングの方向が両基板間で９０゜交差していると、液晶分子も同様に捻れてＴＮセルを実現する。そ
して最後にガラス基板の不要部分を切り落として、上下に偏光板を液晶分子の配向方向に合わせて貼付けて
ＴＮ液晶セルを完成させる。次にドライバＬＳＩをＴＦＴ液晶セルに接続する。こうしてＴＦＴ液晶パネル
が完成する。 
 
５．２ 液晶材料の選択とセル厚の設定 
 表示効果を最大限にするためには、液晶材料の選択が重要である。ＴＮセルでは偏光板をクロスに用いる
ノーマリー白とノ－マリー黒がある。ノーマリー黒は視野角の最適値が中央付近に分布し比較的広いが、波
長依存性が大きいことと、液晶の厚み制御にかなりの精度を必要とする。セル厚が少しでもずれると表示の
品位を落とす、いわゆる色付きが現われる。これらを考えるとノーマリー白モードの方が本研究の目的であ
る高画質が実現できると考えられる。従って、ノーマリー白をベースに以下の評価基準を考慮して、材料選
択を行う必要がある。 
  ① 抵抗値が高いこと （１０13Ω－ｃｍ以上）             
  ② しきい値が低いこと（２Ｖ以下）                        
  ③ コントラストが高いこと（１００：１以上） 
  ④ 視野角が広いこと （６０゜以上）   
  ⑤ 応答スピードが速いこと（３０ｍsec以下）   
  ⑥ 使用温度範囲が広いこと （０゜－５０℃） 
 これらを基準に材料の基本特性を考察してみる。液晶材料の比抵抗値は材料の生成時の純度で決まるため、
合成の工程をよく管理することが必要である。加えて材料自身が不純物を取り込みにくく、もとから比抵抗
の高い材料が望ましい。その意味で弗素系材料がこれに該当する４）。次に、誘電異方性Δεは長軸ε22と短
軸ε11の比誘電率の差であって、一般的に大きい方がしきい値は低くなる
５）。ここではよく使われているΔ
εがほぼ０．１５程度の材料でしきい値は十分という見解に達した。 
                   Δε＝ε11／ε22                                  （４－４） 
またコントラストや視野角の電気光学効果に関わるファクタは屈折率の異方性Δｎと液晶セルの厚みｄに依
存し、Δｎに合わせたセル厚ｄの最適設計が必要になる。 
             Δｎ＝ｎ11／ｎ33                                   （４－５） 
応答スピードは液晶材料の粘度とセル厚ｄにより定まり、一般傾向としてΔεが大きいほうが応答速度は速
くなる。また温度範囲に関しては、異なる温度で動作するいくつかの液晶をブレンドすることで、他のパラ
メータとは独立した材料設計が可能で、この範囲程度は容易にできる。       
 これらの要請に合う液晶材料としてメルク社製のフッ素系材料を選択した。次にこの材料に合わせた最適
のセル厚設計を行う。９０°ねじれのＴＮ液晶表示では波長分散を極小にするセル厚は first minimum と呼
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ばれ、Δｎとセル厚ｄによって次のように定まる６）。 
                     Δｎ・ｄ／λ ＝√３ ／２                                   （４－６） 
ここでλは使用する波長であり、経験的にはグリーンの５５０ｎmを使うと実態とよく合う。この材料はΔｎ
が０．０７であるから、最適なセル厚は６．７μｍである。表示の均一性を保つためには、コントラストの
ばらつきを面内で１０％以内に収めるとすれば、セル厚のばらつきはおよそ±０．３μｍ以内に制御するこ
とが求められる。 
 
５．３ 液晶分子の配向処理方法 
液晶分子を決まった方向に配列させる「配向」にはいくつかの工夫が必要である。Nematic液晶の配向には、
斜め蒸着法が知られているが、真空蒸着技術を必要とするために生産性がよくない。ここでは生産性の高い
ラビング法を検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                第４－１５図 ラビング配向法 
 
 ラビング法はポリイミドなどの薄い配向膜の表面を一定方向に軽くこするとそのラビング方向に液晶分子
もそろって配列するという現象を利用した配向方法である７）。第４‐１５図に示すように、下のＴＦＴ基板
側を上右４５°方向に、上の対向基板は上左４５°方向にラビングを施しておく。この状態で液晶を注入す
るとこのラビング方向に液晶分子が揃うために、ＴＦＴ基板から対向基板に向かって液晶分子は９０°捩れ
て配列することになる。   
ここでは配向材としてポリイミドを選定した。配向材となるポリイミドはいくつかの種類が知られている
が、どれでも配向はできることは経験的にわかっている。ここでは材料の選択は純度と焼成温度を基準とし
た。前者は液晶を汚染すると液晶の抵抗が劣化し本来の目的を達成できなくなるからである。後者はＴＦＴ
の工程からみて、せいぜい上げても２５０℃にしないとＴＦＴ特性が劣化する恐れがあるからである。 
ポリイミドの膜厚や、ラビング圧力を検討して、配向条件を決定した。まずポリイミドの塗布にはスピン
コーターを用いた。薄い膜でも均一に形成できるからである。そして配向条件をまず５００Åから２，００
０Åまで配向材の厚みを変えて調べた。焼成（キュア）は２００゜Ｃ２０分に固定した。その後表面をコッ
トンをロールに巻いてラビングする。圧力は５ｋｇ／ｍ２から５０ｋｇ／ｍ２の範囲で変えた。こうしてでき
 
ＴＦＴガラス基板ラビング方向 
対向ガラス基板ラビング方向 
Nematic 液晶分子 
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た液晶セルを偏光板をおいて配向の均一性とラビングの擦れ傷を観察した。ポリイミドの膜厚は配向に大き
な変化をもたらさなかった。一方、圧力は大きな変化が生じた。圧力が弱いとＴＦＴの段差で配向できない
部分が生じ均一性を落とすことがわかった。また強すぎるとラビングの擦れ傷が筋跡ととなって、表示に現
われた。この結果、圧力範囲１０－２０ｋｇ／ｍ２で安定した配向ができることが確認された。 
このラビング工程で発見した問題は、ラビングによる発生する静電気の影響でＴＦＴが破壊されてしまう
ということである。この対策として、環境の湿度をやや高めの６５％に保ち、さらにラビング布の近傍に除
電用のイオナイザーを置いて防いだ。 
 
５．４ シール印刷と液晶注入工程 
第４－１６図にシール部とその周辺構造を示す。シール材は二つの基板を一定のギャップを保って貼り合
わせ、液晶を外部からシールドする役割を果たす。そのシール材には液晶を注入させるための穴を１箇所設
けて、ここから液晶を注入するものとした。この穴は液晶注入後に封止材を用いてしっかりと保護しておく
必要がある。またシール材の４隅には銀ペーストを配置して、対向基板上のＩＴＯ共通電極をＴＦＴ基板に
接続することとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             第４－１６図 シール部とその周辺構造 
 
シール材の役割は２枚のガラスをしっかり接着補強すると同時に、外部からの水分やイオン等からの液晶
の汚染劣化を防ぐためである。このことから、接着強度が高く、純度が高く、外部との遮蔽力があることを
要求される。また、接着に際しては高温にできないから、せいぜい２５０℃以下で接着できることが必要で
ある。これらの条件に合致するものとしてエポキシ系の接着剤を選定した。 
シール材はスクリーン印刷機を使用して、ＴＦＴ基板上に印刷した。厚みはセルの最終スペースよりやや
ＴＦＴガラス基板 
対向ガラス基板 
シール材
封止材 
銀ペースト
液晶層
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厚い１０μｍ程度を目安とする。シールパターンはＴＦＴ画素エリアから３ｍｍ離し、その幅は２ｍｍとし
た。シール幅が大きいと強度は確保できるが、表示エリアと端子の長さが犠牲になるから極力小さくした。
２枚の基板の接着温度（キュア温度）と時間を調べた結果、強度は温度依存性が高く、２５０℃で２０分あ
れば十分であることがわかった。また水分の侵入をチェックするために、８０℃・湿度９０％の条件下にて
液晶セルを放置し、表示の変化を確かめた。その結果、接着温度２００℃以下では１００時間未満で劣化が
確認されたが、２５０℃では大きな変化は見られなかった。接着温度２５０℃、２０分と決定した。 
 ２枚のガラス間のギャップ、すなわち液晶層の厚みはスペーサを用いて維持した。ここで設定したセル厚
は６．３５μｍであるから、それに合わせて径が６．５μｍのグラスファイバーを利用した。これはグラス
ファイバを２０－３０μｍ程度の長さに切断した物である。このグラスファイバーをアルコールに入れてス
プレイ法で吹き付け、その後溶媒を飛ばすことで均一に基板全体にスペーサを配置することが出来た。 
 シール材で２枚のガラス基板を貼り合わせて、空の液晶セルができあがった後、液晶材料を封入する。封
入に当たって、一般的方法である真空封入を採用した。まず空セルを真空チャンバに入れ、低真空状態にす
る。次に液晶の封入孔に液晶を浸し、その後チャンバを大気圧に戻す。こうすると液晶は大気圧によってセ
ル中に侵入する。実際にはこの工程で液晶の汚染が発生し、注入口付近では電荷保持が十分にできず、白い
ムラを発生させてしまった。これは注入口付近での不純物汚染だけでなく、クロマト現象によって液晶材料
の分離が起こったり、あるいは液晶中のわずかな不純物が配向膜表面に吸着するようなことが起こっている
と推測した。これを最小限に抑えるために、セルの外部を念入りに洗浄しておくことに加えて、大気圧に戻
すスピードをかなり抑えて、注入を２時間ほどかけてゆっくりと行うことで回避した。 
 封入直後は液晶セルの中央部が膨れてしまったので、上下から間紙を挟んで圧力を印加した。そしてセル
厚が一定になるように抑えておいてから、封入孔をシール剤と同じエポキシ樹脂で封じた。そして最後に液
晶が均一になるようにクリアリング・ポイントを越え等方性になる８０℃を加えてもとに戻した。その結果
良好なセル均一性が得られた。 
 
５．５ ドライバＬＳＩの実装方法に関する検討 
ＴＦＴ液晶パネルを駆動，表示すためには各ゲート線、データ線に駆動回路を接続しなければならない。
この駆動回路としてゲート線、及びデータ線駆動用がそれぞれ１２０出力のＬＳＩを開発し、それらを上下
左右にそれぞれ１チップずつ配列した。１２０ピンという多くの端子を同時接続できる技術として、ＴＡＢ
（Tape Automated Bonding）を用いた。 
 
 
 
 
 
 
          第４－１７図 ＴＡＢを用いたドライバＬＳＩの接続構造 
LSI チップ 
ポリイミド・べーステープ 
樹脂モールド 
ＴＦＴガラス基板 
ＩＴＯ接続端子 Ｎｉメッキ層 
はんだ 
銅箔 
金バンプ 
はんだ 
ＰＣＢ 
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第４－１７図はここで用いたＴＡＢ実装の断面を示している。ＴＡＢの基本構造として、薄いポリイミド
テープ上に配線電極となる銅箔のパターンを形成する。一方、ＬＳＩチップの接続パッドには金のバンプが
形成されており、テープ上の銅箔とこの金バンプが加熱圧着により接続後、モールドが施される。この手法
はワイアボンディングと違い、パッドの接続ピッチが１００μｍ以下に狭められるため多出力のＬＳＩには
最適である。このドライバＬＳＩを搭載したテープを一方は液晶ガラス基板に、もう一方は外部回路につな
がっている回路基板（PCB）に接続する。PCBへの接続ははんだにより容易にできるが、ガラス基板への接続
は簡単でない。そこで、ＴＦＴガラス基板上のＩＴＯ接続パッドにＮｉ無電界メッキを行って、はんだ接続
を可能にした。  
 
第６節 ＴＦＴ液晶パネルの駆動方法の検討 
  
  ここではＴＦＴを用いた液晶パネルの駆動方法を検討する。表示するのはテレビ画面であり、この信号を
いかにして液晶の駆動信号に変換するかがここでの課題である。第４－１８図の一番上に示すビデオ入力信
号がＮＴＳＣで規定されているビデオ信号の形態である。走査線総数は５２５本で、これを奇数フィールド
（走査線１，３，５、）と偶数フィールド（走査線２，４，６、）の二つにわけて画面に書くインターレー
スと呼ばれる方式である。１フレームはこの２つのフィールドで構成され、一秒間に３０フレームで動画が
出来上がる。従って１フィールドは１／６０秒、一走査線時間は６３．４μｓｅｃとなる。各フィールドの
先頭には垂直同期信号が、各走査線の始めには水平同期信号が加えられ、画面走査の開始時期を教えてくれ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          第４－１８図 テレビ信号から液晶駆動信号への変換 
ビデオ入力信号 
ゲート・スタート信号 
ゲートクロック 
ゲート信号 １ 
ゲート信号 ３ 
ゲート信号 ２ 
ビデオ液晶駆動信号 
データ・スタート信号 
１ ３ ５ ７ ９ ２ ４ ６ ８ １０ 
奇数フィールド 偶数フィールド 
水平同期信号 
垂直同期信号 
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この走査駆動に対応するために、垂直同期信号をゲート線駆動のスタート信号として、順次ゲート信号１
から２４０までを出力するようにゲート線駆動回路を設計した。ゲート線には最大２０Ｖの走査波形を入力
する。回路はシフトレジスタとバッファにより構成した。 
ビデオ画像表現のために、ここでとったユニークな方法は、第４－１９図に示すように奇数フィールドと
偶数フィールド液晶駆動のための正フィールドと負フィールドに対応させたことである。前に述べたように
液晶は正と負の交流駆動が必要だからである。図のビデオ液晶駆動信号に示したように、実際にはビデオ信
号を反転アンプを介して図に示すビデオ液晶駆動信号を作成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４－１９図 ビデオ信号とデータ線駆動タイミング 
 
次のこの反転ビデオ信号をデータ線を介して画素に書き込む方法について、今回考案した回路と動作につ
いて述べる。信号の伝達速度は、第４－１９図に示すように、１走査期間６３．４μｓｅｃ内に２４０画素
に書き込むことから決まる。２４０本を並列に扱うのは複雑すぎるので、シリアル転送を考えた。すなわち
６３．４μｓｅｃの間を２４０に時分割して各画素に表示信号を伝達することとする。換言すれば１本から
２４０本にシリアル／パラレル変換することになる。この時１画素に割り当てられる時間は約０．２５μｓ
ｅｃで、それでも比較的高速である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４－２０図 データ線駆動回路           
 S1          S2          S3 
データ線 クロック 
ビデオ信号 
 D1         D2          D3 
データ・スタートパルス 
Ｓ／Ｈ１ Ｓ／Ｈ３ Ｓ／Ｈ２ 
ＳＧ１ ＳＧ２ ＳＧ３ 
S/R S/R S/R 
水平同期信号 
データ・スタートパルス 
データＳ／Ｒ クロック 
奇数フィールド 偶数フィールド 
有効走査期間 有効走査期間 
６３．４μｓｅｃ 
２４０本 
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これをできるだけ簡単に行うために第４－２０図に示すシフトレジスタ（Ｓ／Ｒ）とサンプルホルダ（Ｓ
／Ｈ）の組合せによる回路構成を考えた。その動作波形を第４－２１図に示す。シフトレジスタ列は１走査
期間の最初にスタートし、１走査期間を２４０に分割したクロックパルスによりスタート・パルスを順次伝
達していく。その結果シフトレジスタは順次サンプルホルダのゲートを制御する信号ＳＧ１－２４０を出力
する。サンプルホルダＳ／Ｈ１－２４０は、ＭＯＳトランジスタスイッチと容量により構成され、前記ＳＧ
出力を受けその選択期間内のビデオ信号を容量に蓄え、ＳＧ出力によりＭＯＳゲートがオフになっても容量
で信号レベルを維持し、それをデータ線に伝えていく。これを点順次駆動という。 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４－２１図 データ線駆動回路の動作波形 
  
この時１ラインの動作時間は０．２５μｓｅｃの間に各画素に信号がきちんと伝達できるかどうか解析し
てみる。データ線にはＡｌを用いているために配線幅１０μｍ、配線長３ｃｍで約１ｋΩの配線抵抗を有す
る。一方、配線容量Ｃｄはゲートラインとのクロスポイント（Ｃｇｄ）と、液晶を介して対向電極との間（Ｃ
ｄｃ）の二つの成分で構成されている。 
      Ｃｇｄ＝ ε０εＳｉＯ２（１２μｍｘ１０μｍｘ２２０／０．５μｍ）＝１．７５ｐＦ    （４－７） 
      Ｃｄｃ＝ ε０εＬＣ（３０，０００μｍｘ１２μｍｘ７μｍ）＝３．７５ｐＦ         （４－８） 
      Ｃｄ＝１．７５＋３．７５＝５．５０ｐＦ                                    （４－９） 
 そしてＳ／Ｈに付加させる容量は、液晶パネル内の配線容量Ｃｄを安定化させる意味で１オーダー上の３
０ｐＦを使った。このときのデータ線時定数τｄは、 
   τｄ＝（５．５＋３０）ｐＦｘ１ｋΩ＝０．０３５８μｓｅｃ             （４－１０） 
となり、０．２５μｓｅｃの間に９９％の充電ができることになる。この結果、このようなＳ／Ｈ回路を使
った線順次書き込み方式がもっとも回路を簡略化でき、高スピードのデータ線駆動回路を提供できることが
確かめられた。 
データ線クロック 
（２ＭＨｚ） 
データ・スタートパルス 
ＳＧ１ 
ＳＧ２ 
ＳＧ３ 
Ｄ１ 
（ＧＮＤ） 
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第７節   ＴＦＴ液晶パネルの表示性能評価とその考察 
 
７．１ 表示の評価方法と初期課題 
このようにして完成した液晶パネルの実動作を確認し、本研究の目的とする表示性能が得られたかどうか
確認する。まず第４－２２図に示す駆動回路と計測器を配置した。信号源として、パターン・ジェネレータ
とビデオ信号発生器を用意し、検査パターンとビデオ映像の両方を観測できるようにした。これらの信号は
ビデオデコーダ回路により、ＲＧＢビデオ信号と水平／垂直同期信号に分離され、同期信号はタイミング・
コントローラによりクロックパルス、スタートパルス、などの必要なタイミング信号を作る。一方、ＲＧＢ
ビデオ信号は反転アンプを通して液晶用信号に変換されてデータ線駆動回路に入力する。このとき、ビデオ
信号の振幅を可変にして、入力電圧とコントラストの関係を測定できるようにした。光学的測定のために、
液晶パネルを蛍光灯を用いたライトボックス上に設置し透過型にして表面輝度を測定した。この輝度計によ
りコントラストと視野角を測定する。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             第４－２２図 ＴＦＴ液晶パネルの駆動評価システム 
  
この評価駆動システムを使って、第４－２３図
に示す黒のウィンドウ・パターンで基礎的な調整
と表示確認を行った。まず共通電極電位ＶＣＯＭを
フレーム周波数である３０Ｈｚのフリッカが最小
になるように調整する。また黒のウィンドウのシ
ャドウが横、縦に見えるが、これはゲート駆動信
号のオフ電圧とオン電圧の調整で最小にできる。
オフ電圧が高いとＴＦＴのリーク電流が増えて、
縦クロストークを発生させる。 
ビデオＴＶ信号 
パターンジェネレータ 
ビデオ・デコーダ回路 
タイミング 
コントローラ 
ビデオ 
反転アンプ 
ＴＦＴ液晶パネル 
水平、垂直同期信号 ＲＧＢビデオ信号 
データ線ドライバ駆動信号 
ゲート線ドライバ駆動信号 
 
横クロストーク 
フリッカリング 
残像 
縦クロストーク 
第４－２３図 評価に用いた基本表示パターン 
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またオン電圧が十分に高くないと、画素への書き込みが十分でなく横クロストークを発生させることにな
る。この調整の結果、ゲートのオフ電圧は－８Ｖ，オン電圧は１８Ｖ、振幅が２６Ｖが最適であった。 
しかし、実際にこのような調整後でも初期段階で下記にあげるような二つの重大な問題を発見し、光学測
定が安定してできないことがわかった。 
（１） 同じ表示を長時間続けているとパターンが焼きつき、フリッカも増大する 
（２） 表示コントラストが十分に出ない。特に黒が十分に黒くならない 
そこで、まずこれら問題の原因を解明し､対策を施した。 
 
７．２  焼きつきの原因と対策 
表示動作時間が長くなると、焼きつきの発生とともに、残像やフリッカが増大して測定に支障が出るよう
になった。このために、これらの特性に大きく影響する共通電極電位ＶＣＯＭの最適値を実験により求めた。
ＩＴＯ画素電極上には２，０００ÅのＳｉＯ２膜がついている。この膜が完全に働いて直流成分をカットすれ
ばＶＣＯＭ電圧の最適範囲は広いはずである。もし、膜がなければプラスフィールドとマイナスフィールドで
液晶に対する印可電圧がずれて来るから、フリッカが大幅に目立つようになりＶＣＯＭに非常に敏感になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   第４―２４図 共通電極電位とフリッカ強度 
 
そこで、データ線には±５Ｖの交流信号を印可し、ＶＣＯＭを変えながら３０Ｈｚのフリッカ成分を光セン
サにより測定した。なおここではＧＮＤ電位をデータ線駆動信号の中央に設定している。この結果、第４－
２４図のように最適値は－２Ｖを中心にその前後１Ｖ程度までが最適値で、これを外れるとフリッカが増大
する。これはパシベーションＳｉＯ２がＤＣをカットする役割を果たしていないことを意味する。このＳｉＯ
２膜は低温成長のため多くのトラップを含み、このトラップに電荷が蓄積されることが焼きつき、残像、フリ
ッカの原因ではないかと推定し、第４‐２５図に示すように画素電極上のパシベーション膜を除去したサン
プルを作成し、同一の観測を行った。その結果、フリッカは第４－２４図のように１０ｄＢ近く改善し、同
時に共通電極電位ＶＣＯＭの変化に対するフリッカレベルもずっと落ち着いた。また残像や焼きつきは解消す
共通電極電位（ＶＣＯＭ） 
－５  －４  －３  －２  －１   ０   １（V） 
フリッカ・レベル（ｄＢ）  
   ０ 
 
 －２０ 
 
 －４０ 
 
 －６０ 
 
 －８０ 
 
－１００ 
パシベーション膜あり
パシベーション膜なし 
対向ガラス基板 
ＴＦＴガラス基板 
液晶層 
ＩＴＯ共通電極 
ＩＴＯ画素電極 
ＳｉＯ２パシベーション膜 
第４－２５図 画素電極上の 
       パシベーション膜を除去した構造 
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ることが出来た。このことから、ＳｉＯ２に電荷が蓄積することにより焼きつき、残像、フリッカという表示
劣化が発生することが確かめられた。代わって配向膜のポリイミドが十分にＤＣ成分をカットしているよう
に見える。因みに、ＶＣＯＭの中心値が－２Ｖとなっていることは、第２章で議論したフィードスルーの効果
で、ＴＦＴのゲート・ドレインの重なり容量によって画素電位がマイナス側へ２Ｖシフトしていることを裏
付けている。 
 
７．３ 黒レベルの改善 
 表示効果を確認する上での基本となるビデオ入力信号のレベルと輝度（相対透過率）の対応を測定した。
この結果を第４－２６図に示す。このときに黒レベルは透過率１．８％で、コントラスト比は５５：１であ
った。通常、ＴＮモードの黒の飽和レベルは偏光板の偏光度で定まり、２００：１程度は十分に達成できる。
従って、この液晶パネルの黒のレベルは単純なＴＮセル本来の性能が出ていないと言える。そこでこの黒レ
ベルを低下させる要因は、画素電極と配線の隙間、即ち液晶をコントロールできない無効な部分での光の漏
れが効いていると推定した。ＴＦＴや配線部の不透明を除いた隙間の面積を第４－６図に示すレイアウトか
ら計算すると、有効電極面積の約１０％を占めていることがわかる。これは隙間部分もかなり表示に寄与し
ており、隙間には画素電極や配線エッジからの電界がかかり、灰色に近い状態になるものと推定される。こ
の隙間を完全に黒にするために、第４－２７図に示すように対向電極にブラック･マトリクス（ＢＭ）と名付
けた金属膜を隙間上に置くこととした。この結果、黒レベルは第４－２６図に示すように、０．６％台まで
落とすことができ、コントラスト比は１５０：１を超えることが確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   第４－２６図 ビデオ信号入力に対する 
          相対透過率変化         第４‐２７図 ＢＭ層を用いた画素断面構造 
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７．４ 完成した表示特性の評価 
以上に述べたように、画素ＩＴＯ電極上のＳｉＯ２の除去と、隙間からの遮光を施したＢＭ膜の採用により、
表示特性は著しく安定化、高コントラスト化した。第４－２８図はこのようにして完成したＴＦＴ液晶パネ
ルの入力電圧に対する透過率を示している。測定には黒のウィンドー・パターンを使用した。観察方向は法
線方向を選び、印可電圧０Ｖ時の透過率を１００とした相対値を示している。 
 ゲート電圧が１２Ｖでは、特に右端が書き込み不充分になり、黒が十分に沈まないことがわかる。その一
方、ゲートを２０Ｖまで印可すると、スタティックなＴＮ液晶セルの電気光学効果の曲線ときわめて近い遷
移を示すことがわかる。両者はかなり良く一致していることから、画素の電荷保持が設計通り動作し、目的
としたＴＦＴアクティブ・マトリクスが期待通り動作していることを示している。この滑らかな白から黒へ
の遷移を使って、画像表示に必要な諧調表現が可能になる。 
次にこの液晶パネルの視角特性をコントラスト比で評価した。視角特性は液晶独特の性質で、見る方向に
よって表示効果が変化するものである。これは液晶分子が電界で立ち上がるとき（ガラス基板に対してティ
ルトした状態）に、分子の長軸を観察する方向によって光学効果が異なることがこの性質を生む。第４－２
９図にこの測定結果を示す。左右は比較的広く対称である。これに対し、上下は狭い。特に下側は５゜にて
コントラストの最大値１６０：１を示し、それより大きな角度ではコントラストが急激に低下する。コント
ラスト比１０：１以上のエリアを視野角範囲と定義すると、上４５゜、下２５゜、左右は各々５０゜と、Ｔ
Ｎ液晶の本来の特性が再現されている。また下側３０°では白と黒がひっくり返る反転現象が見られた。こ
れもＴＮ液晶独特の問題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 第４－２８図 ビデオ信号入力に対する透過率変化      第４－２９図 視野角特性 
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 最後にこのＴＦＴ液晶パネルの温度特性を観察した。恒温層中に液晶パネルを入れて、温度変化に対する
表示コントラストと応答スピードの変化を法線方向から測定した。応答スピードは矩形入力に対する表示応
答を光センサを用いて計測した。その結果を第４－３０図に示す。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             第４‐３０図 ＴＦＴ液晶パネル表示性能の温度特性 
 
 コントラスト比は、５０℃を過ぎてからやや低下し、液晶が等方的になる８０℃ではコントラストが消滅
した。６０℃付近からはＴＦＴのリーク電流が増えるため、この温度付近からコントラストが低下するもの
と推定される。一方、応答速度は常温では立ち上がり２８ｍｓｅｃ、立ち下がり５８ｍｓｅｃと通常のＴＮ
液晶の値を示した。温度が上がると応答速度は速いほうにシフトし、５０℃での立ち上がりは１０ｍｓｅｃ
まで下がった。一方、低温では粘度が増加し１０℃では１００ｍｓｅｃを越えてしまう。これについては液
晶材料固有の性質として、材料の改良を今後の課題とする。 
  さらに、この液晶パネルに１００，０００ｌｘのタングステン・ランプの光を照射したが、５０℃でもそ
の表示は確認できたものの、ややコントラストが低下しフリッカが認められた。これはＴＦＴのリーク電流
が増大したこと、液晶材料の抵抗値が下がったこと、などいくつかの要因が考えられ今後の解析と改善を必
要とする。 
 
第８節  結言 
 
第３章で得られた知見に従って、多結晶ＳｉＴＦＴのパターン設計を行い、実際のＴＦＴを石英基板上に
形成した。さらにこのＴＦＴ基板を用いてモノクロの液晶パネルを完成させ表示特性を調べた。 
表示エリアとして、２４０画素ｘ２２０画素、総計５２，８００画素のアレイを対角２インチのサイズを
設定した。ここに用いたＴＦＴではチャネル長は１５μｍ＋１５μｍ、チャネル幅は１０μｍのデュアルゲ
温度（℃） 
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ート構造を採用した。チャネル部の多結晶Ｓｉ膜厚は７００Å、ゲート酸化膜は１，５００Åである。ゲー
ト電極と配線にはｎ型多結晶Ｓｉ層、データ線配線はＡｌを用いた。画素にはＩＴＯ透明電極を採用し、直
接にＴＦＴドレインにコンタクトするユニークな構造を考案した。 
ＴＦＴは半導体プロセスに従ってクリーンルームの中で形成され、その完成には６回のフォトリソグラフ
ィ、３回のＣＶＤ，３回のスパッタ成膜工程を用いた。 
このＴＦＴ基板を用いて、液晶セルを形成した。液晶のセル構造と工程は従来のＴＮ液晶セルをベースに、
ＴＦＴアクティブ・マトリクス液晶パネルに適合するように設定した。液晶層の厚みは６．３５μｍに設定
した。またここで用いた液晶、シール材、配向材、スペーサ、封止材、などは液晶抵抗の劣化を防ぐために
徹底した不純物と汚染の管理を行って用意した。こうして液晶パネルを完成してから、ＴＡＢ技術を応用し
て駆動用ＬＳＩをＴＦＴ基板に接続して表示モジュールを完成させた。 
この液晶パネルをテレビ信号で駆動するために、フィールド反転駆動を考案した。またビデオ信号の画素
への伝達にはサンプルホールド回路を使った点順次方式を開発して、高速駆動を可能にした。 
最後に完成したＴＦＴ液晶パネルをビデオ信号系で駆動して、その表示性能からＴＦＴによるＴＮ液晶の
電荷保持駆動は十分適切に行なわれていることを確認した。焼きつき、残像、フリッカの対策にはＩＴＯ画
素電極上のパシベーション膜を除去することが有効なことが判明した。 
また黒レベルを最大限沈めて、コントラストを向上するためには画素の隙間からの光漏れを防ぐことが効
果的であることを示し、このために対向電極上に画素電極の隙間を埋めるブラック・マトリクス層を形成す
る方法を開発した。この結果、コントラスト比１６０：１、視野角上下７０゜、左右１００゜（コントラス
ト比１０：１以上の範囲）を得ることができた。さらにこの温度特性を調べた結果、目的とする０℃から５
０℃で十分表示特性が確保できることがわかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
                    第４－３１図 ＴＦＴ液晶パネルの画像 
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これらの研究開発から生まれた主な成果を次のように整理しておく。 
（１） ＩＴＯ画素電極とＳｉ薄膜のコンタクト構造 
（２） ブラック・マトリクスを液晶セル内部に形成する 
（３） 正負両フィールドの信号を使って液晶反転駆動信号を形成 
このＴＦＴ液晶パネルの計測結果から、アクティブ・マトリクス動作の基本目的である、高精細画面でもス
タティックのＴＮ特性と同等な高い表示品質が実現できることが確認できた。最後に、実際のビデオ信号を
入力して表示効果を確認した写真を第４－３１図に示す。鮮明で、クリアな映像が表示できることがわかる。
次にはこの成果を基礎にして本来の目的である高画質カラー表示の実現に迫る。 
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第５章 多結晶ＳｉＴＦＴを用いた液晶カラー表示デバイスの開発 
 
第１節 緒言 
 
 第４章で多結晶ＳｉＴＦＴを用いたアクティブ・マトリクス方式液晶表示の基本動作と表示を調べ、その
結果高い性能を実現できることを確認した。本章ではそこで得られた知見をベースに、最終目的であるテレ
ビ画像のカラー表示の実現について研究した成果をまとめ、その結果を考察する。 
 ＣＲＴやプラズマ・ディスプレイ、など発光型デバイスではカラー表示が実現されており、これらはすべ
て赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）の光の３原色に基づいた加法混色により自在の色を得ることを行なってい
る。液晶についても、発光型に倣って液晶そのものに色をつけることが過去には検討されてきたが、どの方
式でも問題が多すぎて実用には至らなかった。例えば、液晶の複屈折効果（ＥＣＢ：Electrically Control
led Birefringence）を利用して電界による色変化によりカラー表示を提案されたこともあった１）。しかし
色変化の領域が狭いこと、ＲＧＢの色を出すことが難しいこと、白と黒が再現できないことなどからアイデ
アのみにとどまっていた。また色素を液晶に混ぜたゲストホスト方式も試みられたが２),3)、色画素が発色状
態と白の間の遷移であるために２色程度のマルチカラーはできてもフルカラーは実現できなかった。 
液晶を用いてＣＲＴなどの発光型にも勝るような鮮やかなフルカラー表示を実現するためには、従前の方
式を踏襲していても解はないと判断した。そこで、ここでは多結晶ＳｉＴＦＴを用いたアクティブ・マトリ
クス方式液晶表示の性能を活かして、ＲＧＢの加法混色法に従った実用性の高い高画質のフルカラー表示技
術の原理を考案した。 
 
第２節 液晶を用いたフルカラー表示の原理の考案 
 
カラー表示は空間分割や時分割などいくつかの方式があるが、多くのディスプレイ・デバイスで採用して
いる方式は平面分割による加色混合方式である。これは第５－１図に示すように、１画素をＲＧＢの３原色
ドットに分割し各ドットの輝度を変調すれば自在に色が再現できるというものである。 
ＣＲＴでも同原理に従い、シャドーマスクと３
本の電子ビームによりこの色画素を構成してい
る。液晶ディスプレイにおいても、ＲＧＢの３原
色が揃って、かつ各色が独立して諧調表現ができ
ることが、フルカラー表示の出発点となる。この
ＲＧＢの１ユニットのサイズが人間の目の分解
能以下であれば、人間はこれを一つの点とみなし
て観測する。 
 
Ｒ
Ｇ Ｂ
第５－１図 加色混合によるカラー表示  
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視距離が３０ｃｍで考えると、目の分解能は通常３本／ｍｍ程度であるから､このユニットのサイズがおお
よそ０.３ｍｍ以下であれば、人間の目にはあたかもこのＲＧＢの集合体が加法混色の原理で自然なカラー画
像になると推測できる。ちなみに印刷画像はＣＹＭをベースとした減色系である。 
次にこの加法混合の原理を定量的に考えてみる。第５－２図は色表現でしばしば利用されるＣＩＥ推奨に
基づく色の表現方法で、標準色度図と呼ばれるものである４）。外周の線は１００％純粋な色、すなわち単一
波長とそれぞれの位置を示す。純粋なＲＧＢはおのおのの示す位置にあり、この３点で作る３角形を色３角
形という。またこの３角形の中心は白を表し、色温度により白の位置が決まる。この色度図を使えば、色再
現を定量的に評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５－２図 ＣＩＥ標準色度図表 
 
ここでＲＧＢ各画素の人間の眼対する刺激量を、それぞれＩｒ,Ｉｇ,Ｉｂとすると、刺激量の合計Ｉｔは、 
              Ｉｔ＝Ｉｒ＋Ｉｇ＋Ｉｂ                           （５－１） 
で表される。このＩｒ，Ｉｇ，Ｉｂがいずれもが０のときはIｔも０で黒となる。またこの３値がほぼ同じで
バランスがとれた状態は白となる。従って､Iｔは上記色度図上においてその刺激量の最大値Ｉｒmax、Ｉｇm
ax、Ｉｂmaxの作る三角形内のどこかにその各色の強度により応じて位置する。従ってこの3つの刺激値を独
立して変えれば、三角形の中で自在な色表現ができる。表示上での白は各色の強度が最大の時に与えられる
が、純粋な白が表現できるように各色の割合が適度のバランスを保つ必要がある。これがホワイトバランス
であり、黒体輻射を基準に色度図上に色温度が定義される。３､５００°Kではやや黄色みを帯び、９,５００°
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Kでは青っぽくなる。 
以上のような振る舞いから考えて、テレビの表示に使える高品位なカラー表示のためには、各色画素の特
性に次のようなことが求められる。 
（１） 各色の色度（色の純度）の高いこと。換言すると､色度図上での三角形の面積が大きいことで、各色
の波長特性において鋭いスペクトル特性を示すことを意味する 
（２） 各色の変化幅は高い色度を保ったまま輝度の変化幅（ダイナミックレンジ）が大きいこと 
（３） 各色の輝度間のバランス（ホワイトバランス）がとれていること 
この３つの要素を念頭において、液晶を使ってフルカラー表示を実現する具体的手段を考える。過去には
色が限定された２色表示やマルチカラーは実現されたこともあったが、３原色を実現すること､さらにはこれ
を独立して輝度変調を行うことができなかった。従来の液晶ディスプレイでうまくいかなかった理由は、液
晶では色と輝度とを同時には制御できなかったことである。ＣＲＴでも発色は蛍光材料、輝度はビーム電流
というように機能分離されている。従って液晶でも色度と輝度とをこの機能分離させることを考えた。すな
わち色を実現する手段と、輝度を変調する手段とを、第５－３図に示すように分離するという考え方から出
発した。 
 
 
 
 
 
   第５－３図 考案した液晶フルカラー表示の原理 
 
 発色機能は色度を制御する手段である。輝度を変調する手段が、第４章で実証した多結晶ＳｉＴＦＴを用
いたモノクロ液晶パネルである。この液晶パネルを光の透過光量を制御するライトバルブとして用いる。こ
れは前述したように１００：１以上のコントラスト比を示し、高性能のライトバルブとして使えることを示
唆している。 
 次に、発色機能についてはカラーフィルタ層を挿入することを考えた。カラーフィルタ層はＲＧＢの３色
からできている。赤の層が割り当てられた画素はＲ，緑はＧ，青はＢ画素となる。各々の画素を透過する光
はカラーフィルタによりＲＧＢに着色する。一方、この画素を透過する光量は液晶により制御される。この
結果、輝度と色度とは基本的に機能分離されフルカラー表示が実現できるはずである。 
Ｉｔ＝Ｉｒmax・ｆ（Ｖｒ）＋Ｉｇmax・ｆ（Ｖｇ）＋Ｉｂmax・ｆ（Ｖｂ）       （５－２） 
ここで、ｆ（Ｖ）は液晶ライトバルブで決まる輝度変調成分を表し、全刺激量が輝度と色度とを独立して制
御する関係を示している。ＴＦＴアクティブ･マトリクス液晶による輝度変調レンジは既に確認済みであるか
ら、カラーフィルタにより発色機能を使ってＩｒmax、Ｉｇmax・、Ｉｂmaxを最大にすることがポイントとな
る。従って高画質達成のための具体的手法は次のよう整理できる。 
（１） 色度をあげるためにはカラーフィルタの色純度が高いこと 
発色機能（カラーフィルタ） 
光量制御（ライトバルブ） 
ＲＧＢ光 
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（２） 液晶の光制御のダイナミックレンジが大きいこと。すなわち、コントラストが高いこと 
（３） カラーフィルタのホワイトバランスがとれていること。加えて、液晶の色は如何なる電界条件でも中
性を保つこと 
（４） 輝度を高めるために、液晶層とカラーフィルタ層の透過率が高いこと 
この指針に従って、高画質のフルカラー表示を実現する具体的な構造について検討を加える。 
 
第３節 カラーフィルタを用いたフルカラー表示の具体的構造の検討 
 
 カラーフィルタとＴＦＴアクティブ・マトリクスを組み合わせてフルカラー表示を実現する基本的な構造
を検討する。既に第４章に示されたモノクローム表示の構造を基本に、カラーフィルタ層をどこに入れるか、
それを具体的に実現する形成手段、及び課題について述べる。 
考えられる配置は第５－４図に示すように、４通りの方式が考えられる。まず一番楽な（ａ）外部に装着
する方法については、図に示すように視差（パララックス）の問題から難しいと判断した。対象にしている
画素のサイズは１５０μｍ程度である。通常のガラスの厚みが１ｍｍ程度あることを考えると、図からわか
るように容易に視差による色ずれを引き起こす。これは実験でも確認し、カラーフィルタ層は液晶層に密着
させる必要があるという結論にまず至った。この場合、カラーフィルタ層を（ｂ）のようにＴＦＴ基板に置
くか、あるいは（ｃ）、（ｄ）のように対向ガラス基板側に置くかの選択がある。機能上はどちらに置いて
も同じである。しかしながら（ｂ）方式については、製法が複雑なＴＦＴ基板にこの上更にカラーフィルタ
を形成するのはプロセス上の制限や歩留まりを考えると得策ではないと判断し、カラーフィルタ層は対向ガ
ラス基板側に置くことが最適であると結論付けた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              第５－４図 カラーフィルタ層の配置方法 
（ｂ）ＴＦＴ基板上に載せる方式 
Ｒ Ｇ Ｂ 
（ｃ）共通電極上に載せる方式 
（ｄ）共通電極の下に配置する方式 
画素電極 ＴＦＴ基板 
対向基板 
カラーフィルター
液晶層
共通電極 
（ａ）外部に装着する方式 
視差 
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 次に、カラーフィルタ層を（ｃ）共通電極の上に載せる方式と（ｄ）共通電極の下に配置する方式の二つ
について実験を含めて確認した。（ｄ）はＩＴＯがカラーフィルタ層を保護できる利点があるが、有機物か
ら成る柔らかなカラーフィルタ層上に無機物のＩＴＯを成膜すること、そしてその上をラビングすることが
懸念材料であった。一方、（ｃ）はプロセス上は（ｄ）の持つ問題がまったく心配ない。そこで実際のセル
を作成して予備試験をしたところ、カラーフィルタ層での電圧降下と液晶材料への汚染が発生し、駆動上は
難しいことが判明した。その結果、構造（ｄ）のカラーフィルタ層の上にＩＴＯ共通電極を配置する方式を
最終的に選択した。 
断面構造が決定したので次に平面構造について考察する。平面的構造を考えるに当たって、解像度と色バ
ランスを重視しなければならない。加法混色が成立するためには、人間の目からみて色画素が分解されずに
合成されて見えなければならない。この時、色画素の配列と密度をどうできるかが問題となる。また色バラ
ンスを考える上では、ＲＧＢの人間の目に対する刺激量が適切に配分されているかが課題で各ＲＧＢ画素の
面積配分が問題となろう。 
まず解像度と画素配列の関係について考察した。白黒（モノクローム）表示では解像度は平面画素数と信
号の帯域により一元的に決定されたが、カラー表示ではこれに加えて画素配列が重要となる。カラー表示で
は画素配列を問題にしないほど高密度な画素数が確保できにくいからである。従って、できるだけ少ない画
素数で高い解像度を実現する効果的な手段を考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                第５－５図 考案したカラー画素配列 
 Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
（ａ）ストライプ配列 
Ｇ 
Ｒ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｒ 
Ｂ 
Ｇ Ｂ 
Ｒ 
Ｇ Ｂ 
Ｇ 
Ｂ 
Ｂ 
（ｂ）モザイク配列 
Ｇ Ｂ Ｒ Ｇ 
Ｇ Ｂ Ｒ Ｇ 
 Ｇ Ｂ Ｒ Ｇ 
Ｒ Ｇ Ｂ Ｒ Ｂ 
Ｂ Ｒ Ｒ Ｇ Ｂ 
（ｃ）デルタ配列 
 
Ｇ Ｂ Ｇ 
Ｇ Ｒ Ｇ 
Ｒ Ｇ 
Ｂ Ｇ 
Ｒ Ｇ Ｂ Ｇ Ｒ 
Ｒ 
Ｇ Ｒ Ｇ Ｂ 
 
Ｇ 
Ｂ 
 
Ｇ 
Ｂ 
Ｇ 
（ｄ）２Ｇスクエア配列 
 83 
第５－５図は最適な画素配列を決定するために、考案したいくつかの配列例を示す。各々の液晶パネルを
すべて試作、比較するのは非現実的であるためＣＲＴ上で模擬的に表現し比較した。（ａ）ストライプ配列
では色表現の空間周波数が縦方向Ｎｙ、横方向でＮｘ／３と３倍異なる。ここでＮｘ，Ｎｙは画素一単位の
空間周波数である。これを見ると両方向での解像度が極端に差があり、違和感がある。ｘ、ｙ両方向でバラ
ンスを取るためには画素が極端に縦長になり、開口率が大幅に落ちることが判った。一方、斜めモザイク配
列（ｂ）とデルタ配列（ｃ）では縦方向と横方向の色解像度Ｒｘ，Ｒｙはほぼ同じで、次のようになる。 
             Ｒｘ＝Ｎｘ／√３                                               （５－３） 
           Ｒｙ＝Ｎｙ／√３                                     （５－４） 
ところが対角線方向の解像度はデルタ配列では縦、横と同じであるため違和感を感じなかったが、斜めモザ
イクでは右下がりと、左下がり方向では極端に異なり、右下がりの縞模様が目についてしまう。従って、同
一画素数で比較すればデルタ配列がモザイク配列よりも優れていると言える。 
 次に画素密度について検討してみる。人間の眼の分解能は、明視の距離３０ｃｍにておよそ３本／ｍｍで
あるから色の空間周波数をこれ以下にしないと混色が起こらないことを意味する。色画素のピッチを１５０
μｍ（６.７本／ｍｍ）と仮定して、最も近接したＲＧＢの１ユニットの空間単位はモザイクで最大２ピッチ
３００μｍである。これはＲＧＢが混色して見えるぎりぎりの線ということになる。一方、デルタ配列では
これが最大√３ ピッチとなり、やや有利であるといえる。 
 しかしながら、デルタ配列はデータ配線を折り曲げる構造が必要で、開口率を大きく犠牲にしなければな
らない。これらを総合的に判断した結果、画素数が一定以上ではモザイク配列でも違和感を低減できること
がわかり、最終的にはモザイク配列に軍配を上げた。 
次に画素面積に比例した色バランスを考察する。人間の眼が光を関知する感度は波長によって異なる。こ
の特性を比視感度曲線と呼び、第５－６図に示すように、緑が一番感度が高く、青がもっとも鈍い。これを
基準に輝度が定義されている５）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             第５－６図 人間の眼の比視感度曲線 
３５０ ４００  ４５０  ５００ ５５０  ６００ ６５０ ７００ 
波長λ（ｎｍ） 
比視感度 
５５４ｎｍ １００ 
 
 
 ８０ 
 
 
 ６０ 
 
 
 ４０ 
 
 
 ２０ 
 
 
  ０ 
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一般的にＲＧＢの人間眼に与える刺激量Ｉは、次のように表わされ、これが人の眼と対応した輝度として
定義されている。 
               Ｉ＝３Ｉｒ＋１５Ｉｇ＋Ｉｂ                               （５－５） 
ここからわかる通り、緑は青に対して１５倍、赤は青に対して３倍の刺激量がある。従って緑の成分を多く
すれば、それだけ明るく、また解像度を上げることが可能となる。そこで第５－５図（ｄ）のようなＧをＲ
Ｂに対して２倍有する２Ｇ正方配列を考案し、ＣＲＴ上でシミュレートした。しかしながらＧが強すぎて通
常のテレビ信号をそのまま使えないことがわかった。 
 
第４節 カラーフィルタの製造方法と条件 
 
 このように平面及び断面構造を決定したので、具体的な製造方法を検討する。ここでは液晶セルに内蔵す
るカラーフィルタを新たに技術開発することを前提に、構造とその製造方法も含めて検討する 
カラーフィルタを形成する上で求められる性能や条件は次のようになる。 
（１） 液晶セル内に形成できるよう十分に薄く、表面は硬いこと 
（２） 表面の平坦度が液晶セルの厚みの均一性にあうこと 
（３） 色度が十分高く、また均一であること 
（４） 液晶材料を汚染しないこと 
（５） 光や、熱に対し褪色しないこと 
（６） 実用性が高く、コストも適当であること 
（７） パターン形成ができること。 
 これらの要求を勘案して、色素に染料を用いる染色法６）を選択した。染色法の特徴は色度が高く、均一性
もよいことである。またフォトエッチングによるパターン形成が可能である。但し、表面平坦性や液晶材料
への汚染が心配であるから表面には何らかのパシベーション膜を必要とすることは想像に難くない。 
 第５－７図はここで用いた染色法カラーフィルタの製造方法である。基本的な製法に２種考えられる。染
色基材は１層にしてフォトレジストをマスクに染色する方法と染色基材を３回塗布しフォトレジストは単に
パターンを形成する手段に用いる。前者はフォトレジストと染色基材の密着性に問題があるため、ここでは
後者の方式を選択した。 
まず、光を遮る程度の薄い金属層を成膜して、ブラック・マトリクス層を形成する。材料はＣｒで、厚み
は１，０００Åである。ブラック・マトリクス層のパターンを形成した後に、このガラス基板上に染色基材
を塗布する。染色基材はゼラチンのような蛋白系有機物が知られていたが、これは生体から抽出した材料で
扱いが難しい。そこで人工有機物であるいくつかの樹脂材料から最終的にはアクリル系樹脂を選択した。こ
の材料はスピンコートで容易に塗布でき、厚み２―３μｍ程度の均一性の高い膜を形成できる。 
基質材料をベークして固めた後に、フォトレジストをスピンコートしてまず赤色層となるパターンを形成
する。これは通常のフォトリソグラフィの手順に従い、最後にフォトレジストを除去する。そして染色基材
のパターンが形成されたガラス基板を赤の染料を含有する液に浸して染色基材を赤色に染色し、その後冷水
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に浸して安定化させる。そして、他の染色層との干渉を避けるためにポリイミドを防染膜として表面に薄く
塗りベークする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５－７図 新たに開発した染色法によるマイクロ・カラーフィルタの形成方法 
 
 次に緑色層のための染色基材形成を行い、赤色層と全く同じプロセスを行なう。最終の青色層も全く同
様である。また青色層は染色完了後は防染層は用いずに、染色層と液晶層を分離し、また各色層の表面段差
をスムーズにするためのパシベーション膜を形成する。この膜の厚みは染色層の厚みを勘案して約４μｍ程
Ｃｒブラック.マトリクス形成 
染色基材塗布 
染色基材パターニング 
赤色染色 
防染膜塗布 
染色基材塗布 
染色基材パターニング 
青色染色 
防染膜塗布 
染色基材塗布 
染色基質パターニング 
緑色染色 
保護膜塗布 
共通電極ＩＴＯ形成 
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度である。このパシベーション膜を形成後ベーク、キュアして表面を固めた後に共通電極となるＩＴＯを形
成する。このＩＴＯ膜の抵抗は１００Ω／□程度でよいから低温で十分形成でき、また膜厚もせいぜい５０
０Å程度で十分である。このカラーフィルタ製造方式では３回のフォトリソグラフィ工程からできあがる。
赤、緑、青、各々の染色順序はあまり重要なファクタでない。むしろ色特性や染色濃度を決定するための染
料自身、染色基材の厚み、染色条件が各色層間で大いに異なり、この条件に気をつける必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５－８図 緑フィルタの波長―透過率特性 
 
次に染色条件を検討する。染色層の特性としてまず考えなければならないことは光の波長に対する応答、
すなわち色特性である。この色特性は波長選択性と濃度（明るさ）により決定され、前者は染料そのものの
特性により、後者はその染色濃度により決定される。例えば、第５－８図に示す緑色では、ＣからＢ，Ａと
染色濃度を高くするように変化させた結果である。色度はＡが高いが、透過率は低い。一方、透過率はＣが
一番大きいが色度は一番低い。中心波長や波長分散特性は染料そのもの性質で決まるが、濃度調整で明るさ
や色度を最適化できる。染料の選択にあたっての選択基準は、まず波長分散特性、次に染色度合（染め易さ）、
及び褪色性である。驚くべきことに染料の種類は世の中で５万以上もあるのにも関わらず、本目的に合うも
のは数種類しかなかった。赤や青は選択波長が一つに限定されるため比較的純粋な色が得易かった。しかし、
緑は最適のものがなく、第５－８図のように長波長側を規定するシアンと短波長側を規定するイエローの２
種類の染料を混合して用いた。 
染料をこのように決定してから、次に染色条件を設定する。パラメータとして考えられるのは染色基材の
厚み、染色液中の染料濃度、染色温度、そして染色時間である。まず赤色の染色基質の厚みを２.２μｍと固
定して染色度合の様子を見た。第５－９図は染色温度を変えながら染色濃度と染色時間の関係を調べたもの
である。染色濃度は透過率で表わしている。染色基材の膜厚の時間推移を見ると、基質に対して約３０％膜
波長 λ（ｎｍ） 
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 ８０ 
 
 
 ６０ 
 
 
 ４０ 
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  ０ 
透過率（％） 
イエロー シアン 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 
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厚が増加した点で飽和している。このことから染色基材と染料は一定の溶解濃度を有することが判明した。
従って、溶解の最大値まで染色が進行するとそこで飽和するということになる。従って十分飽和するところ
まで染色を進めれば、染織濃度は基材の膜厚のみで制御できる。ちなみに４０℃のほうが２０℃よりも３割
ほど染色の進行は早く、温度を上げれば染色サイクルタイムを早めることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  第５－９図 染色時間と膜厚の関係 
 
 
 
 
次に各色の濃度を決定する必要があ
る。第５－１０図は色度図上に各染色基
質の膜厚を変えて色座標上での変化を示
したものである。色純度を高くするには
このように染色膜厚を厚くすればよいが、
一方カラーフィルタの透過率が落ちるこ
とになる。例えばＧのピーク透過率を６
５％、７４％、８２％と変化させると、
色度が低下していく。このとき他の色も
一定のホワイトバランスを保つように連
動させて変えている。ここでは、Ｂピー
ク透過率７４％を標準値として設定した。
この際のＲＧＢの塗布時の染色基質膜厚
をそれぞれ２.０μｍ、２.２μｍ、１.
８μｍである。 
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第５－１０図 カラーフィルタの色度値 
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以上のような条件を考慮して、最終的に作成したＲＧＢカラーフィルタの波長特性を第５－１１図に示す。
また完成したカラーフィルタの外観写真を第５－１２図に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            第５－１１図 ＲＧＢカラーフィルタの波長特性 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５－１２図 カラーフィルタの外観写真 
 
 
 最後に染料につきものの褪色について調べた。一般的には温度、湿度、光が褪色を促進する要因とされて
いる。使用環境を考えると、この三要素の中で光は太陽光があたることが有り得るため最も注意を要する。
そこで、太陽光と同条件の光を持つウェザーメータにより裸のカラーフィルタに対して常温、常湿で照射試
４００  ４５０  ５００   ５５０  ６００  ６５０  ７００ 
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験を行った。青は一番強く、次に赤で、緑は１００時間未満で褪色が始まった。この緑の色素は褪色してゆ
くと、シアンが薄くなっていき、イエロー成分が残る。すなわちシアンが一番褪色するという結果であった。
そこでこの褪色を改善するために褪色のメカニズムを調べた。 
褪色は染料を構成する有機分子が分解していくためと考えられ、この分解スピードが光と温度によって決
まり、水がこれを加速すると思われる。そこで、まず水を取り除くことを考えパシベーション膜を上に乗せ
て試験した。試料は最も弱い緑を選んだ。その結果、第図５－１３図に示すようにやや改善されものの、ポ
リイミド材料は完全に水を遮蔽できず、１００時間もクリアできなかった。そこで次にＩＴＯ膜をつけて試
験した。その結果褪色は飛躍的に改善されることがわかった。水分がＩＴＯ膜によってかなりカットされる
ためと思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 さらにこれを液晶セルにして試験したところ、水分がほぼ完全に遮断されて、４００時間以上持つことが
わかった。この結果、パシベーション膜とＩＴＯ膜により、太陽光下約５００時間照射という条件下でもカ
ラーフィルタの透過率変化１０％以下が達成できた。また同様に温度に対する退色を確認した結果、２００℃
になると１時間で数％オーダの褪色が観察された。このことからカラーフィルタ層を用いた液晶セルの組み
立て以降の工程は２００℃以下にしなければならないことが判明した。 
 
第５節 バックライトの設計と性能 
 
５．１ 液晶パネル透過率評価とバックライト特性 
 カラー・ディスプレイとして必要な輝度はＣＲＴ等の経験から最低でも１００ｎｉｔｓ、できれば３００
ｎｉｔｓが必要であろう。そこで本研究により開発したカラー液晶パネルにおける透過率を算定し、表面輝
０    １００    ２００    ３００    ４００    ５００ 
試験時間（Ｈｒｓ） 
ピーク透過率（％） 
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７０％ 
 
 
 
 
 
６０％ 
保護膜なし 
保護膜あり 
ＩＴＯ膜あり 
液晶セル封入 
第５－１３図 緑カラーフィルタの褪色試験結果 
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度を考察してみる。まず下側の偏光板の透過率は第５－１４図に示すように４０％である。そして、前節で
設定したカラーフィルタ層は平均透過率（白色スペクトル時）は３０％である。ＴＦＴ基板での開口率含め
た透過率は約６５％と計算できる。また出射側の偏光板透過率は８５％である。この結果オーバーオールの
透過率は６．６％で、この他にガラスなどの光学界面での反射によるロスが２０％とすれば、全体での透過
率は６％となる。換言すればカラー液晶パネルにおいてはわずか６％の光しか利用できないこととなる。こ
のため通常の環境条件下では十分の輝度が得られずカラー表示としてははなはだ具合いが悪いこととなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５－１４図 カラー液晶セルの透過率評価 
 
 
 そこで画面の輝度要求条件を満たすためには、パネル裏面から光を照射するバックライトを適用すること
とした。このバックライト用の光源としていくつかの候補があるが、次の条件を満たすものとして新たに小
型の蛍光灯を開発した７）。 
（１） 液晶パネルにマッチした厚みや軽さが実現できること 
（２） 発光効率が十分高く、消費電力が小さいこと 
（３） 発光色が白色であること 
（４） コストが現実的であること 
 
５．２ バックライトの構造検討と輝度 
まず、発光のスペクトルを調べてみた。通常に市販されている蛍光灯は水銀プラズマにより発生した紫外
線が管内面に塗られた蛍光塗料を刺激して可視光に変える仕組みになっている。家庭照明用の大きな管では
８０ｌｍ／Ｗと発光効率が高いことが特徴である。しかし液晶パネルに合わせた小型管では発光効率が低下
することが容易に想像できる。例えば、液晶面での輝度１００ｎｉｔｓを得るためには、バックライト面の
輝度は１，７００ｎｉｔｓ必要になる。これは発光面積を３ｃｍｘ４ｃｍとすると、必要な光束数は約２ｌ
ｍになる。蛍光灯の全発光光束の１０％が集光できるものとすれば、必要になる蛍光灯からの全光束数は２
０ｌｍとなる。 
上偏光板      ８５％ 
カラーフィルタ   ３０％ 
ＴＦＴ画素開口率  ６５％ 
下偏光板      ４０％ 
０．４０ 
０．２６ 
０．０７８ 
０．０６６ 
入射光 
出射光 
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第５－１５図 小型蛍光灯を利用したバックライトの構造 
 
 
ここで必要なバックライトは液晶パネルの背面に設置できるように平面光源でなければならない。そこで
蛍光灯の光をできるだけ集光しながら、薄く軽くかつ均一性のよい平面光源を実現することが課題となる。
そこで第５－１５図に示すような導光板を用いた平面光源構造を検討した。これはまず蛍光灯の光を筒型の
反射板により集める。そして反射板の開口部からアクリル樹脂を用いた導光板の端面に光を入射させる。導
光板の裏面には図のような細かい切込みを入れてある。この結果端面から入射した光は導光板裏面にあたる
と表面側に反射されて出ていく。この時用いた蛍光灯は直径７．７５ｍｍ、長さ８２ｍｍ、有効発光長およ
そ６０ｍｍである。入力電力０.８Ｗで全出射光束量１５ｌｍが得られた。またこのバックライトの厚みは１
４ｍｍで薄型の表示モジュールにかなうサイズに集約できたといえる。 
導光板からの出射全光束量を求めると約３ｌｍである。従って、蛍光灯の出射光束の２０％が表示光源と
して利用できることになる。先ほどの議論のようにカラー表示液晶パネルの透過率が６％であると表示表面
の透過光束は約０．１８ｌｍで、３ｃｍｘ４ｃｍに換算すると１２２ｎｉｔｓで目的の明るさが達成できと
ことになる。  
 
５．３ バックライトによる色度の改善 
 バックライトは輝度のみでなく、色度に重大な影響を与える。従来の白色スペクトル型蛍光灯を利用した
バックライトでは、色度はカラーフィルタの波長特性で決まり、第５－１２図に示すようにＲＧＢ三角形を
大きく広げることはできなかった。そこで、蛍光灯を工夫してＲＧＢのピークを強調した演色性の高い管を
新たに開発した。このスペクトルを第５－１６図に示す。この発光のピークをカラーフィルタの透過率ピー
ク値にあわせることにより、色度のみばかりでなく、輝度も同時に向上した。このとき得られた色度値を第
５－１７図に示す。これはカラーフィルタとバックライトを組み合わせて色度測定をしたもので、液晶パネ
ルは含まれていない。カラーフィルタ単独の特性に比べて、ＲＧＢの三角形はずいぶん大きく広がり、テレ
ビの推奨値であるＮＴＳＣのピークに近づいたことがわかる。これはＣＲＴと同等なカラー画像を表示上に
再現する上で、大きな進歩であった。 
表面構造 
導光板 
反射板 
蛍光管 
カラー液晶パネル 
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第５－１６図 ＲＧＢピークを強調した蛍光灯のスペクトル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５－１８図 ＲＧＢピークを強調し
たバックライトによる色度 
 
 
この知見が得られるまでは色特性をカラーフィルタに依存していたが、ＲＧＢピーク強調型バックライト
の開発で色特性は大いに改善できた。すなわち透過率と色純度をバックライトで決定し、カラーフィルタは
むしろバックライトのピークを選択するだけの役割にする。ＲＧＢピークを強調した蛍光灯の開発によって、
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色度と輝度の両者が著しく改善されて、ＣＲＴの持つカラー画像に大きく近づいたことになる。ＲＧＢのピ
ークを強調することにより、蛍光灯の発光効率は白色型に対して約２割効率が低下することが確認されてい
る。しかしながら、カラーフィルタを透過する光の量は２倍にアップするので、トータルでは輝度が６０％
改善されることになる。 
 
第６節 液晶カラーパネルの作成と駆動に関する検討 
 
第４節で得られたの結果に基づいて準備されたカラーフィルタを用いてカラー液晶パネルを作成する。構
造は既に検討済みである。その製造フローを第５－１８図に示す。ＴＦＴ側の基板は白黒表示と全く同一で
画素数、画素レイアウト、ＴＦＴデザインもすべて同一である。対向電極基板側はカラーフィルタ層の形成
が必要となる。このカラーフィルタ基板とＴＦＴ基板を用いて液晶セルを組み立てるわけであるが、セルの
形成にあたってはカラーフィルタ層の褪色に最も注意した。そのため組み立て時の組み立て温度は２００℃
以下になるように設定した。このようにして作成したカラー液晶パネルを白黒パネルと同様に表示モジュー
ルとする必要がある。そのためにドライバ含めた周辺回路を新たに開発せねばならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           第５－１８図 ＴＦＴカラー液晶パネルの基本製造フロー 
 
ここで用いたカラーパネルにはカラー駆動信号が必要となる。第５－１９図はここで用いたカラー信号駆
動方法である。カラー画素は前述のように斜めモザイク配列である。通常テレビの場合、カラー信号はビデ
オ・コンポジット信号を色復調してＲＧＢに分解されたＳＲ，ＳＧ、ＳＢを用いる。液晶ではこれらをさらに
カラー画素へ分配を行なう必要がある。まず、このＳＲ，ＳＧ、ＳＢ信号を反転増幅器にかけて各フィールド
毎に反転した信号ＶＲ，ＶＧ、ＶＢを得る。この振幅が表示画面のコントラストを決め、レベルは輝度調整に
用いる。次にこの信号を各画素に伝達するわけであるが、各走査線毎にＲＧＢの信号が入力されるタイミン
グが異なる。例えば第１番目の走査線では、データ線Ｄ１にはＶＲ、Ｄ２にはＶＧ、Ｄ３にはＶＢが接続させるが、
第２番目の走査線ではＤ１にＶＧ、Ｄ２にＶＢ、Ｄ３にＶＲとなる。従って走査が進む毎にＶＲ，ＶＧ、ＶＢの接続
されるデータ線をずらせていく必要がある。この機能をデータ線ドライバＬＳＩ内に配置するのは回路が複
   ＢＭ層形成 
カラーフィルタ層形
 共通電極ＩＴＯ成膜 
   ＴＦＴ形成 
  液晶セル作成 
  駆動回路装着 
カラーフィルタガラス基板 ＴＦＴガラス基板 
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雑になりすぎて非現実的である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                
    
            第５－１９図 カラー信号駆動回路の構成 
 
そこでここではドライバ回路のビデオ信号を３分割し、これをカラー・ローテーション回路と組み合わせ
る方法を新たに開発した。ドライバ回路のシフトレジスタとサンプル・ホールダ列を８０ステージづつ３分
割する。ドライバ回路にはＶ１，Ｖ２、Ｖ３の３本のビデオラインが別途に設けられ、Ｖ１はＤ１，Ｄ４，Ｄ
７、Ｖ２はＤ２，Ｄ５，Ｄ８、Ｖ３はＤ３，Ｄ６、Ｄ９というようにデータ線３本毎につながっている。このビデ
オラインに対し第１番目の走査線時にはＶ１がＶＲと、Ｖ２がＶＧと、Ｖ３がＶＢとつながり、２番目にはＶ
１がＶＧ，Ｖ２がＶＢ，Ｖ３がＶＲとつながるように、走査線信号を入力にしてＶ１，Ｖ２，Ｖ３とＶＲ，ＶＧ、
ＶＢが循環していく。これをカラー・ローテーション回路と名付けた。この結果、比較的簡単な回路で各色画
素にカラー信号を適正に配分することができた。ドライバ回路は、データ線駆動はビデオラインが３分割さ
れるだけで、ゲート線駆動用回路含めて、白黒表示用の回路が全く何も変えずに使えるようになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            第５－２０図 カラー液晶表示モジュールの外観写真 
Ｒ反転アンプ ＳＲ 
ＶＲ 
Ｇ反転アンプ ＳＧ 
ＶＧ 
Ｂ反転アンプ ＳＢ 
ＶＢ 
カラーローテーション回路 
Ｖ１ 
Ｖ２ 
Ｖ３ 
 シフトレジスタ 
サンプル・ホールダ 
 シフトレジスタ 
サンプル・ホールダ 
 シフトレジスタ 
サンプル・ホールダ 
クロック ８０ ステージ 
Ｄ１ Ｄ２ Ｄ３ Ｄ４ Ｄ５ Ｄ６ 
水平同期信号 
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 またデータ線の駆動はアナログ信号を用いて、白黒パネル同様の諧調表現を行なうことができる。このよ
うにして開発したドライバＬＳＩはポリイミド・テープを用いて白黒パネルと全く同様にはんだにより接続
した。このように完成したカラー表示液晶モジュールの外観写真を第５‐２０図に示す。  
 
第７節 カラー液晶パネルの表示評価 
 
本研究の成果に基いて、カラーフィルタ層の作成、それと多結晶ＳｉＴＦＴ基板を用いた液晶パネルの作
成、カラー駆動方式とドライバ回路の装着、及びバックライトを用いた高輝度化・高色度化の手法が揃った。
そこでこの原理による具体的なカラー表示パネルの表示評価を行なうこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５－２１図 カラー表示画面の写真 
 
まず実際に表示された映像を第５－２１図に示す。これは世界で始めて液晶を用いて表示したカラーテレ
ビ画像である。入力はテレビ信号を復調回路でＲＧＢに分解し、前節で述べたようにこのＲＧＢ信号を液晶
駆動用の反転信号に変換し、これをカラー・ローテーション回路を通してデータ線ドライバ回路に入力し、
対応する各画素に書き込んだ。この結果、目的通りにきれいなカラー映像が得られていることがわかる。 
 まず、ＲＧＢに全く同一の信号を印可し、電気光学的な遷移特性を測定した。この結果、前章で述べたモ
ノクロ（白黒）パネル同様の遷移カーブが得られ、ＴＦＴアレイを用いたアクティブ・マトリクス方式の効
果が十分でていることを確認した。このとき、データ線振幅は±５Ｖでモノクロ同様に１４０：１のコント
ラストが確保されていた。また階調表現もなめらかにできていた。 
次にカラー画素の測定を行なった。ＲＧＢ画素を順次点灯させて、色度測定を行った。このときの画素の
拡大写真を第５－２２図に示す。これはＧ（緑）とＲ（赤）画素がオフ状態、Ｂ（青）がオン状態である。
ＧとＲ画素が十分に黒く沈み、Ｂが飽和した輝度を表している。このようにして、まず単色の色度を調べた
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結果を第５－２３図に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５－２２図 カラー単色表示（Ｂ）における画素拡大写真 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５－２３図 カラー表示における色度実測値 
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このときの各ＲＧＢの色度点は、 
              Ｉｒ＝（０．５８、０．３５）                           （５－６） 
              Ｉｇ＝（０．３０、０．５６）                            （５－７） 
             Ｉｂ＝（０．１７、０．１０）                             （５－８） 
であった。これをカラーフィルタとＲＧＢピークを強調した演色型バックライトの組み合わせによる色度（第
５－１８図）と比較してみると、実画像の色度はわずかに低下していることがわかる。これは液晶がオフ状
態でも完全な黒ではなく、コントラスト１４０：１の条件下で０．７％の光が漏れているからと推測した。
従って、このコントラスト比を改善すれば色度はもっと改善できると言える。 
 またこのときのホワイト点Ｉｗは次のようになり、これはカラーフィルタとバックライトから求めた数値
と一致している。因みに、このときの色温度は約４,５００°Ｋであった。 
              Ｉｗ＝（０．３５、０．３５）                           （５－９） 
 さらに色度以外の表示性能を測定した結果、応答スピード、視野角特性、等の基本特性は前章で述べた白
黒パネルとほぼ同一であった。これら性能諸元を第５－１表にまとめて示す８）。この内容からわかるように、
当初の目的とするテレビ画面として十分に使えるカラー表示を、ＴＦＴアクティブ・マトリクス技術とカラ
ーフィルタの組み合わせて実現できることを証明した。 
  
  
第５－１表 ＴＦＴカラー液晶パネルの表示性能 
  
第８節 結言 
  
  液晶によるフルカラー表示を初めて実現しテレビ映像を表示した。色再現原理として、色を発生する機能
と色を制御する機能を分離した。すなわち、色を出す機能はＲＧＢ画素を有するカラーフィルタを液晶内面
画素数 ２２０ｘ２４０（５２、８００画素） 
カラー画素配置法 斜めモザイク 
カラーフィルタ 染料による染色方式 
バックライト 
（発光効率） 
高演色性蛍光灯（７．７５ｍｍφｘ８２ｍｍ） 
        （１５ｌｍ／Ｗ） 
色度 Ｒ（0.58,0.35）Ｇ（0.30,0.56）Ｂ（0.17,0.10） 
ホワイトバランス ４，５００°Ｋ 
輝度 １２０ｎｉｔｓ 
コントラスト比 １４０：１ 
階調表現 アナログ信号方式 
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に組み入れることにより行なう。一方、液晶層は光のこの色画素を通過する光の透過量を制御する。この機
能分離により、自在な色を表示することができた。このために第３章で述べたＴＦＴ白黒液晶パネルに加え
て、カラーフィルタ層、バックライト、駆動方法の３点を新しく開発した。 
 まずＲＧＢ画素の配列を、解像度や混色度の人間の眼に感じるファクタと明るさから斜めモザイクのＲＧ
Ｂ配列を決定した。 
 カラーフィルタ層はＲＧＢ用の染料を用いて、有機染色基材を染める染色方法を開発した。色純度や、褪
色等、液晶パネルに用いるために目的にかなったカラーフィルタ層を得ることができた。 
 バックライトの光源として、ＲＧＢのピークが強調された高演色性の小型蛍光灯を開発し、必要な明るさ
と輝度を達成した。また、導光板を利用することにより薄く効率のよいバックライトを実現した。 
 駆動回路には、カラー・ローテーション回路と３本に分離されたビデオ・ラインの組合せにより、カラー
表示を行った。液晶にはアナログのビデオ信号をそのまま印加できたために、なめらかな階調表現によるカ
ラービデオ映像を表示することができた。 
 ここで開発した次に示す成果は、液晶カラー表示の基礎技術として広く採用されている。 
（１） 液晶用ＲＧＢ画素配列方法 
（２） カラーフィルタ層を液晶セル内に形成し、その上にＩＴＯ共通電極を載せる 
（３） ＲＧＢピークを強調した演色性小型蛍光灯 
（４） 微細反射構造を持つ薄型導光板を有するバックライト 
（５） カラー・ローテーション回路 
 これらの成果を活かして出来上がった液晶カラー表示パネルは、コントラスト１４０：１、ＣＲＴに近い
ＲＧＢの色純度、明るさ１２０ｎｉｔｓ、とカラー表示にふさわしい性能を実現した。この結果、世界で初
めて液晶によるフルカラー画像表示を達成した。発光と輝度を制御する機能を分離した結果、発光型に匹敵
する高性能のカラー表示パネルが実現できた。 
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第６章 ＴＦＴカラー液晶・高性能化と大型化に関する考察 
 
第１節 緒言 
 
業界で先駆けて開発に成功した液晶カラー表示モジュールは２型携帯型テレビに搭載された。このテレビ
セットは１９８３年に世界初の「液晶カラーポケットテレビ」（第６－１図）として１９８３年に業界・マ
スコミに対して発表され１）、テレビや印刷メディアを通して世界に大きなインパクトを与えた。これは２型
という小画面ながら、それまでは困難と思われていたフラット・パネル技術によるフルカラー表示を実現し
たもので、ＣＲＴに匹敵するポテンシャリティを十二分に示すことができた。この快挙を成し遂げた表示技
術が、本命と思われていた発光型ではなく、亜流であった非発光型の液晶であったことが世の関係者に大き
な驚きで捉えられた。またこの液晶テレビは今日では当たり前となっている携帯型情報機器の初めての姿と
も言え、来るべき高度情報化社会におけるディスプレイ・デバイスの果たす役割の大きさを改めて認識させ
る役割を果たした。この成果は各社のフラット・ディスプレイの開発戦略に大きな影響を与え、大手電気メ
ーカをせしめて発光型から液晶へと一挙に方向転換を促すことになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                第６－１図 世界初の液晶カラーテレビ 
 
しかしながら当初の目標である「壁掛けテレビ」を実現し、ＣＲＴを置き換えていくという観点からは、
このＴＦＴカラー液晶技術はそのポテンシャルが示されただけで、まだスタートラインに立ったに過ぎない。
またＣＲＴにはできない携帯型ＰＣ（ノートパソコン）やＣＲＴを超える超大画面表示の達成も大きな課題
である。そこでこの章では画面の大型化・高性能化に向けて、次に何が必要か考察してみる。 
カラーＣＲＴはテレビやパソコンの世界では、ボリューム・マーケットを形成しており、その得意とする
画面サイズは１４型から３６型程度である。液晶がこの分野でＣＲＴの置き換えを狙うならば、液晶表示技
術は次のことを実現しなければならない。 
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（２） 大画面化が達成できること 
（３） 生産コストがＣＲＴに対抗できうること 
（４） 解像度，画面サイズ、などＣＲＴではできない性能，用途を提供できること 
まず画面の大型化を行うためにはＴＦＴプロセス温度の低温化が必要となる。処理温度が低くなればなる
ほど、ＴＦＴガラス基板の大型化が容易になるからである。またＴＦＴのプロセス温度を低温化することで
生産性を飛躍的に改善できれば、生産コストを大幅に低減できる効果も大きい。そこで著者は高性能の多結
晶薄膜を用いて、そのＴＦＴプロセス温度を通常のガラス基板（ノンアルカリ・ガラス）が使える６００℃
以下にすることを目標に、その可能性を調べた。低温プロセスとすればアモーファスＳｉＴＦＴ２）がもう一
つの候補である。このアモーファスＳｉと低温化した多結晶ＳｉＴＦＴの比較論、すみわけ論についても考
察を加えた。 
 ＣＲＴの置き換えと並行して、ＣＲＴでは実現できない画面サイズへの挑戦も試みた。ＣＲＴがカバーし
ている１４型より小型の、あるいは３６型より大型の画面サイズが目標である。ＴＦＴ液晶技術を発展・応
用させてこの領域の画面が実現できれば、小型表示から超大型表示まで、すべての表示サイズをＴＦＴ液晶
技術で制覇するという野心的な狙いが現実のものとなる。例えば超大型表示にはＴＦＴ液晶パネルを用いた
投射型表示が大きな可能性を秘めている。このためには小型で高密度画素を有する表示デバイスが必要で、
ＴＦＴ技術がその鍵を握る。一方、小型表示では薄型・軽量で省電力、かつ高精細度の液晶ディスプレイが
主役となることは間違いない。このためにはドライバ回路のガラス基板上への集積化、すなわちＴＦＴ集積
回路の達成が必要となる。 
そこで本研究で開発したＴＦＴ液晶技術をさらに飛躍・発展させるために、多結晶ＳｉＴＦＴによる周辺
回路の集積化とプロセス温度の低温化をベースとして、その技術と応用について考察した。 
 
第２節  多結晶ＳｉＴＦＴを用いた周辺回路のガラス基板上への集積化技術 
 
２．１ ＴＦＴ周辺駆動内蔵パネルの形成方法に関する検討 
 前に述べたようにＴＦＴによるアクティブ・マトリクス駆動法とカラーフィルタを用いた色再現機能の組
合せにより、クリアなフルカラー表示が得られることが実証された。この表示を実現させる上で問題となっ
たのがＬＳＩドライバの接続であった。今回の例ではデータ線２４０本とゲート線２２０本の合わせて４６
０本の接続が必要であった。この接続は将来ライン数が増えたときには、信頼性やコストを考えると大きな
問題である。またさらにきめ細かい解像度の高い画面の実現には、この接続がボトルネックとなる。 
多結晶ＳｉＴＦＴ型の特徴は移動度が高く、結果としてスイッチングスピードが早いことが期待できる。
この高性能な多結晶ＳｉＴＦＴを用いてドライバ集積回路をガラス基板上に形成し、この面倒なドライバ回
路とその接続を排除できる可能性を秘めている。これが成功すれば、以下のようなことが新たに実現できる。 
（１）ドライバ回路など周辺回路を排除でき、コストを低減できる 
（２）周辺回路の空間が不必要になり、より小型薄型の液晶表示モジュールが実現できる 
（３）ＣＲＴでは実現できないような高解像度の表示を達成できる 
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周辺駆動回路をＴＦＴを用いてガラス基板上に集積する回路構成として、ｎチャネルを使ったモノチャネ
ル駆動回路と、ｎとｐチャネルの両方を使った相補構造駆動回路の二つが考えられる。ＭＯＳトランジスタ
の経験からは、回路構成の汎用性やスピード、消費電力など、一般的には相補構造（ＣＭＯＳ）が有利と考
えられる。そこでＴＦＴを使ってＣＭＯＳ構造を実現することを試みた。 
その第一歩として、相補構造ＴＦＴ（Ｃ－ＴＦＴ）のプロセスを開発した。ここで使った製造プロセスは、
第４章に述べたｎチャネルＴＦＴの製法をベースとして、これにｐチャネルＴＦＴを付け加える方法をとっ
た。ここでのポイントはｐ－ＴＦＴとｎ－ＴＦＴの両チャネルの形成方法である。できるだけ簡単に、しか
も特性は確保しなければならない。そこで、リン・イオンはボロン・イオンを容易に補償できることを利用
するオーバーラップ・ドーピングと名付けた方法を開発した。第６－５図はこのオーバーラップ・ドーピン
グ法によるＣ－ＴＦＴの製造プロセスを使って、ｐ型とｎ型両者の形成法を示している。基本工程はゲート
酸化膜にドライ熱酸化膜を使った高温プロセスであり、多結晶Ｓｉやゲート酸化膜形成、などの工程につい
ては第４章で定めた標準条件を踏襲している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        第６－２図 オーバーラップ・ドーピングを用いたＣ－ＴＦＴの形成方法 
 
多結晶Ｓｉ膜、ゲート絶縁膜、ゲート電極形成に続いて、ここでまず全面にボロン・イオンを打ち込みｐ
チャネルＴＦＴを形成する。次にｐ－ＴＦＴ部のみをレジストでカバーして次にリン・イオンを打ち込む。
開口部のみにリン・イオンが打込まれ、このエリアにおけるｐチャネルはｎチャネルＴＦＴに変化する。こ
の後はレジストを除去して以降の工程を進める。この方法の利点はわずか１回のフォトリソグラフィ工程の
追加で、容易に両タイプのＴＦＴが形成できることである。ここで用いる多結晶Ｓｉ膜はノンドープ（真性）
であり、これがこのオーバーラップ・ドーピングを可能にした。さもなければ、ｐとｎ用に別々にドープし
たＳｉ膜を使うことになり、製造プロセスがかなり煩雑になる。 
Ｂ打ち込み 
フォトレジスト 
Ｐ打ち込み 
ｐ－ＴＦＴ  ｎ－ＴＦＴ 
  ゲート電極形成 
多結晶Ｓｉアイランド形成 
  ゲート酸化膜形成 
  Ｂイオン打ち込み 
 ｐチャネルマスク形成 
  Ｐイオン打ち込み 
   活性化処理 
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ここで開発したオーバーラップ・ドーピング法において、ボロン・イオンの打ち込み量が少ないとｐチャ
ネル側はソース・ドレインが機能しなくなり、オン電流がとれなくなる。一方、リン・イオンが少ないとｎ
側で同様なことが起こる。このドーズ量の最適範囲が存在し、実験の結果、ボロン・イオンのドーズ量が１
０１８／ｃｍ２、リン・イオンが１０２０／ｃｍ２付近で補償効果が現われて、ｐチャネル・ｎチャネルともに十
分な特性が確保できることがわかった。 
第６－３図はこうして得られた両者のＴＦＴ特性を示す。ｐチャネルとｎチャネル両者ともに、ゲート電
圧がゼロ付近でドレイン電流は最小値を示しており、きれいな対称の遷移特性を示している。この時の特性
はｐチャネルが移動度が３．４ｃｍ２／Ｖ･ｓｅｃ、しきい値が－５．６Ｖであった。同様に、ｎチャネルは
８．８ｃｍ２／Ｖ･ｓｅｃ、７．０Ｖであった。このｎチャネルＴＦＴの値は単独で形成した特性と比較して
も遜色無いものである。図から分るように、ｐチャネルはｎチャネルに対して、オン電流が低く、またリー
ク電流が多い。この結果から画素トランジスタにはｎチャネルの方が適していることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．２ ＴＦＴ周辺駆動回路の構成の検討 
まず小型画面をベースにＴＦＴによる具体的な周辺駆動回路の構成について検討する。ドライバ回路につ
いては、ゲート線とデータ線の二つが必要となる。ゲート線ドライバはデータ線よりも駆動スピードがずっ
と遅いから、データ線回路が実現できれば、ゲート線は容易に実現できるものと考えてよい。データ線用ド
ライバ回路は第４章、第－２０図で示した方式と同じ構成を基本に考える。この回路はビデオ線上のデータ
を順次選択して行くためのシフトレジスタ、その出力にしたがってビデオ線のデータを取り込むサンプル・
ホールダからなる。ここでは基本スピードを決定するシフトレジスタについて考察する。 
ゲート電圧ＶＧ（Ｖ） 
－３０  －２０  －１０     ０    １０    ２０    ３０ 
ドレイン電流 ＩＤ（Ａ） 
１０－４ 
 
１０－５ 
 
１０－６ 
 
１０－７ 
 
１０－８ 
 
１０－９ 
 
１０－１０ 
 
１０－１１ 
 
１０－１２ 
 
１０－１３ 
 
 
 ｎチャネルＴＦＴ    ｐチャネルＴＦＴ    
Ｌ／Ｗ＝ 
６μｍ／１０μｍ 
 
ＶＤＳ＝５Ｖ 
Ｌ／Ｗ＝ 
５μｍ／１０μｍ 
 
ＶＤＳ＝－５Ｖ 
第６－３図 相補構造ＴＦＴ（Ｃ－ＴＦＴ）の電圧－電流特性  
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第６－４図 ＴＦＴによる基本駆動回路構成 
 
 素子構成はＣ―ＴＦＴ型をベースに、Ｎ―ＴＦＴ型と比較した。Ｎ―ＴＦＴ型は移動度の高いｎチャネル
ＴＦＴのみを使ったモノチャネル型で、Ｃ－ＴＦＴはｐとｎ型両方を使った相補構造である。ｎ－ＴＦＴで
は第６－４図（ａ）のようなブートストラップ容量を利用した回路を考えた。このブートストラップ方式は
ｎチャネルでは不利となるソースフォロア状態のＶｄｄ側への応答を早くするために、信号φ2の立ち上がり
を利用してブートストラップ容量内の電荷を維持しながらＴＦＴ２へのゲート電極への供給電圧を一時的に
高める方式である。こうしないとクロック信号の電圧を非常に高くするしかなく、ＴＦＴのゲート破壊電圧
を考えると危険である。この構造は一種のダイナミック駆動回路であり、電位の保持を一時的な電荷に頼っ
ているから、時間が立てば電荷が失われ正常な動作ができなくなり、特に低周波側では安定に動作しないと
考えられる。Ｎ－ＴＦＴによるスタティック駆動は応答スピードが遅く、また静止電流が多く、適していな
い。 
ｎチャネルとｐチャネルの両方を用いるＣ－ＴＦＴ型は、両方のチャネルを形成するためにプロセスは複
雑になるが、（ｂ）にあるように回路は比較的簡単な構造で実現できる。この場合は静的駆動であって、電
荷保持に頼らないため駆動は時間に依存せず安定な動作が期待できる。 
このＣ―ＴＦＴ構成とＮ―ＴＦＴ構成では各々利点・欠点がある。Ｎ―ＴＦＴはプロセスは従来と同じで
簡素であるが、回路動作には不安が残る。Ｃ―ＴＦＴは回路動作は安定で設計も容易ではあるが、ｐ－ＴＦ
Ｔを別途作り込むため製造プロセスが多少複雑になる。これを確認するために駆動回路用テストパターンを
設計し、実際に両者の多結晶ＳｉＴＦＴ駆動回路を形成して特性を比較してみることとした。ＴＦＴのチャ
ネル長はそれぞれ１０μｍにした。もちろんチャネル長は短い方がスピードは早くなるが、大面積での均一
なパターン形成を考えるとこの程度が妥当であると考えた。 
ここでＴＦＴ駆動回路の応答スピードに関して簡単な試算をしてみる。ＴＦＴを用いた回路での応答時間
ｔは簡略的に次のようになる。 
                ｔ＝Ｃｄ・Ｖｄ／Ｉｄ                                   （６-１） 
Ｉｎ Ｏｕｔ 
Ｖｄｄ 
ＧＮＤ 
Φ 
Φ 
ｐ－ＴＦＴ１ 
ｐ―ＴＦＴ２ 
ｎ－ＴＦＴ２ 
ｎ－ＴＦＴ１ 
（ｂ）Ｃ－ＴＦＴ構成 （ａ）Ｎ－ＴＦＴ構成 
Ｏｕｔ 
Φ１ Φ２ 
Ｉｎ 
ブートストラップ容量 
ＧＮＤ 
ＴＦＴ３ 
ＴＦＴ２ 
ＴＦＴ１ 
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ここでＣｄはノードに寄生する容量である。これは半導体ＭＯＳ集積回路と異なり、基板が絶縁性であるた
めに配線部や接合部の寄生容量は無視できうる程度に小さく、次段のゲート容量が支配的になる。これをチ
ャネルの幅Ｗと長さＬを使って表すと、 
            ｔ＝Ｃｇ（ＬｘＷ）・Ｖｄ／Ｉｄｏ（Ｗ／Ｌ）                  （６－２） 
となる。ここでＣｇはゲートの単位面積あたりの容量、Ｉｄｏはチャネル形状比が１の場合の電流値である。
この結果、 
               ｔ＝Ｌ２・Ｃｇ・Ｖｄ／Ｉｄｏ                    （６－３） 
となり、応答時間ｔはチャネル幅に依存しないことになる。これがＴＦＴ集積回路の大きな特徴である。こ
こで、Ｌ＝１０μｍ、Ｖｄ＝Ｖｇ＝２０Ｖ、Ｉｄｏ＝１０μＡを使うと､（６－３）式からは０．４μｓｅｃ
となり、電源２０Ｖで数ＭＨｚの応答周波数が実現できることを示唆している。実際のレイアウト・デザイ
ンでは、チャネル幅は両チャネルの移動度の比をとってｐチャネル５０μｍ，ｎチャネル２０μｍとした。
Ｎ－ＴＦＴ型では、ＴＦＴ２がソースフォロアとなるために、立ち上がり時間がこれよりも大きく、応答ス
ピードはＣ－ＴＦＴ型よりも遅いはずである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６－５図 
ＴＦＴシフトレジスタ回路の応答周波数 
 
 
 この両者の実際の動作スピードを確認したものを第６－５図に示す３）。Ｃ－ＴＦＴとＮ－ＴＦＴ両者とも
に最高動作周波数は（６－３）式で見積もった通りＭＨｚオーダーで動作していることがわかる。実際Ｃ－
ＴＦＴでは電源電圧２０Ｖで３．５ＭＨｚ、Ｎ―ＴＦＴでおよそその半分の１．８ＭＨｚであった。一方、
Ｎ－ＴＦＴダイナミック駆動では、予測通り動作下限周波数が存在し、２０Ｖで約１０ｋＨｚ近辺であった。
しかもこの下限値はばらつきが大きく悪いものは１００ｋＨｚ近かった。これは下限周波数がＴＦＴのわず
かなリーク電流に依存し、製造プロセスで制御するのは難しいことを意味している。一方、消費電力の測定
でもＮ－ＴＦＴではクロックφ2で消費される電力が大きく、低減が難しいことがわかった。一方、Ｃ－ＴＦ
Ｔ型の消費電力は１ＭＨｚ・２０Ｖ動作でわずか数１０μＡだった。 
動作周波数 （Ｈｚ） 
１０７ 
 
１０６ 
 
１０５ 
 
１０４ 
 
１０３ 
 
１０２ 
 
１０１ 
 
電源電圧ＶＤＤ（Ｖ） 
  ０             １０             ２０  
 Ｎ－ＴＦＴ   
 Ｃ－ＴＦＴ    
ｆｍｉｎｉ 
ｆｍａｘ 
ＤＣ 
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これらの結果を踏まえ、動作周波数上限値が高いこと、ＤＣレベルまで安定に駆動できること、消費電力
が少ないこと、からプロセスは複雑にはなるがＣ―ＴＦＴ構成が周辺駆動回路には適しているという結論を
確認した。 
 
２．３ ＴＦＴ基板の設計 
 シフトレジスタの基本性能を確認できたので、これらの実験データをもとに実際のドライバ回路を集積し
たＴＦＴ基板の設計を行った。ここで採用した全体の回路ブロック図を第６－６図に示す。画素数は第４章、
第５章で評価したＴＦＴ液晶パネルと同じく２２０ｘ２４０とした。ここでの基本的な動作時間は、データ
線の駆動１サイクル周期は約６０μｓｅｃであり、ゲート線の周期は約１６ｍｓｅｃである。データ線駆動
回路をなすシフトレジスタ、サンプル・ホールダはそれぞれ対称に上下に設け、お互いに接続した。これは
応答スピードを稼ぐことと、起こりうる回路の欠陥に強くし冗長性を持たせる二つの意味がある。ゲート線
も全く同様に左右対称に配置し、ゲート線を両側から同一のドライバにより駆動するものとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６－６図 ＴＦＴ駆動回路を内蔵したＴＦＴ液晶パネルにおけるＴＦＴ基板の回路構成 
 
 まずゲート線駆動回路について考察する。ゲート線の駆動周期は１６ｍｓｅｃであり、シフトレジスタの
クロック周波数は約１６ｋＨｚである。これについては前節第６－５図の結果から全く問題無いことがわか
る。次にゲート線バッファの設計である。ゲート線に寄生する容量は、ＴＦＴのゲートとデータ線との交差
部、及びゲート線上の液晶容量で、これらは第４章、第４節の計算から６．９ｐＦである。ゲート線の信号
振幅を１６Ｖと最低電圧で考え、立ち上がり、立ち下がりをパルス幅６０μｓｅｃの５％、３μｓｅｃ（９
シフトレジスタ（Ｕｐ） 
サンプル・ホールダ（Ｕｐ） 
シフトレジスタ（Ｄｏｗｎ） 
サンプル・ホールダ（Ｄｏｗｎ） 
シ
フ
ト
レ
ジ
ス
タ 
Ｒ 
 
バ
ッ
フ
ァ
Ｒ 
シ
フ
ト
レ
ジ
ス
タ 
L 
 
バ
ッ
フ
ァ 
Ｌ 
シフトクロック 
スタートパルス 
クロック／ 
スタートパルス 
ＲＧＢ反転信号 
Ｒ Ｇ Ｂ 
Ｇ Ｂ Ｒ 
Ｂ Ｒ Ｇ 
Ｄ１Ｄ２Ｄ３Ｄ４ 
Ｇ１ 
Ｇ２ 
Ｇ３ 
Ｇ４ 
２２０ｘ２４０ 
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５％応答）と設定する。そこで、（６－１）式から、ｎチャネルのＩｄｏ＝５μＡ（ゲート電圧１６Ｖ時）
としてチャネル形状比１のＴＦＴの応答時間ｔｇは、 
ｔｇ＝ｌｎ（０．０５）６．９ｘ１０－１２ｘ１６／５ｘ１０－６＝６６.２μｓｅｃ            （６－４） 
となる。これを３μｓｅｃにするためには､形状比を（４１．４／３）＝２２とすればよい。従って、チャネ
ル長を１０μｍとしているから、ｎチャネルのチャネル幅は余裕を見て４００μｍ、またｐチャネルはＩｄ
ｏがｎチャネルの４０％であるから１，０００μｍとした。 
次にデータ線駆動回路を検討する。このシフトレジスタの要求周波数ｆｄは 
    ｆｄ＝２４０／６０μｓｅｃ・３（ＲＧＢ）＝約１．３ＭＨｚ               （６－５） 
である。この周波数は前節で得られたシフトレジスタの動作スピードを１６Ｖ駆動でも十分上回っているか
ら問題ない。サンプル・ホールダの出力に関しては第６－６図に示すようにデータ線を上下から全く対象に
駆動することにより、片側の回路に欠陥があって動作しなくてももう片側によりデータ線は駆動できる冗長
設計を盛り込んだ。この時サンプル・ホールダの動作スピードがクリティカルになる。このサンプル・ホー
ルダは第４章、６節でも検討した通り、０．７５μｓｅｃ（０．２５μｓｅｃｘ３）の間にビデオラインの
信号の９５％以上を信号データ線に伝達せねばならない。データ線容量は５．５ｐＦである。この時データ
線は０Ｖを中心に正フィールドでは＋５Ｖ，負フィールドでは－５Ｖで、信号振幅は合計で１０Ｖになる。
この時データ線のシフトレジスタの電源電圧を１６Ｖとすると、この時形状比１のＴＦＴスピードｔｄは（６
－１）式を応用して次のように表される。 
    ｔｄ＝－ｌｎ（０.０５）ｘ５.５ｘ１０－１２ｘ１６／５ｘ１０－６＝５２.８μｓｅｃ  （６－６） 
この結果から、このｔｄを０.７５μｓｅｃ以下にするためには、チャネル幅を１０μｍの約７０倍（５２.
８／０.７５）が必要となる。そこで余裕を多少見てｎチャネルのチャネル幅を１､０００μｍ、ｐチャネル
を２，５００μｍとした。 
 ドライバ回路を内蔵することにより外部からの接続本数は飛躍的に低減できる。従前の方式では外部から
ドライバ端子接続が４６０本必要となる。一方、この方式では電源が４本、ゲート側の信号が左右２本づつ、
データ側信号としてビデオ線がＲＧＢ計３本、クロックとスタートパルスが１本づつ、合計２０本と大幅に
低減できたことになる。またここで使ったＴＦＴ集積回路は、５０μｍ以下のピッチで配列可能である。従
って、画素ピッチが５０μｍという細やかな画像表現にまでも対応できるということを示している。ちなみ
に、外部接続では１００μｍピッチあたりが限界である。 
 
２．４ ＴＦＴドライバ内蔵液晶パネルの評価 
こうして形成したＴＦＴ駆動回路を内蔵した液晶パネルにビデオ信号を入力しその表示効果を観察した。
第６－７図はこの表示パネルの実際の写真である。第５章で述べた２型パネル同様にクリアなフルカラー画
像を表示できることがわかる。 
駆動条件は設計通り、ゲート線２１Ｖ、データ線の駆動電圧１６Ｖ，またデータ線の信号振幅は±５Ｖを
印加した。まずコントラストを測定した。測定方法は第４章と同じく、ノーマリー白の画面の中に黒のウィ
ンドウ・パターンを表示し、その輝度レベルを測定した。最大ビデオ信号条件で１００：１以上のコントラ
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ストを確認した。また視野角特性は前データとほぼ同一であった。このことから、ＴＦＴによる内蔵ドライ
バは外付けのＬＳＩドライバと全く同一の機能をしていると判断できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６－７図 ＴＦＴ駆動回路を内蔵した液晶パネル 
 
第６－８図はこのようにして形成したＴＦＴを用いた集積回路の写真である。一見、単結晶基板上のＳｉ
ＬＳＩと区別がつかない。液晶パネルができた後の接続は、本数が２０本と少ないため単純にワイアボンデ
ィング法を用いた。このため接続パッドはＡｌにて形成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６－８図 ＴＦＴを用いて形成した集積回路の写真 
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 次にＴＦＴドライバのスピードのチェックを行なった。シフトレジスタが動作しなくなる電圧まで電源電
圧を下げていき、表示効果を観察した。予測されることはデータ線回路用のサンプル・ホールダの書き込み
スピードが遅くなることと、ゲート線の駆動信号の立ち上がり立ち下がりが鈍ることである。どちらも解像
度を低下させることになる。入力の ビデオラインＶｒ，Ｖｇ，Ｖｂに同一の解像度チャート信号を入力し、
水平解像度を目視にて観察した。水平解像度は１６Ｖ付近から徐々に低下しシフトレジスタが追従できなく
なる１２Ｖで急激に低下した。このことからサンプル・ホールダが解像度を決定しているように見え、解像
度を落とさないように駆動できる１６Ｖから２０Ｖがこのパネルの最適駆動条件であった。 
次にこのパネルの消費電力を測定した。この種の小型パネルでは消費電力がしばしば使用上大きな問題と
なる。データ線駆動電圧が１６Ｖ時の総消費電力は約４０ｍＷであった。表示画素における液晶自身での電
力消費Ｐｐは計算上は、 
   Ｐｐ＝Ｃ・ｆ・Ｖｐ＝０.１１ｎＦｘ３０Ｈｚｘ１０Ｖ＝０．０３ｍＷ            （６－７） 
であるから、電力のほとんどはＴＦＴ回路、特に高速駆動しているデータ線駆動シフトレジスタとサンプル・
ホールダにより消費されていることになる。この駆動回路部での消費電力Ｐｄは 
    Ｐｄ＝Ｃ・ｆ・Ｖｄ＝６ｐＦｘ４８０段ｘ１．３ＭＨｚｘ１６Ｖ＝５９．９ｍＷ     （６－８） 
と見積もれ、ほぼ実測値とオーダーで一致する。実測値の方が少ないのはサンプル･ホールダの振幅がビデオ
信号によって異なり、通常は平均７－８Ｖ程度で計算値より低いためと推測している。ここで、シフトレジ
スタとサンプル･ホールダ回路の一段当たりの寄生容量を６ｐＦである。因みにこの値は同じディメンジョン
でＳｉ単結晶基板に作成したＬＳＩに対し約１／３である。ＴＦＴ内蔵回路を用いることにより消費電力の
低減が図られることがわかる。 
 以上、ＴＦＴを用いたドライバ回路内蔵化に関して次のように結論付けた。 
（１）動作周波数と消費電力に関する実験と評価結果により、ｐ型とｎ型の相補構造ＴＦＴが目的に合致
することがわかった。 
（２） この相補構造のＴＦＴドライバ回路を内蔵したフルカラー表示パネルを試作し、実動作を確認した。
この結果、ＴＦＴ集積回路は移動度やスピードではＳｉ単結晶ＬＳＩに劣るものの、設計上の工夫
により外付けＬＳＩと同等の動作をすることが確認された。 
（３）表示パネルはコントラスト１００：１を示し、その他の表示特性もドライバ外付けの２インチパネ
ルと全く同等であった。 
（４）但し、動作電圧（電源電圧）が１６Ｖ以下では応答速度が落ちてくるため解像度が劣化してくる。
更に高い解像度のパネルに適応するためにはｐ，ｎ－ＴＦＴともに移動度を改善して行かねばなら
ない。 
（５） 消費電力からは絶縁基板上の寄生容量が少ない効果が十分現われ、単結晶ＳｉＬＳＩの１／３以下
であった。 
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第３節  多結晶ＳｉＴＦＴプロセス温度の低温化に関する試験と考察 
 
ＴＦＴプロセスの低温化はガラス・サイズの大型化のためには必須の課題であることは前に述べた通りで
ある。基本的アプローチとして、構造や諸元は前述の高温プロセスを出発点として、性能や安定性を改善し
ながらプロセス温度の低温化について試験を進めてその課題や実現性について考察を加える。 
まず基本とするプロセスフローを第６－９図に示す。ＴＦＴ駆動回路を集積することを前提にしているた
めに、ｐ型とｎ型を作る相補構造（Ｃ－ＴＦＴ）を前提に組み立てている。低温化するにあたって、キーと
なるのは次の４つの工程である。 
（１）低温での多結晶Ｓｉ結晶成長 
（２）低温成長ゲート酸化膜 
（３）イオン打ち込みにて形成されたソース･ドレイン層の不純物の低温活性化 
（４）最終工程で多結晶Ｓｉ層のトラップを埋めるための低温水素化処理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          第６－９図 低温プロセス相補型多結晶ＳｉＴＦＴの製造フロー 
 
（１）結晶化処理 ①レーザー・アニール 
         ②固相成長法 
（２）低温ＣＶＤ 
 
（３）活性化処理 ①レーザー･アニール
         ②ランプ･アニール 
多結晶Ｓｉアイランド形成 
多結晶膜成膜 
ゲート酸化膜成膜 
ゲート電極形成 
ｐチャネルソース･ドレイン 
ｎチャネルソース･ドレイン 
パシベーション 
層間絶縁膜 
コンタクト･ホール形成 
金属配線層形成 
水素化処理 （４）水素プラズマ 
Ｍｏ金属膜 
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結晶化は二つの方法が考えられる。一つはレーザ光を照射し、ガラス基板に熱が及ぼさない程度の短時間
でメルトと結晶化を行う方法である。これについてはＡｒレーザなど比較的短波長のレーザで実験したとこ
ろ、メルト条件のウィンドウが非常に厳しく，エネルギーが少しでも足りないと何も起こらず、逆にわずか
でも多いと蒸発してしまうということが判り，高性能で均一性のすぐれたレーザ光源が必要という結論に至
った。もうひとつの方法、固相成長というやり方を試してみた４）。これは６００度－６５０度にて長時間ア
ニールする方法である。ガラス基板の耐熱性が壁ではあったが、縦型炉を使ってガラス基板を水平に維持す
る方法で基板が撓むことを避けることができた。この方法は時間がかかるものの、再現性と均一性にすぐれ，
実用的であると判断した。 
酸化膜については、何をやっても熱酸化膜にかなうはずは無く、必要最低限のデバイス信頼性を確保する
ことを目標に、常圧CVD膜、減圧CVD膜、スパッタ膜、など様々な方法を試みた。最終的には成膜直前に表面
をプラズマ・クリーニングして成膜するプラズマCVD法がベストであるとの結論が出た。この場合、成膜した
膜そのものよりも、表面クリーニングによる界面準位を低減できた効果のほうが大きかった。 
イオン打ち込み後の不純物活性化については、Bイオンに関しては比較的低温で（あるいはある程度のドー
ズ量さえ確保すればアニールなしでも）いけることが判明したが、Pイオンについては炉アニールでは８００
度は必要なことがわかった。そこで、レーザのような短時間アニールも検討したが、半導体でも導入されつ
つあったランプ･アニール法が比較的短時間でガラス基板に影響を与えずに活性化できることがわかった。ラ
ンプは通常のハロゲンランプで、およそ数秒間の照射で必要な活性化を行うことができた。 
最後の水素化処理であるが、高温プロセスでは４５０℃の水素を含んだフォーミングガス雰囲気での単純
なアニールでできたが，低温プロセスではゲート材料が金属になるため、単なる熱プロセスでは水素の導入
が難しかった。そこで水素をプラズマ中でラジカル化して、その高い運動エネルギーを利用して強引にチャ
ネルに水素を導入する方法をとった。しかしながらエネルギーが高すぎるとダメージが発生し，低いと効果
が薄いという狭いプロセス･ウィンドウに悩まされた。これについては水素濃度をあげることと、処理時間を
伸ばすことでクリアした。 
 これらの予備実験の結果を基に実際のＴＦＴを試作した。           
まずＳｉ膜を減圧CVD法で５００Å成膜した後、６００℃の炉に入れて１２時間アニールする。そしてＳｉア
イランドを作ってから、CF４雰囲気でプラズマ・クリーニングを施した直後に、同一チャンバーでゲート酸化
膜をプラズマCVDで１，５００Åつける。そしてＭｏによるゲート電極を形成してから全面にＢ（ドーズ量５
ｘ１０１７/ｃｍ２）イオンを打ちこむ。それからｎチャネル領域のみにＰイオン（ドーズ量５ｘ１０１８/ｃｍ２）
を打ちこむ。その後減圧ＣＶＤ炉でＳｉＯ2層間絶縁膜を５、０００Å成膜してからコンタクト･ホールを開
ける。そして不純物活性化のためのランプアニールを実施して、次にＡｌによる配線層を形成する。その後
水素プラズマで処理して、最後にパシベーション酸化膜をつける。 
このようにして作ったｎチャネルＴＦＴの特性を他の製法と比較して第６－１０図に示す。非アニールで
は高温プロセスにはるかに及ばない特性しか得られなかった。固相成長法によるｎチャネルＴＦＴでは電子
移動度は約２０ｃｍ2／Ｖ･ｓｅｃ、ｐチャネルのホール移動度は約１２ｃｍ2／Ｖ･ｓｅｃであった。両者とも
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に１２時間の結晶化処理のおかげで高温プロセスＴＦＴよりは約2倍高い性能が得られたことがわかる。もち
ろん、固相成長の温度と時間をかければもっとよい特性が得られることが判っているが、プロセスの実用性
と必要とするＴＦＴ特性の関係で，このあたりが限度であろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  さらにレーザー・アニールも実験してみた。狭いプロセス・ウィンドウの中で辛うじて生き残った性能の
よいものを選び出した。詳しい解析はできていないもの、移動度やしきい値は固相成長法をはるかに上回る
性能が確認できた。これはレーザー・アニール法の高いポテンシャルを示すもので、安定して量産に見合う
レーザー照射装置が開発できればこの方法がベストなろう。いずれの方式でも、いかに良質で大きなＳｉ多
結晶グレインを成長させるかがＴＦＴの性能の決め手となっている。 
 ここで得られた固相成長法によるｎチャネル低温プロセスＴＦＴを対角５インチの液晶パネルに応用して、
その表示画面を確認した５）。表示性能は高温プロセスＴＦＴを用いた液晶画面と比べて、遜色はなかった。
この結果からわかるように、多結晶ＳｉＴＦＴプロセス低温化は画面大型化に大きく貢献できることを実証
した。 
 
 
ゲート電圧ＶＧ（Ｖ） 
－１０     ０     １０     ２０    ３０ 
ドレイン電流 ＩＤ（Ａ） 
１０－３ 
 
１０－４ 
 
１０－５ 
 
１０－６ 
 
１０－７ 
 
１０－８ 
 
１０－９ 
 
１０－１０ 
 
１０－１１ 
 
１０－１２ 
 
１０－１３ 
 
 
レーザー・アニール法 
固層成長法 
非アニール 
Ｗ／Ｌ＝ 
１０μｍ／１０μｍ 
 
第６－１０図 ｎチャネル低温プロセスＴＦＴの特性  
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第４節 ＴＦＴ液晶画面の大型化に関する考察 
 
４．１ ディスプレイ技術のサイズ別の棲み分けとトレンドに関する考察 
冒頭で述べたように、本研究の究極の目標はＣＲＴを｢液晶壁掛けテレビ｣あるいは｢液晶大画面スクリー
ン｣により置き換えることである。その第一歩として、多結晶ＳｉＴＦＴによるアクティブ・マトリクス小型
パネルを用いて原理開発や周辺開発を行ない、そのカラー表示に関する高いポテンシャルが明らかになった。
そしてそれをさらに発展させるために、多結晶ＳｉＴＦＴを使った駆動回路や周辺システムのガラス基板上
への集積化や多結晶ＳｉＴＦＴプロセスの低温化に取り組み、その具体的成果を示すことができた。そこで、
これらの技術の延長線として最終ゴールである大画面テレビスクリーンの実現に向けた方法論、課題につい
て考察してみる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６－１１図 表示デバイス全体におけるＴＦＴ液晶のエリアマップ 
 
画像表示ディスプレイの対角１インチから１００インチまでに使われている、あるいは使われる可能性の
ある技術をマップ上に示したのが第６－１１図である。５０インチ以下を直視型、それ以上を投射型と大き
く分けることができる。非液晶表示では１４インチから３６インチまでがＣＲＴ，３０インチから５０イン
チまでがＰＤＰ（プラズマ・ディスプレイ）、また５０インチ以上ではＣＲＴ、ＬＣＯＳ６）とＤＬＰ（Digital 
Light Processing）７）の投射型表示が使われている。これに対して、液晶では２インチ以下の超小型が高温
プロセス多結晶ＳｉＴＦＴ（ＨＴＰＳ）、２インチ程度から６インチ程度が低温プロセス多結晶ＳｉＴＦＴ、
そして２インチ程度から２８インチまでがアモーファスＳｉＴＦＴ（ａ－ＳｉＴＦＴ）、また４０インチ以
上のプロジェクション表示ではＨＴＰＳの液晶ライトバルブ（ＬＣＬＶ）、というように棲み分けしながら
使っていけると考えている。液晶ではＨＴＰＳ，ＬＴＰＳ，ａ－ＳｉＴＦＴの３つの技術が存在して、１イ
ンチから１００インチまでフルレンジでカバーできることが最終目的である。そこで、本研究を通して開発
した多結晶ＳｉＴＦＴの技術がこの表示レンジでどのように使い分けられるかを検討してみる。 
２型以下の小型サイズは主に投射型の拡大投影表示に使われる。これは高密度の微細画素を必要とし､半導
 １    ２   ３   ５   １０   ２０ ３０   ５０   １００ 
画面サイズ（対角インチ) 
投射型表示 
ＣＲＴ 
ＰＤＰ 
ＣＲＴ 
ＤＬＰ 
ＬＣＬＶ 
（ＨＴＰＳ） 
（ＬＣＯＳ） 
直視型表示 
非
液
晶
表
示 
液
晶
表
示 
ＨＴＬＰ 
ａ－ＳｉＴＦＴ 
ＬＴＰＳ ＬＴＰＳ 
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体プロセスに準じて形成するＴＦＴドライバ内蔵の高温多結晶ＳｉＴＦＴ（ＨＴＰＳ）には最適の方法であ
る。これについては後に詳述する。一方、低温多結晶ＳｉＴＦＴ（ＬＴＰＳ）については、２５型以上の大
型画面と１０型以下の小型に存在価値があると考えている。２５型以上になると対象はテレビ画面表示で､
しかもワイド画面の高品位テレビ（ＨＤＴＶ）を狙いにしたい。このような超高解像度では走査スピードは
１０μｓｅｃと極めて早く、この期間で４、８００画素に書き込みを行う必要がある。ａ－ＳｉＴＦＴの性
能では追いつかなくなると予測している。ここに高スピードのＬＴＰＳ技術が必要となる。この場合、ドラ
イバ回路は必ずしも内蔵しなくてもよい。 
一方、１０型以下ではコストの問題から、ＬＴＰＳ技術がａ－ＳｉＴＦＴに比べて有利になる。次にこの
課題を検証してみる。 
 
４．２ 直視型液晶表示おける低温多結晶ＳｉＴＦＴ技術の位置付け 
表６－１にａ－ＳｉＴＦＴと低温多結晶ＳｉＴＦＴ（ＬＴＰＳ）の比較を示す。ａ－ＳｉＴＦＴは最高３
５０℃で形成でき生産しやすいが、安定性、特性的には弱い。一方、ＬＴＰＳはその形成に４５０℃は必要
になるが、特性･安定性に優れる。キーポイントはその生産性にある。ａ－ＳｉＴＦＴは５枚のフォトマスク
で完成する。一方ＬＴＰＳは９枚必要になる。この差分の４枚は主にイオン打込み工程である。またこの他
にＬＴＰＳは結晶化工程（レーザー・アニール）など、余分なプロセスを必要とする。これらを含めて総合
的にスループット（生産性）を評価すると、ＬＴＰＳはａ－ＳｉＴＦＴの４割多くの付加的な工程を必要と
する。歩留りについてはプロセスが複雑なＬＴＰＳの方が不利であるが、生産技術が進めばａ－ＳｉＴＦＴ
と同等レベルになると考えてよい。 
 
 ａ－ＳｉＴＦＴ ＬＴＰＳ 
ＴＦＴタイプ ｎチャネル ｎ／ｐチャネル 
最高プロセス温度 ３００℃ ４５０℃ 
フォトマスク数 ５枚 ９枚 
移動度 ｎチャネル  
    ｐチャネル  
０．５ｃｍ２／Ｖ･sec  
      － 
２０－１００ｃｍ２／Ｖ･sec 
１０－５０ｃｍ２／Ｖ･sec 
ＴＦＴドライバ回路 不可 可能 
総スループット １ １／１．４３ 
歩留り ８０－９０％ 同等？ 
 
表６－１ ａ－ＳｉＴＦＴと低温多結晶ＳｉＴＦＴの比較 
 
経済的な効果を見るために、ＴＦＴドライバを内蔵したＬＴＰＳとドライバＬＳＩを外付けしたａ－Ｓｉ
ＴＦＴとコスト比較した。その結果を第６－１２図に示す。ここではごく標準的な条件に従ってａ－ＳｉＴ
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ＦＴの製造コストを６５円／ｃｍ２、外付けドライバのコストを１円／ピン、ＬＴＰＳの製造コストをａ－Ｓ
ｉＴＦＴの１．４３倍と仮定してドライバ付き液晶パネルのコストを見積った。その結果、この仮定のもと
では６インチより小型ではＬＴＰＳの方が安くできることになる。またＬＴＰＳの生産性が向上すれば、こ
のクロスポイントはより大きなサイズにシフトし、将来は１０型以上の超高解像度表示ではＬＴＰＳが有利
になるものと期待できる。事実、ＬＴＰＳで１０型ＸＧＡ解像度品がある電気メーカによりすでに商品化さ
れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   第６－１２図 ａ－ＳｉＴＦＴと低温多結晶ＳｉＴＦＴのコスト比較 
 
４．３ ＴＦＴ液晶パネルを用いた投射型表示の研究 
ＴＦＴ液晶は対角１００インチという超大型画面を実現する投射型表示（プロジェクション・ディスプレ
イ）にも使える。ＴＦＴ液晶直視型表示の開発を始めた当初から、並行して液晶による大型画面実現にはプ
ロジェクション表示が不可欠な技術であると考えて、実現する方法を模索していた。ＣＲＴを使ったプロジ
ェクション・テレビは存在するが、やはり大きく，重く，また光学的に奥行きが必要であった。一方小型高
密度の液晶パネルを使って拡大投影すれば薄型軽量で、壁掛けテレビに近い大型スクリーンが期待できる。
このとき周辺回路を内蔵したＣ―ＴＦＴ構造の多結晶ＳｉＴＦＴ液晶パネルを使えば、小型・高密度で革新
的な投射型表示ができるはずである。 
直視型カラー液晶パネルでは、カラーを再現するために画素内にＲＧＢカラーフィルタを用いて色画素を
平面配置した。この欠点はカラーフィルタで約７０％の光が吸収され、光の利用効率が悪いことである。大
画面表示の実現ではもっと明るく、輝くようなスクリーンが必要と考えた。この目標実現に向けて新しい方
法を創出した。カラーフィルタを用いずに、白色光源を一度ＲＧＢのビームに分解して、その各ビームをラ
イトバルブを通して、そしてそのビームを再合成する方式である。この場合、捨てる光がなく極めて光効率
１００,０００ 
１０,０００ 
１,０００ 
０    ５   １０   １５   ２０ 
対角線サイズ（インチ）
価格（円） 
３２０ｘ２４０ 
６４０ｘ４８０ 
８００ｘ６００ 
１,０２４ｘ７６８ 
ｐ－ＳｉＴＦＴ 
ａ－ＳｉＴＦＴ 
ａ－ＳｉＴＦＴ：６５円／ｃｍ２ 
ｐ－ＳｉＴＦＴ： 
１．４３ｘ（ａ－ＳｉＴＦＴ） 
ドライバコスト：１円／ピン 
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の高い表示が実現できる。液晶プロジェクタはまさにこの概念を具現化したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６－１３図 ＴＦＴ液晶ライトバルブを用いたプロジェクション表示装置 
 
 
第６－１３図は著者らが世界で初めて実現した３板式液晶プロジェクタの構造図である。白色光源からの
光を集光ミラーとコンデンサー・レンズにより平行ビームを作り出す。次にこの白色ビームをまずダイクロ
イックミラーＤＭ１でＲ成分を取り出し、Ｒ用ライトバルブＬＶＲに導く。ＤＭ１で反射したＧとＢの成分は
ダイクロイックミラーＤＭ２でＧのみ反射させＧ用ライトバルブＬＶＧに導く。そしてＤＭ２を透過したＢ成
分はミラーＭ２，Ｍ３によりＢ用ライトバルブＬＶＧに導かれる。これらのＲＧＢビームは対応するライトバ
ルブを透過し、キュービック状のダイクロイック・プリズムにて合成される。その後この再合成されたビー
ムは投射レンズによりスクリーン上に画像を映し出す。 
ＲＧＢの平行ビームを作るためここに用いる光源は、点光源が望ましい。さらに光源には発光効率が高い
ことに加えて、ＲＧＢ成分のバランスがとれたスペクトルをもつこと，などいくつかの厳しい要求があった。
様々な光源をテストした結果、「メタルハライド・ランプ（ＭＨランプ）」が最適という結論に至り、ラン
プメーカの協力を得て、液晶プロジェクタ専用のＭＨランプを開発した。 
３枚のＴＦＴ液晶パネル（ライトバルブと称する）にはＲＧＢの信号が入力される。ここでは駆動回路を
集積化したモノクロ多結晶ＳｉＴＦＴ液晶ライトバルブを使った。対角１．３インチに６４０ｘ４８０とい
う高密度画素のために、外付けの駆動回路は接続できない。そこで本章・第２節で述べたＣ－ＴＦＴ構造で
すべての駆動回路をガラス基板上に集積化した。因みに画素サイズは４０μｍと超微細である。この外観を
第６－１４図に示す。これはまさに相補構造の高性能多結晶ＳｉＴＦＴの技術がもたらした全く新しいデバ
イスであり、これが液晶プロジェクタという全く新しい商品を世に送り出したことになる。 
ここで用いたダイクロイック･プリズムは４つの三角プリズムの内面にダイクロイック反射膜をコーティ
ングした後に、精密に貼り合わせる。これはＴＦＴライトバルブと並んで、この液晶プロジェクタの心臓部
Ｒ 
Ｇ 
Ｂ 
投射レンズ 
コンデンサーレンズ 
光源 
集光ミラー 
ＤＭ１：シアン（Ｇ＋Ｂ）反射ダイクロイックミラー 
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ＬＶＧ 
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 117 
であり、従来になかった全く新しい光学デバイスである。この光学系を載せた構造を光学エンジンと名付け、
新たに精密光学系の開発を行った。第６－１５図はこの光学エンジンの外観写真である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６－１４図 ＴＦＴ液晶ライトバルブの外観写真  第６－１５図 液晶プロジェクタの光学エンジン部 
                  
この多結晶ＳｉＴＦＴとダイクロイック・プリズムの組み合わせは、次に述べる大きな利点がある。 
（１）光学系が非常にコンパクトで、可搬型プロジェクタを可能にする 
（２）投射レンズのバックフォーカス長が最短にでき、投射レンズの構成が簡単になりオートズームを可
能にする 
（３）ＲＧＢに分解し再合成するために光のロスが少なく、高い輝度と色度を可能にする 
（４）液晶を3枚（３板方式と称する）使うため，スクリーン上の一つの画素がＲＧＢすべて再現できる。
結果として解像度が高く、ＲＧＢ配列のない見やすい画面を可能にする 
 従来はプロジェクタあるいはプロジェクション・テレビといえばＣＲＴ方式しか存在せず、大きく重くて
とても持ち歩けるものでもないし、またスクリーンは常に固定されていた。ところが液晶プロジェクタのこ
れらの利点は従来のＣＲＴプロジェクタでは出来ないポータブル・プロジェクタを可能にした。この液晶プ
ロジェクタの登場で、ビデオ・プロジェクタの概念を大きく変えることになった。 
この最初の試作品は１９８６年に発表され8）、超小型ビデオ・プロジェクタとして世界の脚光を浴びた。
そして１９８９年に小型ビデオ・プロジェクタとして世界で初めて商品化に成功した。この時以来、スクリ
ーンを前方に配置するフロント型プロジェクタとして、業務用のプレゼンテーション･ツールに広く用いられ
るようになった。現在普及している液晶プロジェクタはすべてここに源を発しており、現在では年間２００
万台、生産額６，０００億円の巨大市場を創出するに至った。また現在ではこの技術をリア･プロジェクタに
発展させて、薄型で軽量の６０型以上の家庭用大画面テレビの開発が進んでいることは周知のとおりである。
まさに大型テレビ表示を目標とした本研究の成果が、対角１００インチクラスの大型画面まで実現できるこ
とを実証したのである。 
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 最後にこの研究成果をベースに開発した液晶プロジェクタの完成品写真を第６－１６図に、またこのプロ
ジェクタが再生した画像を１００インチスクリーンに投影表示した映像を第６－１７図に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６－１６図 液晶プロジェクタの外観写真     第６－１７図  
                         液晶プロジェクタで再生した１００インチ画面 
 
第５節  結言 
 
本研究で得られた成果であるＴＦＴを用いたアクティブ･マトリクス液晶技術を発展させていけば、小型画
面（対角１インチ）から大型（対角１００インチ）まですべての画面サイズを実現できることを示した。ま
た本研究の成果は、「ＣＲＴを置き換える」という命題を達成するのみでなく、ＣＲＴでは実現出来なかっ
た新たな応用、市場を生み出すことまで成功した。 
この章で得られた成果は以下の通りである。 
（１） ｎチャネルとｐチャネルタ結晶ＳｉＴＦＴを同時に形成する相補型ＴＦＴ（Ｃ－ＴＦＴ）技術を新た
に開発し、周辺駆動回路を同一ガラス基板上に集積化することを可能にした。オーバーラップ・ドー
ピングと名付けたこの新技術により、駆動回路のコスト低減に加えて、高解像度，高密度画素を可能
にした。 
（２） 多結晶ＳｉＴＦＴの形成温度を６００℃以下に低減することに成功し，その結果画面の大型化を可能
にした。低温形成でも高いＴＦＴ性能を確保するために、多結晶Ｓｉ成長、高品質ゲート酸化膜、ド
ーピングされた不純物の低温活性化、水素プラズマ処理、の４つについて新しい製法を開発した。高
いキャリア移動度を実現するための多結晶Ｓｉの結晶成長を促進する方法として、固相成長法を試み
た。加えてレーザー･アニール法で更なる性能改善が出来ることを確認した。 
（３） 相補型ＴＦＴにより駆動回路を完全に集積化した超小型・微細画素ＴＦＴ液晶パネルを用いた液晶ビ
デオ･プロジェクタを開発した。これは光源からの光をＲＧＢの３つのビームに分解し、ＲＧＢ計３
枚のＴＦＴ液晶ライトバルブを通して像を形成した後に、ダイクロイック・プリズムでビームを再合
成してスクリーン上に投影するものである。このＴＦＴライトバルブとダイクロイック・プリズムの
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二つの全く新規なデバイスに加えて、新たに開発したＭＨランプとの組み合わせで従来にはなかった
「ポータブル･プロジェクタ」という商品と事業を創造した。 
これらの成果は、第４章で得られたカラー液晶技術に加えて、対角インチから１００インチ画面という広
いレンジをカバーできるまでに展開することを可能にした。対角１０インチまでは低温プロセス多結晶Ｓｉ
ＴＦＴ（ＬＴＰＳ）を利用して、周辺駆動回路を同一ガラス上に集積化したＴＦＴ液晶パネルが有用である。      
また２５インチ以上のハイビジョン対応の液晶画面はその高速動作から多結晶ＳｉＴＦＴ技術が有力となる。 
その中間はアモーファスＳｉＴＦＴが使われているが、将来の高解像度時代にはすべてＬＴＰＳ技術に置き
換わる可能性が高い。また４０インチ以上では高温プロセス相補型多結晶ＳｉＴＦＴによる３枚の高密度液
晶パネルを用いた液晶投射表示（プロジェクション表示）が効果的である。特に４０インチから６０インチ
までの画面サイズでは薄型のボックスに収納したリア・プロジェクタ、６０インチ以上はスクリーンを外に
設置するフロント・プロジェクタ、というようにすみわけが進むであろう。 
このように、著者が開発した高温／低温プロセスＴＦＴ液晶技術、直視方式カラー表示技術、及びＲＧＢ
３板式投射方式、この３つの核技術を利用すれば全てのサイズを実現できることになる。これは当初の目標
であった「ＣＲＴの置き換え」に加えて、ＣＲＴのカテゴリーをさらに広げた新たなディスプレイ商品と市
場の創造を達成したことを意味する。 
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第７章  カラーＴＦＴ液晶技術による新規産業創出に関する考察 
 
第１節   液晶市場形成の歴史 
 
１９８３年に発表した世界で始めてのブラウン管を使わないカラーテレビの発表は、計り知れないインパ
クトを世の中に与え、それを受けて１９８４年に事業化をスタートした１）。この時に約５０億円を投じて、
世界で始めてのＴＦＴを製造する工場を立ち上げ、「液晶ポケットテレビ」という名称で世界に向けて出荷
を開始した。表示はまだ２型という小さい画面ではあったが、これが大手家電会社に大きな影響を与えた。
主柱事業であったテレビ事業が脅かされる可能性があったからである。これを契機に、大手電機メーカがＴ
ＦＴカラー液晶の生産とそれを用いた携帯型テレビの事業に続々と乗り出してくることになる。始めてから
１５年が経過し、その間の幾多の関係者による事業化努力により、２１世紀始めには２兆円を超える産業に
成長した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第７－１図 ＴＦＴ液晶の成長曲線 
 
第７－１図はこの成長の過程を示している。事業化を始めた８４年から８０年代末までは、かって経験の
なかったＴＦＴというデバイスを大量生産するためのインフラストラクチャを構築する時代であり、これを
「揺籃期」と名づけた。この時代は筆者が開発した多結晶ＳｉＴＦＴと並んで、アモーファスＳｉＴＦＴが
多く登場した２）。同時にこれも著者らが世に送り出したＭＩＭ型ダイオード３）も登場し、同じゴールに向か
って多くの関係メーカがさまざまな新しい試みを発表し、アクティブ・マトリクスカラー液晶技術は百花繚
乱であった。この時代の産業規模はせいぜい年間生産額１００億円といったところで、より大きな表示画面
実現へ向けて日本中が精力を傾けた時代でもあった。９０年代に入るとこれらの努力の成果が実を結び、ラ
ップトップＰＣ（パーソナル・コンピュータ）用のカラースクリーンという独壇場を得たＴＦＴ液晶は年率
３０％という勢いで成長していった。この時期を「独自成長期」と名づけた。これによりカラー・ノートパ
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ソコンという新たな市場を生み出すとともに、ＴＦＴ液晶産業は一挙に花形産業となった。日本の大手ＰＣ
メーカはこぞってこの分野に積極投資を展開し、世界をリードするに至った。しかしながらこの高度成長は、
韓国･台湾勢の注目を浴び、「第２のＤＲＡＭ」産業として彼らの参入を許すこととなった。生産技術はすで
に装置に大きく依存し、資金があれば誰にでもチャンスのある産業になっていった。９０年代末になるとノ
ートＰＣの成長率は鈍化し、巨額の投資を必要とするＴＦＴ液晶産業にとって新たな高成長市場が必要とな
った。ここで液晶モニターが登場した。これはＴＦＴ液晶がコストではかなわないとされていたＣＲＴを置
き換える初めての市場である。９０年代末から低コスト化を急速に進めて、１５型を標準とする液晶モニタ
ー事業が立ち上がり、今日ではノートＰＣを台数ベースで抜く勢いにまでなった。この時代を「ＣＲＴ置き
換え第１期」と名づけた。こうして２００５年ごろにはＰＣモニターの半数以上はＣＲＴから液晶に置き換
わっているものと予測している。そしてその次に来るものがいよいよ液晶によるテレビの台頭であろう。こ
れを「ＣＲＴ置き換え第２期」として、２０１０年ごろには最後の「真空管」であったＣＲＴは姿を消して
いくことになるだろう。 
このように、ＴＦＴ液晶産業は過去３つの世代を経て、今日では２兆円産業に達した。そこでこの章では
各々の時代における産業形態と事業の発展過程を順次考察していく。 
 
第２節 「揺籃期」のＴＦＴ液晶事業とインフラストラクチャの構築 
 
著者らが工場を作って立ち上げたのは１９８４年のことである。まったくといって経験のないＴＦＴ素子
の製造ラインの構築と生産技術の確立に苦労した時代でもあった。全てのことが新しいことへの挑戦であり、
生産システムの確立し、歩留りを改善し生産性を向上していくという努力を軌道に載せるのが課題であった。
一つのパネルにつき数万から数十万個の画素を無欠陥で作り上げねばならず、「歩留り」との競争には相当
苦労した。きちんとした事業計画を作る以前に、合理的な歩留りで量産できるものかどうかを問われていた。 
この時期の事業化へのモチベーションは「ＣＲＴテレビへの挑戦」であった。軽薄短小文化をリードして
きた電子機器メーカは、液晶を使って大手家電メーカに独占されていたテレビ産業に参入することを狙って
いた。それに対し家電メーカは防戦上液晶テレビの開発をスタートし、「電子機器メーカ vs 家電メーカ」
という競争により技術の改善が著しいスピードで進行していった。その結果、製造技術は飛躍的に進歩し、
始めは懐疑的であった大手各社も次第にその価値を認めて相次いでＴＦＴ液晶の製造ライン投資に踏み切る
ことになった。この時代の成果は大量生産時代に備えて、次のようなインフラを築き上げたことであった。 
（１） ガラス大型角基板に対応する生産装置の開発 
主に薄膜の成膜装置４）と微細パターンを描くためのフォトリソグラフィ装置５）である。低温成膜の必要性
から、半導体膜にはプラズマＣＶＤ、絶縁膜にはスパッタが選ばれ、以降の主流装置となった。プラズマ炉
やスパッタ装置は幸いなことにアモーファスＳｉ太陽電池や光センサで開発されていたので、初期はこの装
置形態を踏襲するところとなった。これは縦型炉と呼ばれ、大型トレイに複数のガラス基板を縦型に載せて
成膜する方法で、これはごみを出し歩留りを阻害する大きな原因であることが判明し、後にはまったく違っ
た形態へ変化する。 
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フォトリソグラフィではＬＳＩと同様に、ステッパやミラープロジェクション装置を使って描画サイズの
大型化が試みられた。同時にフォトレジストの塗布や現像する装置も一体となって開発された。この時代に
は装置メーカの二人三脚で装置インフラの基礎が出来上がった。 
（２） 生産システムの構築と歩留り 
 生産方式は、まずＴＦＴ基板、液晶セル、モジュール組み立て、という３つの性格の異なる工程からで来
ている。ＴＦＴ基板工程は半導体工場を模倣して作った。液晶セル工程はそれ以前に存在していたＴＮ液晶
の工程をベースに作り上げた。モジュール工程はドライバを接続し、バックライトをはめ込むアッセンブリ
が主体であり、ＴＡＢ（Tape Automated Bonding）と呼ばれるドライバＬＳＩの圧着工程がキーであった。
この中で歩留りの決定要因は主にＴＦＴ工程、その次はセル工程であった。特にガラスという絶縁基板を扱
うことから静電気破壊は深刻な問題で、次がクリーンルームの中で発生するごみ対策であった。その結果、
２型から始まり６型程度の画面は高歩留りで製造できるレベルにまで到達した。 
（３） 材料の開発 
ＴＦＴ液晶で用いる材料はほとんどが新しいものばかりで、自社開発はリソースの関係上無理があった。
例えばカラーフィルタは自社でも出来ないことはないが（最初は実際にやった）、生産効率やコストを考え
ると専門メーカに任せたほうが得であった。このようにすべてを供給できる体制を作らねばならず、材料メ
ーカを説得しながら育てていく時代であった。 
主要部材であるカラーフィルタ基板、ＴＦＴ専用の液晶材料、シール材、封止材、スペーサ、配向材、偏
光板などのパネル材料、ドライバＬＳＩ、バックライトなどのモジュール材料に始まり、ＴＦＴ製造で使う
専用のフォトレジスト、現像・剥離材、エッチング液、などの間接部材に至るまで総動員で材料インフラを
作った。その結果、ほとんどの専用材料をこの時代末までに開発を終え、供給体制を築き上げることができ
た。 
この揺籃期に参入していたＴＦＴ液晶メーカはおよそ日本の１０社、装置インフラは約３０社、材料分野
では約５０社という大規模産業のピラミッド構造の基礎が出来つつあり、製造技術上の課題は克服され次の
成長期を待つことになる。 
８０年代末に襲った円高不況は、製造業の海外生産シフトを余儀なくさせ、ＣＲＴも例外でなかった。テ
レビを得意とするＣＲＴメーカは生産基地を海外にシフトせざるを得ず、ＣＲＴ工場の国内の空洞化が進む
中、切り札としてカラーＴＦＴ液晶に展開しようという作戦に出た。おりしも「ハイビジョンは液晶しかな
い」というショッキングな雑誌記事が掲載され６）、この記事に後押しされるように、家電メーカはＴＦＴ液
晶の大量生産に向けて投資決断をしていった。 
同時にもうひとつの新しい流れがＰＣによってもたらされる。携帯型ＰＣ時代の到来である。８０年代始
めに登場したラップトップＰＣは、プラズマ・ディスプレイやモノクロを経て、次第に進化はしてきたが、
画面は見にくいモノクロ画面であった。これを大きく変えたのがまずアップル・コンピュータ社であり、次
がコンパック・コンピュータ社であった。彼らはラップトップを本格的なパソコンにするためには「カラー
画面が必須である」とＴＦＴ液晶を手がけている各社を説得して回った。このころは６型程度がようやく製
造できる程度で、いきなり大きな画面に行くためには投資金額があまりにも大きく、生産技術も未熟でリス
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クが大きすぎると躊躇していた。しかし、８.４型，９.４型と実用化が進むにつれて７）、各社ともにカラー
液晶がパソコンに本格的に搭載する時代が来ることを疑わなくなった。 
 
第３節  成長期に見る生産技術開発と応用市場の発展 
 
この結果９０年の初めに各社が堰を切ったように横並びで大型投資に踏み切り、９．５型と１０．４型の
生産を始めるようになった。中でも世界ナンバーワンのコンピュータ会社と日本大手電気メーカで作ったＴ
ＦＴ液晶専門の合弁会社がこの趨勢を決定づけることになった。この背景は、パソコンメーカとＣＲＴメー
カの二つの思惑が交差していた。ＴＦＴ液晶を手がけた大手電気メーカには二つのグループがあった。「パ
ソコン」事業を積極推進するグループと、「テレビ＋ＣＲＴ」事業の延長線として液晶を手掛けるグループ
である。パソコンメーカの立場はアメリカＰＣメーカに対抗するために戦略部品となるＴＦＴカラー液晶を
自分で手がけて、優位を狙うというどちらかというと積極的投資型である。これに対し、ＣＲＴ産業の転換
としてＴＦＴ液晶をとらえていた後者はどちらかというと「防御型」投資であった。結果的には積極投資型
がその後メジャーを握ることになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第７－２図 ＴＦＴガラス基板サイズと主たる表示が画面サイズの推移 
 
「独自成長期」における急成長は生産技術の急速な改善でもたらされた。この生産技術の革新はＴＦＴ製
造に用いるガラス基板サイズの推移で読み取ることができる。（第７－２図）基板サイズは生産性を図る重
要な指数である。基板サイズが大きいほどパネルの取れ数を増大して生産性を上げ、コストを低減できるわ
けである。Ｓｉウェハのサイズとチップサイズの関係と同じである。８０年代末の基板サイズは第１世代（１
期）と呼ばれる３００mmｘ３５０mmから３２０mmｘ４００mm程度であった。それがノートＰＣ用への投資に
踏み切ったときに、３６０mmｘ４６０mmといわれる第２世代（２期）サイズが立ちあがった。ここではサイ
2000
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ズのみならず成膜装置がインライン縦型方式から水平で一枚づつ処理する枚葉方式に変わったことが大き
な特徴である８）。これにより、生産性の大きな向上と高歩留りが実現できることとなった。しかしながら
さらなる需要増と低価格化に応えるために基板サイズは３期（５５０mmｘ６５０mm）、３．５期（６００m
mｘ７２０mm）、４期（７２０mmｘ９３０ｍｍ）と進むことになる。この間、ＴＦＴ液晶の画面サイズも第
７－２図の上に示すように９．５型（ＶＧＡ）から、１０．４型（ＶＧＡ）から１２．１型（ＳＶＧＡ）、
１３．３型（ＸＧＡ）、１４．１型（ＸＧＡ）、そして１５型（ＸＧＡ）というように大画面化が進化して
きた。そして現在ではメーターサイズと呼ばれる１ｍを超える基板サイズ用製造装置がすでにラインに設置
されている９）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第７－３図 ＴＦＴ液晶とＣＲＴの生産額の推移 
 
９０年代始めの各社の一斉投資は、年伸び３０％という驚異の成長をもたらし、年生産額は８０年代末の
１００億円が、９０年代終わりには何と１兆円にまでなった。このＴＦＴカラー液晶を搭載したラップトッ
プＰＣの登場で、日本ではノートパソコンという名称が定着し、パソコン市場では常に４０－５０%のシェア
を占めるまでに至った。しかしながら大規模産業化と同時に大きな痛手も同時にもたらすこととなった。ク
リスタルサイクルと呼ばれる景気の波である。第７－３図に示したＴＦＴ液晶生産額の推移を見ると、１９
９５年と１９９８年そして２００１年と３年ごとに停滞期を見ることが出来る。これは半導体産業と同様の
投資サイクルがもたらす波である。ノートパソコンの需要が高まると、品薄になり価格が高止まり強大な利
ＴＦＴ液晶生産額の推移 
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益をもたらす。売れば売るほど儲かるから、製造能力を増やして拡大を図るために、新たなラインを作るた
めの投資に走る。日本メーカこのスタートラインに横並びで同時につくことになる。新たな投資をするたび
に基板サイズを大きくするから、装置開発期間が長く投資決断から工場の立ち上げまでに約３年かかる。こ
うして各社が一斉に新ラインを立ち上げると今度は供給過多となり価格は下がり、不況に陥る。そしてまた
需要が供給に追いつく成長を待つことなる。これがほぼ３年サイクルになる理由である。 
サイクルがあっても累積で儲かればよいからよいではないかという議論がある。しかしながら見逃せない
のはサイクルの度に基板サイズが大きくなり投資額が巨大化していくことである。２期サイズでは約３００
億円で１ラインを構築できた。ところが４期サイズでは１、５００億円必要になる。これが投資リスクが膨
大になり、９０年代末の資金不足にあえぐ日本メーカを直撃し、韓国の台頭を呼ぶこととなった。しかも日
本の高コスト体質はもはや韓国･台湾にコスト競争をできる状況にはない。 
 急速に普及したカラー・ノートパソコンも９０年代終わりにはデスクトップ同様に安定成長期に入り、そ
して２１世紀には入ってＴＦＴ液晶産業は新たな局面に入ることになる。一つ目は携帯電話やＰＤＡに代表
されるモバイル機器と言われる分野である。ここではディスプレイがデバイスの主役である。もうひとつの
一大市場と目されているのが液晶モニターである。９８年から始まった１５型ＴＦＴ液晶はその価格低下と
ともに、急速な普及期に入り、すでに今年は１，５００万台を越える勢いとなり、「ＣＲＴ置き換え１期」
が始まった。ここで注目できるのは、ＣＲＴの置き換えが始まったという事実である。ノートパソコンはい
わば液晶の独壇場であり、ＣＲＴとの競争は存在しなかった。しかしモニターは明らかにＣＲＴの置き換え
であり、著者がはじめに目指したポストＣＲＴの明らかな流れを示している。すなわちＣＲＴ置き換えが現
実化してきたということである。 
第７－３図でわかるように、ＣＲＴの生産額は２兆５千億円あたりで飽和している。数量が多少伸びても、
単価が下がりが激しく、生産額は増えずに利益を確保すること自体が非常に難しい状況になってきている。
一方、停滞しているＣＲＴを尻目に、ＴＦＴ液晶は９０年代に急成長し、２００５年までには生産金額ベー
スではＣＲＴに追いつくだろう。ＣＲＴはすでに衰退期に入っている。著者の予測では２０００年代半ばに
はＰＣモニターの半分以上は液晶に置き換わる。そしていよいよＣＲＴの最後の砦であったテレビも液晶や
プラズマによる本格的置き換えが始まる。これが「ＣＲＴ置き換え２期」である。こうして筆者が８０年代
のはじめにＴＦＴカラー液晶表示技術の開発を始める際に目論んだように、ＣＲＴを置き換えられるフラッ
ト・パネル・ディスプレイとして、ＴＦＴカラー液晶が最終目的地に到達するものと考えている。 
 
第４節  ＴＦＴ液晶産業の特長と特殊性 （半導体及びＣＲＴ産業との比較） 
 
ＴＦＴ液晶産業は巨額な投資により機械装置を買い揃えて、製造キャパシティを拡大し、それにより利益
を得るという明らかな装置産業である。同じハイテク分野の装置産業である半導体とＴＦＴ液晶にはその技
術や産業構造上でいくつかの類似点が見られる。事実ＴＦＴ液晶のメーカによっては技術、市場、あるいは
投資判断のポイントの近い半導体と同一事業組織に属しているところが多い。ＴＦＴ液晶はその一方で、Ｃ
ＲＴと同じディスプレイ産業にも属し、ＣＲＴ事業と同一事業形態をとっているメーカもある。さらに、Ｔ
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ＦＴ液晶の後工程はアッセンブルが主体で、これは労働集約型産業でもある。このように、ＴＦＴ液晶産業
は従来にない新しい形態をとっている。そこで、ここではＴＦＴ液晶産業を半導体及びＣＲＴ産業と比較し
ながら、その産業構造の特長と特殊性について考察する。 
 
  TFT 液晶 半導体（DRAM) CRT 
市場 ノート PC、 PC 全般 PC モニター 
  PC モニター   テレビ 
生産能力拡大 ステップ型 ステップ型 漸増型 
投資サイクル ２.５－３年 ２.５－３年 １－１.５年 
投資額 ５００－１､５００億円 １､５００-３､０００億円 １００－２００億円程度 
製品柔軟性 
  
最適画面サイズの製品に
限定 
最適ディメンジョンの製品
に限定 品種の切り替え容易 
 
表７－１ ＴＦＴ液晶、半導体、ＣＲＴ産業の比較 
 
ＴＦＴ液晶と半導体（ＤＲＡＭ）及びＣＲＴの産業的な特徴を比較したものが表７－１である。まずＴＦ
Ｔ液晶もＤＲＡＭも少品種の標準品大量に生産販売する。これは市場が両者ともに主たる用途がパソコンで
あることに由来する。量が多ければ多いほど生産コストを下げることができ、市場シェアをあげて収益性が
向上する。従ってシェアが取れない会社は脱落していくことになる。両者ともに、設備投資の波による、シ
リコンサイクル、クリスタルサイクルといった景気のうねりを持つことも共通している。製造能力が段階的
にしか増やせないことが主要因である。一方、ＣＲＴの場合は設備投資額はＴＦＴ液晶の１/１０以下で、
しかも漸増的に設備能力をあげていくことができる｡市場の需要に対して比較的早く対応でき、波は緩やか
である。ＴＦＴ液晶の主たる市場がノートＰＣの時代はＣＲＴとの競合は発生しない。ところが市場がＰＣ
モニターに移るようなると、両者が交錯することになるＴＦＴ液晶は設備産業であるから、そのキャパシテ
ィをフルに活用し稼働率を上げないと意味がないから、多少採算性に問題があっても稼動させることが最優
先となる。一方ＣＲＴは稼動に比較的柔軟に対応できるため、「おとなしい決断」、すなわち赤字でも数を
取りにいくことはしない。従ってこの環境下では背水の陣を引くＴＦＴ液晶に勢いがあると言える。 
ＴＦＴ液晶は単一品種・大量生産という形態ではＤＲＡＭに近い構造をもつ。しかしながらこのコストや
付加価値の構造、あるいは投資に対するリターン（ＲＯＩ）にはその違いがある。投資額の絶対値は異なる
もの、投資効率と呼ばれる指標が一つの目安になる。これは投資をした結果、売上げがどれだけ増やせるか
という指数である。 
まず仮に１５型液晶を生産する工場を新規に作るとする。ガラス基板サイズは第４世代である６６０ｍｍ
ｘ８８０ｍｍを用いることとする。投入能力は表７－２に示すように、ガラス基板５万枚（１５型換算で３
０万枚）の工場をつくると、工場建屋（土地は含まない）、付帯設備、クリーンルーム、製造設備､管理シ
ステム、など総計で１，０００億円ほど必要になる。歩留まりを８０％と想定すると、工場出荷数は月２４
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万パネルで、その単価を５万円とすれば月の売りが１２０億円、年間で１，４４０億円となり、投資効率は
１．４４ということになる。もし売価が３万円まで下がってしまうと、年売上げは８６４億円で、投資効率
は０．８６に低下する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      表７－２ ６８０ｍｍｘ８８０ｍｍガラスを使ったＴＦＴ液晶生産性の評価 
 
これを単純化してＤＲＡＭと比較したのが表７－３である。前述の計算でＴＦＴ液晶の投資効率を１．５
として置いている。ＤＲＡＭの投資効率は年々低下し､近年では１を切り０．８程度といわれている。この
指数だけ見る限りはＴＦＴ液晶の方に分があるように見えるが、先ほどのように売価が下がると一挙に１を
割ることになる。最近は両者ともに供給過剰から価格が著しく低下し、この指数はかなり悪化している。例
えば１５型液晶は今や取引価格が２００ＵＳ＄（約２万５千円）であるから、一挙に半分になってしまって
いる。 
 
表７－３ ＴＦＴ液晶とＤＲＡＭにおける事業構造の比較 
 
もう一つ、ＤＲＡＭとＴＦＴ液晶で重要な違いは、コストに占める部材費率と償却比率の違いである。Ｔ
ＦＴ液晶では、カラーフィルタを始めとし、バックライト､ドライバＬＳＩなど周辺に高価な部材を必要と
し、そのコストに占める比率は表７－３で示すように５０％を超える。その一方でＴＦＴ液晶の償却負担は
ＤＲＡＭより少ない。（償却年数は同じ５年）従ってネット・キャッシュフローで付加価値を評価すると、
ＤＲＡＭとほぼ同水準になる。また価格変動が大きいことに対し、部材費はドラスティックには変わらない
ガラス基板サイズ ６６０mm x ８８０mm 
パネル面付数 ６枚 
ガラス生産能力 ５万基板/月 
歩留まり ８０% 
出荷数 ２４万パネル/月 
単価 ５万円（３万円) 
月売上 １２０億円（７２億円） 
  ＴＦＴ液晶 ＤＲＡＭ 
投資額 ５００－１，５００億円 １，５００－３，０００億円 
投資効率 １．５倍 ０．８倍 
部材費比率 ５０－６０％ ３０％ 
償却費率 ２０－２５％ ３０－４０％ 
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から、ＴＦＴ液晶の方が価格変動に弱い構造で、リスクが高い産業であるといえる。換言すればＴＦＴ液晶
は見かけの売上げは大きいが、内部留保分が少なく、価格変動に対して脆弱といえる。 
 
第５節  コスト構造分析と市場競争力に関する考察 
  
  ＴＦＴ液晶のコスト構造を簡単に分析したものが第７－４図である。当然液晶のサイズや解像度、スペッ
クなどで違うが、ここではもっとも標準的に使われている１５型ＸＧＡディスプレイを引き合いに出した。
部材費がおよそ５５％を占め、固定費が残りの４５％である。固定費の中身は、減価償却費が２５％、人件
費が１０％、その他経費が１０％である。販売価格から部材費を引いたものが限界利益（ＣＭ）であり、こ
れが４５％確保できればブレイク･イーブン（ＢＥ）ということになる。固定費は操業度に大きく依存し、
その意味で生産量を能力目一杯まで引き上げれば、固定費はそれに応じて低下し、利益が膨らむことになる。
これはＤＲＡＭも含めた設備産業すべてにいえることであり、このために最初は採算性を度外視してまでも
操業度を第一優先構造で過当競争を繰り返す原因である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
第７－４図 １５型ＴＦＴ液晶のコスト構造 
 
第７－５図はここ５年間の１５型ＴＦＴ液晶の価格の推移を示している。液晶モニター事業を始めた１９
９８年にはその価格は６００－７００ＵＳドルであり、出荷量は年間数十万台程度であった。生産設備が整
い、多量に供給できるようになった１９９９年から２０００年にかけて年間出荷数量は１００万台を超えた。
しかし価格はそれでも４５０－５００ドルにあり、特に２０００年前半までは生産数量は増えていくものの、
品不足から価格が安定していた。ところが２０００年後半から供給量が一挙に拡大し、市場に液晶が溢れる
状況になると、価格が一挙に低落し始め２００ドルまでに下がってしまった。実に平均年低下率は２５％で
ある。一方､その部材費の推移を見ていくと、９８年当時が３５０ドルで、現在で１８０ドル程度である。
これは約１５％の低下率で、販売価格と部品価格に大きな齟齬をきたすようになってきた。もっとも直近の
２００ドルはあまりにも行きすぎた価格で、これは当初のトレンドから２００３年価格と予測していた数字
である。従って需要が旺盛に戻り、需給バランスが取れてくると、図に示すように２５０ドル程度に戻るも
のと考えられる。 
 
変動費 固定費 
部品材料費 
 ５５％ 
減価償却費 
 ２５％ 
人件費 
１０％ 
経費 
１０％ 
販売価格 
ＣＭ 
営業利益 
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第７－５図 １５型ＴＦＴ液晶の価格推移 
 
 少なくとも価格が５００ドルの水準にあったときは１０－１５％の適正利益が取れており、採算性のよい
事業として位置付けられていた。しかしながらハイテク製品は波こそあれ、最終製品の価格推移と普及率に
連動して必ず低下傾向を示す。ＴＦＴ液晶では過去の経験から、価格は年率ほぼ２０％で下がってきており、
同じ利益を確保するためには生産コストを同じ率で下げていかなければならいという宿命にある。そこでコ
スト要因を分析し、低減する方策について考えてみる。 
（１） 変動費（材料費） 
 過去の材料費の低減で大きく貢献したのは数量的な拡大であった。何ごとも数が増えれば生産効率が向上
し、価格は低下する。この数量拡大で過去年率２０％近く部材費を下げてきた。これ以外に有力なのは、部
材を海外で調達することである。ドライバＬＳＩは台湾製が出始めており、日本製より３０％以上安い。バ
ックライトも台湾製･中国製が使われ始めた。ガラス基板やカラーフィルタ・偏光板など､主要部材も台湾製
が立ちあがる日が近い。平均で見て日本製より２０％ほどのコストダウンを期待できる。 
 もう一つの低減要素は無駄な消費量を減らすことである。間接部材は当然として、直接材料も歩留り落ち
で消費するものが多い。歩留りを限りなく１００％に近づける改善のみならず、部材のリサイクルも効果が
ある。あと１０％はこの改善で下げることが必要であろう。 
（２）固定費 
 固定費の中では何といっても減価償却費の占める割合が大きい。これは投資生産性に絡む大きな問題であ
る。同じ投資額からどれだけ多くの液晶パネルを生産できるかが鍵である。例えば１５型液晶の生産性を２
倍にすれば、単純に固定費は半分近くになる。 
① ガラス基板の大型化：各世代ごとに基板サイズは１．５倍になってきた。これで５０％生産性を向上で
きる最も効果的な方法である。しかしながらサイズはすでに１ｍ近くなっており、装置の開発コストが
増大し、潤沢な資金を有するメーカのみ可能なリスクの高いアプローチとなった。 
９８  ９９  ００  ０１  ０２  ０３ 年 
価格（ＵＳ＄）
１，０００ 
 
 
  ８００ 
 
 
  ６００ 
 
 
  ４００ 
 
   
  ２００ 
 
 
    ０ 
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② スループットの改善：サイクルタイムの改善、工程の短縮、稼働率の向上、歩留まり、などによりアウ
トプットを増やす方法で、特にサイクルタイムの改善は重要である。現在成膜工程は平均９０秒､フォ
トリソグラフィ工程は６０秒が目安となっていすが、これから１秒でも低減していく地道な努力が必要
である。 
③ 償却年数と転用：日本では５年定率償却が多く採用されている。年償却率は３６．５%である。従って5
年経てば償却費はほぼゼロになるから、同じ工場をできるだけ長く稼動すればよい。しかしながら半導
体と異なるのは、市場が常に大型でハイ・スペックの製品にシフトしていくことである。一つの工場を
５年以上安定して稼動を続けるのは難しい。多くの場合、対象製品をローエンド・マーケットに転換し
ようとするが、これに適合した市場が存在しない。 
以上の分析結果から見て、一つの結論が引き出せる。量を拡大することのみが固定費も材料費も低減でき
る効果的な方法ということである。ですなわち、シェアの多いプレーヤほどコスト競争力を持つという原理
である。材料費は当然のことながら量を多く使っている方がより低価格で購入できる。出荷量が大きい方が
固定費は下げられる。シェアをもつメーカは資金力があるから、生産性をあげるためにより大型の基板サイ
ズに投資ができる。その結果、生産キャパシティは一挙に増大する。基板サイズが大きくなった分、固定費
を下げられるから、市場競争力が増して市場シェアはますます高くなる。すなわち、シェアが高いほどコス
トを下げられ､価格競争力を背景にますます市場占有率が上がり、その結果、そこで得られた資金を次の再
投資にまわせる。シェアがない会社は再投資ができない。シェアが競争力そのものになり、その格差が拡大
するということである。最終的にはＤＲＡＭと同様に、ＴＦＴ液晶も淘汰が起こり始める。 
 
 
     投資･再投資    生産量増強     供給過剰    価格低下    市場拡大   
   
   
第７－６図 ＴＦＴ液晶における投資サイクル 
 
 この意味で、市場シェアをいかに勝ち取るか、そのためには的確なタイミングで資金調達をし、投資を始
めること、それが戦略の分かれ目になる。第７－６図に示すように、投資をして生産量を増強すると、同じ
タイミングで他社も全く同じことをやるから供給過剰になり、価格が大幅にドロップする。しかし、この価
格の低下は市場を拡大する原動力にもなる。この結果、数量不足に陥り、再投資が必要になってくる。市場
拡大のためにはこのクリスタルサイクルは必要悪かもしれない。 
投資から次の投資までのサイクルはおよそ３年である。シェアをとるためには他の誰よりも早く準備をす
すめ、いち早く供給形態を作り上げて市場の需要が高まるのを待たねばならない。市場が拡大基調に入り、
供給が不十分な時にこそ、キャパを持ったものが優位に立つ。この意味では価格が低下して供給過剰状態で
次の投資決断をすることが絶妙のタイミングである。しかしこのタイミングが最もリスクが高い。このリス
クとクリスタルサイクルの波の苦しさに耐えられる資金力のある会社で、かつ経営陣がＴＦＴ液晶に強い意
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志を持った会社のみがシェアを拡大し生き延びることができる。ＴＦＴ液晶産業はすでにこの段階に入り、
これが韓国と台湾の台頭を許し、日本のＴＦＴ液晶が衰退期に入った背景である。 
 
第６節  台頭する韓国・台湾と日本復活シナリオに関する考察 
  
  ＴＦＴ液晶産業が大規模化するに従い、日本の液晶メーカはＴＦＴ液晶の投資リスク負担に耐えられなく
なってきた。ＤＲＡＭで成功体験のある日本の大手半導体メーカでさえ、９０年代末の不況で資金調達力が
低下してきたり、あるいは欧米型の短期利益追求型の経営に変わってきたりで、このまま続けることに難色
を示し始めた。その躊躇を見せ始めた日本メーカにとって代わって台頭を始めたのが韓国であり､その次が
台湾である。 
 第７－７図はＴＦＴ液晶生産額に占める日本、韓国、台湾のシェアの推移を示している。韓国は９０年代
前半にＤＲＡＭビジネスで成功を遂げ、ポストＤＲＡＭとして狙ったのがＴＦＴ液晶である。彼らはＤＲＡ
Ｍの経験からどうしたら成功できるか知っていた。市場シェアをナンバーワンにすることが勝つ秘訣という、
徹底した市場シェア作戦に出た。あらゆるリソースをここに懸け、日本に追いつき追い越す作戦に出た。技
術はすべて日本のコピーから始まり、一挙に製造技術を成熟化させた。その結果、第３．５世代ラインを成
功裏に立ち上げた韓国勢は９０年代末には３０％ものシェアをとることに成功した。これは日本メーカがリ
スクを回避するために緩やかな段階的投資を行ったのに対し、韓国勢は一挙に巨額の投資を実行したためで
ある。彼らが成功したもう一つの秘訣は徹底した低コスト化である。主要部材をことごとく国産化し、低コ
ストで供給できる体制をとった。同時に日本より安い労務費やオーベーヘッドにより、価格競争力を一挙に
つけて、世界のプライス・リーダーとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 一方台湾は世界のパソコン供給基地としてその力を蓄え、その事業収入から得られた豊富な資金でパソコ
ンの主要部品となったＴＦＴ液晶の製造を狙った。台湾の強みは資金力に加え、韓国と違い自国内にパソコ
ンという有力市場を併せ持つこと、そして低賃金に支えられた低コストの製造インフラ、そしてストックオ
１９９９  ２０００  ２００１  ２００２年 
 
台湾 
韓国 
日本 
第７－７図  
大型ＴＦＴ液晶パネルにおける国別生産シェア 
６１％ ５２％ 
２６％ 
１５％ 
３７％ 
３４％ 
５０％ 
５２％ 
２％ 
１４％ 
２４％ 
３３％ 
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プションなどによるベンチャー精神を踏襲した独自の経営手法にある。技術は日本からの支援を頼んだ。日
本はすでに韓国との競争に負けつつあることを自覚し、その中核技術を台湾に移すことに合意した。その技
術移転料でつぎ込んだ開発費を少しでも元を取ろうと考えたのだ。この結果スタートして２年という短期間
で世界の２０％を超えるシェアをとるに至った。その結果、現在ＴＦＴ液晶では「韓国」対「台湾」という
覇権争いになった。 
 こうして日本はＴＦＴ液晶の生産拠点として衰退の過程に入ってしまった。１０社以上存在した日本のＴ
ＦＴ液晶メーカは、現実にアクティブに活動を続けているのはすでに３社程度に絞られた。このまま手をこ
まねいていては日本で生まれたＴＦＴ液晶産業が衰退し、そして日本から消えさせることになってしまう。
そこで日本の液晶産業を生まれ変わらせる復活のシナリオを考察してみる。 
（１） パソコンに決別し、新たな市場を狙って新規な技術で新分野を切り開く。これには二つのシナリオ
がある。一つはもっと大型化を進めて２０型以上の液晶テレビ事業を確立する。もう一つは逆に小
型化に目を向けて、低消費電力で高性能化できる多結晶ＳｉＴＦＴ技術を用いて立ち上がりつつあ
るモバイル市場を制覇する。 
（２） このためにはこの分野に確信をもって、他国の追随を許さない技術開発への集中投資と、それをベ
ースにした生産拠点を確立する必要がある。とくに技術で絶対に追いつかれないという自信が持て
るほどの研究開発投資を行わねばならない。 
（３） 生産技術は成熟の過程にあり、装置さえあれば誰でも作れる時代に入ってきた。製造で差別化する
ことはすでに困難な時代である。２１世紀は製品で差別化する時代であると著者は確信している。
液晶パネルのみならず、周辺ＬＳＩ、実装を含めたトータル・ソリューションでいかにハイ・パフ
ォーマンスの製品を提供できるかで、この後の勝負は決まっていく。韓国･台湾は単一技術・単一製
品であれば日本を凌ぐことはできるが、総合的にバランスのとれた製品では日本にはかなわない。 
 このシナリオを現実のものとするためには、日本はいかにつくるかという製造技術から離れて、いかによ
りよい製品を提供できるかという製品技術に注力する必要がある。日本のＴＦＴ液晶産業は、「製造技術」
から「製品技術」へと変わることにより、日本に新しいビジネスチャンスをもたらすものと考えられる。 
 
第７節   結言 
  
  本研究の成果であるＴＦＴを用いたカラー液晶表示は、１９８４年の商品化を契機に大手電気メーカがこ
ぞって参入し、９０年代にはノートＰＣ成長の波に乗って年率３０％という急成長を遂げ、この１５年で２
兆円にも手が届く産業にまで発展した。そして、９０年代末に始まった液晶モニターの商品化により着実に
ＣＲＴモニターの置き換えが進みつつある。さらに５年後には最終目的であるテレビの世界でもＣＲＴが液
晶に置き換わることになる。まさに本研究の成果であるＴＦＴカラー液晶が開発当初に夢見たとおり、｢Ｃ
ＲＴを置き換えられるフラット・パネル・ディスプレイ｣となったわけである。 
 しかしながら、こうして生まれて育ったＴＦＴ液晶産業はＤＲＡＭと同じような装置産業化し、３年ごと
に需給関係が逆転するクリスタルサイクルにより厳しい事業環境を経験してきた。そして市場シェアが競争
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力となる淘汰の時代を迎えて、日本大手企業は次第にこのクリスタルサイクルに耐えられなくなり、その覇
権がリソースを大量に持つ韓国、そして台湾に移りつつある。このままでは日本が生み・育てたＴＦＴ液晶
産業が消え行く運命になってしまう。 
そこで日本のＴＦＴ液晶産業構造を最発展させるためのシナリオについて考察した。まず事業のスタンス
をＰＣ市場からシフトし、ＴＦＴ液晶の次の新しい市場を創造すること、それに向けて新技術の開発にリソ
ースをつぎ込むこと、そして付加価値の高い優れた製品を生み出すこと、に注力することが必要である。グ
ローバル化した液晶産業の中で日本独自のポジションを築き上げるためには、｢製造技術｣ではなく、製品で
差をつける｢製品技術｣に磨きをかける必要がある。 
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第８章 第２の事業機会を捉えた新しいビジネス・モデルの提言と実践 
 
第１節  緒言 
  
  ７０年代から始まった日本の高度成長は、日本の経済力を高めたが、同時に円高をもたらした。８０年代
にはこの傾向は顕著になり、輸出が増えるにつれて円は高くなり、これに対して輸出競争力を保つために懸
命なコスト低減が行われた。しかしながら円が対米ドル１００円を切るようになると、もはや国内生産では
対処できず、製造業の海外シフトが始まった。日本の高コスト体質に製造業は見切りをつけ始めた。この流
れは９０年代に入っても止まることはなく、労働人口の第２次産業からの移動は現在まで続き、いまや第３
次産業（サービス業）の就労率は８０%近いと言われている。 
経済バブルが弾けた同時に、日本の産業は円高と同時に何回かの不況の波にもまれて、製造業の企業経営
マインドが変わり始めた。それまでは日本の長期的視点に立った経営、短期的な利益を追求しない、高度な
品質管理、など、世界に賞賛された日本的経営であったが、９０年代に入るとこの評価は一変した。それま
での従業員に対する平等的処遇や低利益経営は「物を作る」という製造業に最適な仕組みを作り上げてきた
が、９０年代の経営風土の変化はとりもなおさず日本が優位を誇ってきた高品質･大量生産という製造業に
最適の環境を放棄することとなった。いかに作るかの時代が終わり、何を作るかが問われるようになってき
た。 
 このように日本の産業が大きく変わりつつある時代にありながら、９０年当初からＴＦＴ液晶は急成長を
遂げてきた。円高不況に伴い生産の海外シフトが進む危機感の中で、成長できうる数少ない産業として各関
連企業が投資を続けてきたからである。ＴＦＴ液晶は日本で生まれ、日本で育った日本独自の産業として注
目を浴びるようになった。しかしながらそれは長く続かず、いまや他の業種同様に構造転換を迫られる普通
の産業の一つになってしまった。しかしながら地盤沈下する日本の製造業あって、ＴＦＴ液晶はまだ日本に
大きな可能性を残している。市場は成長トレンドに乗っている。産業形態の変革を迫られている今こそが、
新たなＴＦＴ液晶産業をスタートさせる絶好の機会である。 
この章では、新たなビジネスチャンスが生まれつつある現在を、８０年台半ばの創業期に次ぐ「第２の事
業機会」と位置付け、そこにふさわしいビジネス・モデルを提案する。それは従来の大企業・大資本中心で
はなく、製品技術を重視したベンチャー事業である。そしてこのモデルに沿って事業展開を実践し、このモ
デルが機能することを証明し、最終的には日本にこのモデルを定着させることを狙う。 
  
第２節 「第２の事業機会」期の背景と産業形態 
  
  ９．５型から始まったＴＦＴ液晶の大量生産は、１２．１型の時代、すなわちガラス基板サイズいえば第
3世代（５５０mmｘ６５０mm）までは日本が主導権を握っていた。ところが日本に追いつくべくリソースを
集中投入してきた韓国は、１９９７年についに日本を追い抜くことになった。３．５世代といわれる７２０
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mmｘ６００mm ガラス基板を独自に開発し、１３．３型パネルを世界で先駆けてノートパソコン用の量産を
立ち上げ、一気に日本を抜き去っていった。 
これは次の二つのことを意味する。 
① 製造技術の成熟化：すなわち装置と資金があれば物を作れる 
② ＴＦＴ液晶が限定供給の戦略商品から、単一商品、大量生産のきくコモディティ商品となった 
この結果、ＤＲＡＭと同様に、あれだけ優位にたっていた日本のＴＦＴ液晶はコスト競争力を失い、シェア
を韓国メーカにとられていく。同時に日本を襲った不況の波と経営体質の変化は、思い切った投資決断がで
きず、徐々に投資能力を奪っていった。そしてついに第 4世代に至っては完全に韓国に覇権を譲り、日本で
はもはやそれに追従することさえできなくなってしまった。一方１９９８年には豊富な資金を有する台湾勢
が参入した。投資能力を失いつつあった日本勢は、台湾に技術移転を行い、その見返りに移転料を受け取っ
た。こうして日本の市場シェアはどんどん低下し、ドロップアウトするメーカさえ出てきた。日本のＴＦＴ
液晶メーカにとっては厳しい淘汰の時代を迎えたと言えよう。 
 これは日本の製造業に総じて言えることであるが、今まで見てきた産業構造の変化に伴い、今の日本に相
応しい新しい形態が必要になるということである。日本の産業構造が変わろうとしている今が、危機ではな
くＴＦＴ液晶産業に新しいビジネス・モデルを導入して生まれ変わらせる好機、すなわちＴＦＴ液晶の「第
２の事業機会」期と理解したい。 
 新しいビジネス・モデルの研究にあたって、アメリカ、韓国、台湾、など海外の産業形態を考察すること
が一つのヒントになりうる。 
（１） アメリカは８０年代に製造業の覇権を日本に奪われてからその構造変化をハイテクサービス産業に
求め、見事に花開いた。特にアメリカがリードするＩＴ産業はその代表例である。ハードウェアの
生産は低コストの生産基地にアウトソースして、製品企画、ソフトウェアやサービス・流通にフォ
ーカスし、これにより世界の富を集中させることに成功した。この場合の付加価値は高度なＩＴ技
術に裏付けられたサービス、すなわち３次産業である。 
（２） 一方、韓国を成功に導いたのはＤＲＡＭに代表されるように、利益の上がる一つの産業にリソース
を集中し、徹底的にシェアを拡大するという戦略である。あくまでも基本は製造業で、シェアをと
ることによりコストで競争できる体質を作り上げることである。経営的構造は大企業型である。資
金は財閥系企業に集中し、すべて部品から完成品までをカバーする垂直統合構造である。 
（３） それに対し、台湾は一言で言えばアメリカ製造業の受け皿としてＯＥＭビジネスに徹し、低コスト
競争力を武器に成長してきた。その企業体質はベンチャー的で、起業意欲の強いものが資金を得て、
ＯＥＭをベースに次々と新興事業を立ち上げてきた。 
韓国は日本型産業構造に近く、産業の変化に対する柔軟性に欠け、基本的には将来は日本と同様の製造業
の崩壊リスクを抱えているといえる。参考になるのは、アメリカ型と台湾型である。アメリカの場合、付加
価値の源泉をサービスにシフトはしているが、ハードウェアを忘れたわけではない。ハード・ソフトを含め
てトータルで製品企画し、そのうちのハードの製造部門を切り離しただけである。マーケティングから製品
企画を戦略的にコントロールしている。一方、台湾はＯＥＭによるモノ作りを得意としているが、資金調達
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から市場開拓まで小組織で行うベンチャー的経営で成り立っている。新しいビジネス・モデルを検討するに
あたって、この両者の利点を抽出して融合した「アメリカ＋台湾」型にヒントがあると考えた。 
 
第３節 国際分業をベースとする新しいビジネス・モデルの提言と展開コンセプト 
 
 ＴＦＴ液晶で日本が再び世界のリーダーシップをとり、主体的な役割を果たしていためには、 
① 従来のノートパソコンや液晶モニターに代わり得る新しい市場を作る 
② 技術開発で先行し、次世代の新しい技術を作り、他をリードする 
ことが必要であることは第７章で指摘した。しかしこれだけでは従来と同じように時間の問題ですぐに追い
つかれる。従って、これらに加えて、 
③ これを活かす新しいビジネス・モデルを作り上げる 
ところまで踏み込む必要があると考える。そこで著者が考えたのは第８－１図に模式化して示した国際分業
をベースとするモデルで、従来の付加価値構造を変えることを期待している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          第８－１図 国際分業をベースとする新しいビジネス･モデル 
 
 このベースは技術開発、製品開発は日本、ＴＦＴ液晶パネルの製造拠点は台湾、という役割分担を行うこ
とにある。従来のＴＦＴ産業では、技術開発から製造販売までが一つの組織内に集積した、いわゆる縦型構
造になっていた。この新しいモデルは、これを今度は水平展開して製造と製品開発を二つに分けて、お互い
に台湾－日本で分担し合うものである。ちなみにこのような分業は日本と韓国では成り立たない。なぜなら
ば韓国と日本は互いに事業形態が相似しており、お互いの強み・弱みが重複しているために、補完関係にな
らないからである。それに対し日本と台湾はジグソーパズルのように見事にはまりあい、お互いの強みを発
揮した補完関係が成り立つのである。         
このモデルの特徴と構造は整理すると次のようになる。 
① Capital Intensive な製造投資は資金力のある台湾が実行する 
② Intellectual Intensive な製品技術の開発は先端技術と進んだ材料インフラをもつ日本が行う 
③ 台湾は低コストの製造を活かし、製造キャパシティを確保し、製造により付加価値を得る 
製造 技術開発 
製品開発 
市場 
台湾 日本 
製品 
技術 
完成品 
資金 
製造と開発を国際分業 
日本は開発と顧客開拓に専念 
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④ 日本は製品に新しい特徴を載せて、それにより付加価値を得る。 
すなわち、日本は製品技術、台湾は製造技術を各々のコア・コンピテンスとするということである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             従来モデル    新モデル 
 
        第８－２図 新しいビジネス・モデルにおける付加価値構造 
 
 このモデルにおける付加価値構造を第８－２図に示す。従来モデルは日本における垂直統合型ＴＦＴ液晶
生産のコスト構造を示している。材料費や人件費などの固定費は比較的高く、販売価格が製造コストより高
いうちは事業が維持できるが、現在のような供給過剰に陥り価格が大幅に低下すると事業継続が難しくなる。
一方、新モデルでは固定費、材料費ともに日本より安い台湾で行う。その台湾にアウトソースした液晶パネ
ルに新たな特徴や性能を加えることで付加価値を確保する。すなわち調達コストを下げ、かつ付加価値を増
やして販売価格を上げる。この差分が新しいしかも大きな付加価値を生むことになる。 
台湾で生産するＴＦＴ液晶パネルは標準品であり、これに顧客が希望する機能や新しい特徴を付け加えて
販売する。顧客の個別のニーズに対応するセミカスタム、フルカスタムを基本として、標準品ではできない
サービスを顧客に提供する。顧客はこの個別のサービス、製品の特徴に対し対価を払うことになる。仕様が
個別対応をしているために、標準品と違い、顧客は他社製品への切り替えが容易にはできない。価格が乱高
下することもなくなる。多品種の管理は大変になるが、付加価値を安定して得ることができる。これは技術
とサービスを結びつけた「２．５次産業」とも言える。 
 このモデルを成功に導くためには、いくつかの条件がある。 
（１） 個別仕様・差別化仕様を要求する合理的な市場が存在すること 
（２） 差別化仕様を実現できる新しい技術が開発できること 
（３） 製品開発や技術開発で顧客をサポート出来る体制ができること 
すなわち、「市場」「技術」「事業システム」の３つである。これを実際に遂行しうる計画に展開するために、
まずコンセプト作りを行った。表８－１は新しいビジネス･モデルの実践コンセプトを従来モデルに比較し
固定費 
材料費 
販売価格 
CM（限界利益） 
Outsource 調達費 
 サービス・開発などによる付加価値 
（カスタム、セミカスタム、Total Solutionなど) 
販売価格 
価格の押下げ圧力 
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て示している。 
従来モデルではコモディティ製品として少品種大量生産をベースとし、その主たる応用市場はＰＣである。
これに対し新モデルはカスタム、セミカスタム製品をベースとし、応用市場として立ち上がりつつあるモバ
イルと呼ばれる分野を対象とした。この市場は９０年代末にインターネットやローカルネットワークの発達
により急成長している市場である。従来モデルが標準品の大量生産が基本とすれば、新市場はカスタムをベ
ースとする。それだけに製品技術を問われることになる。 
この市場規模は現在約３，０００億円、将来は１兆円規模に成長すると期待されている。製品は液晶ディ
スプレイが製品の顔であり、キーデバイスでなる。この分野では液晶ディスプレイに従来にない高度な性能
を要求する。明るく見やすく、しかも消費電力を極小に抑えなければならない。その上で周辺を小型コンパ
クトに軽量に収めて、持ち運びやすくしなければいけない。それを可能にする技術が本研究で進めてきた「低
温多結晶ＳｉＴＦＴ」であり、「反射型ＴＦＴ液晶」技術である。 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          表８－１ 新しいビジネス･モデルの展開分野 
 
 
第４節  基本事業戦略の策定 
 
 モバイル市場はＴＦＴ液晶にとって新しい可能性をもたらすばかりでなく、カスタム性の高い仕様を要求
すること、高度な製品技術を要求すること、など前節で述べたわれわれの新しいビジネス・モデルを適応す
る絶好の市場であることが分かる。 
    （１）この分野は日本の製品技術が世界的な競争力を残している 
  （２）モバイル市場が立ちあがりつつある絶好機である 
  （３）少量多品種でカスタム、セミカスタムが多い 
カスタム，セミカスタム、周辺集積化 
多品種、少量・中量・大量 
価格より性能重視 
需要は安定 
市場規模 約3、000億円 
携帯電話、PDA、携帯ゲーム機、などのモバイル用途 
電話、セキュリティ機器、車載機器、などの小型端末 
FA、ME、Banking、などのCommercial用途 
Outsourceとの緊密な関係（技術指導、など） 
低消費電力・コンパクト実装技術（低温p-SiTFT、反射型、など） 
周辺設計技術（半導体、パネル、PCBの三身一体化技術） 
顧客開拓能力（マーケティング） 
従来モデル 新モデル 
コモディティ製品 
少品種、大量生産 
価格圧力強い 
市場競争激しく、不安定 
市場規模 約2兆円 
ノートPC、液晶モニター、液晶テレビ 
 
 
投資資金能力と市場コントロール 
大量生産による価格低減力 
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  （４）顧客はソリューション型の提案を期待している 
そこで著者はモバイル市場に的を絞り、新しいビジネス・モデルを具体的に展開するために次のような基本
戦略を策定した。 
戦略１：モバイル機器用の TFT 液晶に適した技術として、低消費電力を実現できる「反射型液晶」と高機能
を集積できる「低温多結晶ＳｉＴＦＴ」の二つを新技術開発の核に据える。 
戦略２：この二つの技術を日本で開発を進め、それを製造する技術を台湾の製造パートナーに移転する。台
湾パートナーはその技術をベースに投資を行う。 
戦略３：これらの先端機器の発信元である日本のユーザあるいはサプライヤとアライアンスを組み、技術開
発、市場開拓を共同して行う。 
戦略４：日本での市場で基盤ができた後に、ワールド・ワイド展開する。 
 著者らはこれの実践に向けて、１９９９年１０月に京都府長岡京市を本社とする株式会社「クリスタージ
ュ」（英文名： Crystage Incorporation）を資本金１，０００万円で設立した。これは「液晶（Liquid‐
Crystal）が創造する高度な映像（Image）」を想定して作り出した造語（フランス語読みとした）である。
同時に台湾のＴＦＴ液晶会社の老舗, Prime View International (ＰＶＩ社)と密接な提携関係を結び、日
本－台湾での国際分業モデルを構築しつつある。これによりモバイル用ＴＦＴ液晶の立ち上げを日本側がリ
ードしていく仕組みができあがりつつある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             第８－３図 モバイル機器の大まかな生産数量予測 
 
 
携帯電話、など個人通信機器 
（表示が３型以下） 
ＰＤＡ、などモバイル機器 
（表示が３型以上１０型以下）  
（台／年） 
１００Ｍ 
 
 
８０Ｍ 
 
 
６０Ｍ 
 
 
４０Ｍ 
 
 
２０Ｍ 
 
 
０ 
（台／年） 
１０００Ｍ 
 
 
 ８００Ｍ 
 
 
 ６００Ｍ 
 
 
 ４００Ｍ 
 
 
 ２００Ｍ 
 
 
    ０ 
９９  ００  ０１  ０２  ０３  ０４  ０５（年） 
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第５節  モバイル機器用液晶ディスプレイの市場分析 
 
「モバイル」というのはここ２年ほどで登場した言葉で、正確な定義はないがごく小型で気軽に持ち運び
できる個人用の情報機器、インターネット、などのネットワークに接続できる通信機器などを指す。具体的
には携帯電話、Smart Phone, ＰＤＡ（Personal Digital Assistance）、などを含み、通信機能、小型ディ
スプレイ、超小型キーボードもしくはタッチキー、を備えている。第８－３図はこのモバイル機器の代表製
品である携帯電話などの個人用通信機器（画面サイズが３型以下）とＰＤＡなどのパーソナル情報機器（画
面サイズが３型以上）の生産数量の予測を示す。どちらもここ数年で驚異的な成長が期待されている商品で
ある。携帯電話は世界で年４億台を越す出荷台数になった。またＰＤＡは年間２千万台を超える勢いで、将
来はノートパソコンを凌ぐ台数になると予測されている。これらの機器は大容量メモリーを内蔵し、通信機
能を通して、画像伝送、ホームページやデータベースへのアクセス、ＧＰＳによる位置情報検索、など人間
が移動する際に必要になるほとんどの機能をメモ帳ほどの小型でコンパクトな機器に集積することになる。 
 これらの機器ではディスプレイはマン－マシン・インターフェイスの中核デバイスである。ここに使われ
ている液晶画面のサイズは電話では対角２型、ＰＤＡやスマートフォンでは４型、高機能パッドでは６型、
と比較的小型表示を利用している。ここに用いる液晶画面はかっては単純なモノクロＳＴＮ液晶であったが、
通信機能が充実し情報が高度化するにつれて鮮やかなＴＦＴカラー表示への要求が強くなってきている。こ
れからはこれらの機器に搭載されている多くの画面はカラー表示になり、膨大なＴＦＴ液晶が必要になるも
のと期待されている。２００５年におけるＴＦＴカラー液晶を搭載したモバイル機器生産量は携帯電話機で
5億台、ＰＤＡで３千万台と予測している。各々の液晶モジュールの単価を、１，０００円と３，０００円
と見積もれば、液晶出荷額はほぼ６、０００億円に達する。これはＴＦＴ液晶生産額の２０%を占めるとこ
ろまで成長することを意味する。 
 この用途における市場、性能要求、あるいはそのトレンド見ると、今までのＰＣを主体としたＴＦＴ液晶
事業とその性格が大きく異なることがわかる。 
① 機器の用途、仕様が千差万別でディスプレイの標準化できない。ここに使う液晶画面はカスタム化
が必要になる。 
② 徹底した低消費電力化が必要である。小型のバッテリーでできるだけ長時間（１０時間以上）持た
せることが目標である。 
③ 画面はカラーで見やすいものである。ただし使用環境は暗い夜の室内から明るい昼の太陽下まで幅
広くどんな環境でも見えるものではなくてはならない。 
④ 高度な画像表示が必要で、各色６ｂｉｔの諧調制御と２００ｄｐｉ（dot-per-inch）程度の高い解
像度が必要になる。 
⑤ 表示モジュールの外形は、画面有効サイズに対する周辺サイズを極小化し、画面率を極大化しなけ
ればならない。これは周辺部品を超小型・高密度で実装しなければならないことを意味する。 
⑥ 表示モジュールは極力薄く、軽量化しなければならない。このためガラス基板の厚みも０．５mm
以下という極薄になる。 
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ここでＰＤＡを例にとって液晶ディスプレイの価格目標を議論する。ＰＤＡの普及価格帯は２００－３０
０ＵＳドルであり、ローエンドでは１００ドル台のものもあり、平均価格は２００ドルと推定される。通常、
これらの機器の製造コストに占めるディスプレイの割合は２０％であるから、工場出荷価格は市販価格の７
０％として、ＴＦＴ液晶ディスプレイに求められる製品価格は２８ドル（およそ３，０００円）である。現
在はＰＤＡ用ＴＦＴ液晶の製造コストは約６，０００円ほどで、この画面を搭載したＰＤＡは市販価格が５
００ドル近辺である。従って、ＴＦＴ液晶を普及帯域に使うためにはその製造コストを現在の半分の３，０
００円しなければならない。 
 
第６節   技術開発計画 
 
モバイル用 TFT 液晶のコアとなる技術は、低消費電力を達成するための「反射型カラー表示」とコンパク
トで低コストのモジュールを提供する「低温多結晶ＳｉＴＦＴ」である。クリスタージュ社はこれらの先端
的な技術開発に台湾ＰＶＩ社と共同で積極的に取り組み、すでにおよそ２０件の特許を日本で申請している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          第８－４図 反射型カラー表示ＴＦＴ液晶パネルの構造 
 
 反射型液晶は従来の透過型液晶と異なり、第８－４図のような構造になっている。透過型では常にバック
ライトを点灯して表示しており、このバックライトが液晶モジュール消費電力の７０－８０％を占めている。
これに対しＴＦＴ画素電極をＩＴＯ透過電極からＡｌやＡｇ系の反射電極に変えた反射型ではこのバックラ
イトの電力を節約でき、消費電力を1／5以下に低減できる。さらに暗環境に備えて表示面側にフロントライ
トを配置する。このように反射型表示は透過型と異なり、外部から入射する光を利用するために、この外光
を効率的に集める工夫が必要になる。時には指向性の強い外光であり、時にはどこの方向からも満遍なく来
る散乱光である。その両者に対して、光を効果的に集光し、表示正面側に出射させると明るい表地面ができ
ることは過去の研究からわかっている1)。実は著者が８０年初期に初めて試作した、本研究を始めるきっかけ
ITO 
液晶 
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平面反射電極（Ａｌ） 
R  
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R  
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拡散反射電極（Ａｌ) 
（ａ）内部拡散反射板方式 （ｂ）前方散乱板方式 
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出射光 
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となった腕時計テレビのモノクロ反射画面にこの技術についてはすでに研究済みであったからである2）。こ
の反射型液晶の技術が２０年の時間ギャップを超えてようやく日の目を見るのである。 
 反射表示面を見やすく明るくするために、２つの工夫を凝らした。一つは反射電極面を拡散反射板にする
ことである。これは反射面に数μｍのランダムな凹凸を形成する方法である。もう一つの方法は、表示上面
に散乱板を用いることである。これは指向性の高い光であっても表示内部で効果的に散乱し、どの方向から
見ても明るく見せるのに効果がある。これらの技術を使って開発した２型の携帯電話用ＴＦＴ液晶パネルの
外観写真を第８－５図に示す。この液晶パネルはクリスタージュ社が日本の顧客と共同で開発したカスタム
品である。 
 もう一つの核技術である多結晶ＳｉＴＦＴ技術については、第６章で述べてあるように、ガラス基板上に
相補型構造の TFT を用いてドライバやインターフェイスなどの周辺回路を組み込み、薄く小さくコンパクト
で高機能な液晶表示モジュールを実現することを狙う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
第８－５図 新しく開発した携帯電話用２型カラー反射型ＴＦＴ液晶パネル 
 
第７節  事業の形態と計画 
 
 このビジネス・モデルを実践するにあたって、想定している事業形態を第８－５図に示す。上側が製品開
発の流れを、下側が製造・物流のフローを示している。 
 
 
  
 
 
 
 
 
                第８－５図 想定している物流形態 
 
サブモジュール組立て 
モジュール最終組立て 
顧客 パネル製造 
品質検査・保証 
流動管理 
台湾 クリスタージュ パートナー 
製品仕様 製品開発 
設計ＩＰ 
液晶セル 液晶モジュール 
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顧客から製品仕様が提示されると、それをもとに製品開発をクリスタージュ社にて行う。その設計をもと
に部品開発をベンダーに発注するとともに、液晶セル（ＴＦＴ工程を経てセル工程まで終了したもの：ベア
セルと定義する）に関わるＩＰを台湾ＴＦＴ液晶製造会社に渡し、製造を委託する。出来上がったＴＦＴ液
晶パネルはパートナーとなるアッセンブリ会社に引き継がれ、ここにカスタム､あるいは準カスタム化する
ためにドライバＬＳＩ、コントローラ／インターフェイス基板の接続、バックライト（フロントライト）、
などを装着し、クリスタージュ社が検査と品質保証をした上で顧客に届ける。ケースによってはクリスター
ジュ社はサブ組立てまでを行い、顧客が最終アッセンブリを行うこともある。アッセンブリについては、少
量の場合は日本、量が多い場合は中国生産基地を使う予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               表８－２ 目標とする事業規模 
 
 表８－２はここで目標としている事業の規模を示している。現在は技術開発と顧客開拓を精力的に行って
おり、具体的な事業展開は２００２年から始まる。２００５年には売上げ４０億円、営業利益を１０％を目
標としている。技術開発、製品開発、顧客での評価、など事業を立ち上げるのは時間を要し、その間のリス
クも大きいが、ひとたび始まれば大きな成長を遂げることができるポテンシャルを持っている。 
 この事業展開における粗利は約２５％を見込んでいる。これがこのビジネス・モデルにおける付加価値
である。製品に新たな特徴を付け加えることにより、従来の液晶事業よりも大きな付加価値が取れることを
狙っている。固定費は売上の１５％を占め、そのほとんどが人件費であり、投資は限定的なものしか行わな
い。２００５年には仕入れ額は３０億円に達し、資金回転を３ヶ月とすれば約５億円のランニング・キャッ
シュが必要になる。この資金調達の方法として、増資と借り入れの二つがあるが、基本的には増資をしなが
ら事業規模拡大を図る。そして次のステップとして「株式の上場」を目指し、より大きな事業資金を手に入
れて積極的な事業拡大が図れる環境を作っていく。 
これらの事業運営を支える柱は人材である。経験ある優秀な人材の採用が大きな鍵を握る。幸い現在はベ
ンチャー企業に対して理解が深まり、人材確保がしやすい環境になってきた。このベンチャーの理念、目標
が明確に説明でき、それなりの実績がついてくれば優秀な人材は確保できると考えている。同時に将来の株
式公開を見越したストックオプション制度の導入は優秀な人材確保にも役立つはずである。 
 
技術開発 
顧客開拓 
   開発期      事業立上げ期       事業発展期 
  2000-2001     2002    2003    2004    2005
販売個数                  ５０ｋ    ２００ｋ    ６００ｋ   ２Ｍ 
平均単価(円)               ４，０００  ３，０００  ２，５００  ２，０００ 
売上げ(億円)                 ２      ６      １５     ４０ 
目標営業利益                 ０     ３％     ５％    １０％ 
    
  
製品開発 
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第８節 競合分析とリスク分析 
 
新しいビジネス・モデルの展開にあたって、市場での競合とそれに伴うリスクについて考察する。まずよ
く使われるＳＷＯＴ（strength, weakness, opportunity, and thread）分析を試みた。これは事業のポジ
ショニングを明確にし、その競合とリスク分析から具体的な戦術を事業計画に反映するために有効な方法で
ある。第８－３表はこのＳＷＯＴ分析結果を示している。 
 
 
表８－３ ビジネス・モデルおけるＳＷＯＴ分析 
 
強みはコスト力のある台湾の液晶工場を利用し、大きな企業ではできない顧客の個別のニーズにマッチで
きる製品開発である。またモバイル市場が立ち上がりつつあり、顧客はカスタム製品を求めている。この二
つがうまく絡み合えばビジネスチャンスをものにすることができる。 
その一方で、大手液晶メーカ相手に激しい競合が発生する。モバイル市場は誰もが注目する成長分野であ
り、大手液晶メーカもリソースを集中してシェア確保を狙っている。このような競合環境下では「弱み」に
示したように、知名度が低いこと、大手企業に比べてリソースが少ないこと、工業所有権がまだ少ないこと
が弱点になる。そこでこの大手液晶メーカと競争しても勝てる戦略が必要になる。 
（１） 大手メーカができないきめ細かい顧客サポートをできるようにする。大型ビジネスは大手も一生懸
命やるが、量の少ない準大手顧客へのサポートは十分でない。従って、ニッチ市場から入り込み、
顧客に密着した製品設計サービスで地歩を固めて、そして拡大していくことを考える。 
（２） ＴＦＴ液晶のみでなく、それを使いこなすための周辺、いわゆるトータル・ソリューションを提供
する。多くの顧客は液晶を使いこなした経験がないから、新しい顧客を開拓するためにはこれは大
Strength (強み）  Weakness（弱み） 
原価力のある台湾の製造キャパを使える    十分なリソースがない 
最先端技術を顧客に提供できる 知名度が低い 
きめ細かいサービスが可能 特許競合に弱い 
付加価値が高い   
Opportunity(機会） Thread（脅威） 
モバイル市場が立ち上がりつつある 市場参入メーカが増えている 
顧客はカスタム商品を求めている 不景気により新機種開発が遅れている 
競合で低価格化が進行している 為替･株式の環境が変化しつつある 
  予測できない環境変化がある 
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きな武器となる。トータル・ソリューション･ビジネスは付加価値も上げられるという利点もある。
このためにＬＳＩデザインハウス、ＰＣＢ実装メーカとタイアップしていく 
（３） 力のある会社とアライアンスを結ぶ。このときのパートナーは、営業力があること、資金力がある
こと、社内にＴＦＴ液晶を必要とする製品を持っていること､などが挙げられる。 
（４） 徹底した原価力を持って、価格で対抗していく。台湾のファウンドリーは垂直統合型企業の大手企
業にコストで対抗できる。 
（５） 固有の技術をしっかりと確立し、権利化する。低温多結晶ＳｉＴＦＴにおける高品質酸化膜技術は、
高信頼性の液晶を提供できるし、明るい反射型技術は見た目で差別化できる。これらの技術で差別
化を図るとともに、しっかりと権利を確立していく。もちろん他社はＴＦＴ液晶に関する他の技術
を持っているから、彼らも我々を特許で攻めるだろう。しかし、一部にでも有用なＩＰを持ってい
れば、小は大に対し圧倒的に有利になる。 
次に「脅威」すなわちリスクについては、このビジネス・モデル自身が大きな投資を必要としないから基
本的に少ないものと理解している。あえて言えば外的な経済要因が大きい。例えば現在の不況である。とに
かく世界的に消費が落ち込み、物が動かないと、これは直接売上げの低下につながる。特にキャッシュの縛
りは大きく、運転資金を借入金に頼ると、売上げが落ち込んだ時点でキャッシュをショートさせ、たちまち
倒産に追い込まれる。このリスクヘッジのためには、あくまでも増資により資金調達をすることが望ましい。
また為替変動は大きな影響を与えかねない。台湾の会社から仕入れはドルベースで、日本の客先向けへは円
ベースになる。円とドルの関係が変動すれば収支に大きな影響を与える。もちろん為替変動をヘッジする手
段は今日で当たり前になっているから、これも大きな脅威にはならないだろう。 
  
第９節 ＴＦＴ液晶の新しいビジネス・モデルと半導体ファブレスとの比較 
  
  ここでこのモデルの妥当性をもう一度考えるために、半導体産業との比較して見る。日本の半導体産業が
低迷していることは周知の事実である。これは世界的な不況が襲っていることにもよるが、それだけではな
く根の深い問題をはらんでいるものと推測する。日本の企業構造はすべからく垂直統合識で、すべての事業
を同じものさしで運営している。しかしながらこの変化の大きい時代にこのような経営手法がほころびを見
せ始めている。半導体もその例に漏れず、構造的な問題をはらんでいるのではないかと考える。 
半導体はよく言われるように装置産業である。従って稼動を高めないと投資資金が回収できない。従って
DRAM のような単品で大規模できるものが利益をもたらしやすい。現に８０年代半ばから９０年半ばまで
は DRAM で日本の半導体産業は潤った。ところが韓国やアメリカの DRAM 専業メーカが出始めるとコス
トでかなわなくなり、悲鳴をあげた。その結果 DRAMから撤退し、デジタル家電や通信に活路を求め始め
た。しかし問題は、DRAMと異なり､これらの分野は品種数を増やさないと数は増えない。設計部門をどん
どん拡大しなければ、工場稼働率を向上できないことになる。このジレンマから抜けだせないのが日本であ
る。 
一方､台湾は水平分業へと向かった。ウェハー工程、検査、実装、設計、という日本では集中していた機
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能を専業企業に分解したのである。設計はデザインハウス、検査はテストハウス、ウェハー工程はファウン
ドリー、というように分解し､それぞれがどこの注文でも受けられるようにし、稼働率を高めることに成功
し、コスト競争で優位に立ったわけである。 
 ここで提案した新しい TFT 液晶ビジネス・モデルは、この半導体モデルに似ている。ＴＦＴ基板とパネ
ルの製造が半導体で言えばウェハー工程で、モジュールが実装である。生産を委託するＴＦＴパネル工程は
まさに台湾へのファウンドリーであり、日本ベンチャーはデザインハウスとして機能することになる。日本
のＴＦＴ液晶メーカは韓国･台湾とコストで立ち行かなくなり、早晩垂直競合が崩れることになる。DRAM
と同列視されるパソコン用液晶はすでに日本はほとんど撤退を余儀なくされた。次に日本が勝てる製品があ
るとすればテレビか、モバイルかということになるが、やがては追いつかれることは目に見えている。投資
をして大きな生産能力を確保しても、それを埋められる製品がないとやっていけないし、大きな投資もでき
なくなっていること、できてもそれを１００%活用できるほどコスト競争力がなくなっていること、から半
導体の二の舞になることは目に見えている。 
 一方、ここで提案した新しいビジネス・モデルで見たときの比較はどうだろうか。半導体で実装は標準化
されている。ここにカスタム化する余地はない。一方、ＴＦＴ液晶では液晶セルに加えて、モジュールがカ
スタム化のポイントであり、付加価値の源泉である。従って、デザインハウスの役割はチップの設計と異な
り、表示モジュールそのものに新しい仕様、機能を付け加えるのである。ツールが標準化されているわけで
もない。ここに経験と知識が必要で、これらに卓越した者のみがこの事業を立ち上げられる理由がある。 
 第二に、半導体ファウンドリーではプロセス・パラメーターやデザインルールは誰にでも公開されるが、
ＴＦＴ液晶では各社のノーハウがあり、公開されることはない。ＴＦＴや液晶パネルの製造に関する深い知
識経験がないとデザインハウスは成り立たない。 
 半導体のデザインハウスがそうであるように、ＴＦＴ液晶のデザインハウスも大きな資金を必要としない。
知識と経験と度胸のあるものなら誰でも始めることができる。その意味では日本のＴＦＴ液晶産業を受け継
いでいくためには、このようなＴＦＴ液晶デザインハウスがいくつも立ち上がり、活性化していくことが必
要と考える。 
 
第１０節 結言 
 
 筆者は本研究の技術成果であるＴＦＴカラー液晶技術をベースに、８０年代半ばにＴＦＴ液晶の事業化を
行った。そして９０年代には大手電気メーカの参入によりＴＦＴ液晶は急成長を遂げた。しかしながらＴＦ
Ｔ液晶は供給が豊富になったことで戦略部品からコモディティ部品に変じ、日本企業はその産業携帯の転換
を迫られる時代になった。この構造変換期を第２の事業機会と捉えて、新しいビジネス・モデルを提言し、
実践することを決意した。 
 従来のモデルが大手企業を中心とした垂直統合型とすれば、新しいモデルは｢製造｣と｢製品開発｣を分離し
て日本―台湾間での国際分業を基本とするものである。台湾の資金力と低コスト生産力を活かし、日本の優
れた先端製品開発力とを補間・融和させることを目的としている。ＴＦＴ液晶を台湾から低コストで調達し、
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そこに新しいフィーチャーを載せて先端的な製品を顧客に提供することで付加価値を生むことができる。 
 新しいビジネス･モデル実践のために、将来巨大化すると期待されている｢モバイル｣市場にターゲットを
当てた。この市場は従来にない新しい性能を要求し、またカスタム志向が強く、それを実現させるためには
「反射型液晶」と「低温多結晶ＳｉＴＦＴ」の二つの新技術が必要となる。モバイル市場はまさに立ち上が
りつつあり、この新しいビジネス・モデルにとって今が実践のタイミングでもある。 
 この実践のために、高知工科大学・起業家コース・加納教授指導のもとに株式会社｢クリスタージュ｣を１
９９９年に設立し、モバイル市場に向けた次世代｢多結晶ＳｉＴＦＴ｣と｢反射型液晶｣の二つの技術開発への
取り組みを開始した。同時に台湾のＴＦＴ液晶メーカ・ＰＶＩ社と提携して、技術支援と製品開発を共同で
行っている。２００５年には４０億円の売上げを達成し、その後技術ベンチャー企業として株式の上場を果
たすのが目標である。 
 構造転換を迫られている日本の産業にとって、従来の大企業中心体質からの脱皮が鍵である。そのために
もこのような新しいビジネス・モデルの登場と実践が不可欠である。 
 
 
＜参考文献＞ 
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２）M. Hosokawa, et. al., “Dichroic Guest-Host Active Matrix Video Display”, SID 1981 SID Digest Tech. Papers,  
pp. 114 (1981) 
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第９章  あとがき 
 
 本論分の命題は、ＣＲＴを凌ぐフルカラー表示の平面ディスプレイ、すなわち｢壁掛けテレビ｣技術を開発
し、その事業化を通してＣＲＴの置換えを促進する、ということであった。本研究の成果である多結晶Ｓｉ
ＴＦＴを用いたアクティブ・マトリクスカラー液晶表示は、その命題に応えられる技術として著者が全精力
を傾注して開発したものである。本研究成果を礎にしたＴＦＴカラー液晶の創出により、カラーノート・パ
ソコンが誕生し、そして液晶モニター、液晶大型テレビへと発展を続け、ポストＣＲＴはＴＦＴカラー液晶
と誰もが認めるようになった。当初に掲げた命題に十二分の解を提供したものと自負している。 
 本研究の最初のアプローチは低電力・薄型の｢液晶｣を利用することに始まり、それをいかに高品位のフ
ルカラー表示にまで高めるかということであった。せいぜい時計や電卓のうす暗い白黒表示しか出来なかっ
た液晶を使って、ＣＲＴ並のフルカラー画像を実現するわけであるから、目標達成のためには幾多の斬新な
アイデアと試行を必要とした。明るさを変調する機能と色を発生する機能を分離することを基本原理として、
次に挙げる３つの要素技術とその組み合わせ構造を創出し、それによって高品位のカラー画像を液晶ディス
プレイ上に再現した。 
（１） 数万以上の液晶画素を高速、高コントラストで駆動する多結晶Ｓｉ薄膜トランジスタ（ＴＦＴ） 
（２） 液晶画素にＲＧＢカラー・エレメントを付加するカラーフィルタ 
（３） 液晶パネルに高輝度、高色度画像を再現させるための薄型バックライト 
ＴＦＴについては、安定で高性能化が期待できる多結晶Ｓｉ薄膜に着目し、超薄多結晶Ｓｉ膜やデュアル
ゲート構造などの新しい技術を盛り込むことで、高性能で実用的なＴＦＴを実現できた。カラーフィルタと
バックライトの組み合わせを発色要素として用い、試行錯誤を重ねた結果、ブラック・マトリクス構造や、
ＲＧＢピーク強調型極細蛍光灯、微細反射構造を有する導光板、などいくつかの新しい方式を開発した。 
 これらの成果をまず対角２インチ、２２０ｘ２４０画素のカラー液晶パネルを試作した。その結果、液晶
表示で初めて色のついた動画像、すなわちフルカラー・ビデオ表示の実現に成功した。これは世界初の快挙
であり、これが発表されるや業界に大きなインパクトを与え、これがきっかけとなってＴＦＴ液晶技術がポ
ストＣＲＴの本命と見られるようになった。 
 ここで生まれた技術をさらに大きく発展させるために、いくつかの新しい試みを行った。 
（１） 移動度が高い多結晶ＳｉＴＦＴを用いてドライバ回路をガラス基板上に集積化することを行なっ
た。回路の高速駆動、低消費電力化を図るためｐ型とｎ型を別途に形成する相補構造を開発した。 
（２） 将来の画面大型化に備えて、プロセス温度を６００℃以下に下げることを試みた。Ｓｉ薄膜の結
晶化には固相成長とレーザー・アニールが効果的であることを実証し、高温プロセス以上の高性
能が得られることがわかった。 
（３） もう一つの大画面化の手段として液晶投射型表示を開発した。これは多結晶ＳｉＴＦＴドライバ回
路を内蔵した高密度画素の液晶パネルをＲＧＢ用に３枚使い、従来にはなかったポータブル式のビ
デオ・プロジェクタの実現に成功した。 
これらの新しい技術はその後それぞれ実用化が進み、現在ではＴＦＴ技術は超小型表示から１００インチ
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に達する大型スクリーンまで全ての領域をカバーする全能ディスプレイとなった。 
これらの研究成果はＳＩＤ（Society for Information Display）を中心に、ＩＥＥＥ(Electron Device)、
ＳＰＩＥ（Society of Photo-Instrument Engineers）などの国際学会や日本ではテレビジョン学会（現在の
メディア情報学会）、電子通信学会などのコンファレンスや学会誌を通じて発表し、多大な評価を受けた。
ＳＩＤからは１９８４年、８５年と２年連続で｢Best Paper Award｣ （最優秀論文賞）を、その後 ｢Special 
Recognition Award｣ ｢Fellow Award｣を受賞した。またドイツからは８６年にコンシューマ・エレクトロニク
ス分野で顕著な業績を挙げた人に贈られる名誉ある｢Eduard Rhein Award｣を頂いた。またこれに関連して日
本・アメリカを中心に１００件以上の特許出願を行い、日本では約３０件、アメリカでは約２０件の権利が
登録され、９１年には特許庁関東発明賞を受賞した。これらの成果が認められるに至って、特にＳＩＤを中
心に学会活動に深く関わってきた。現在でもＳＩＤのプログラム委員とアワード委員のメンバーを勤めさせ
ていただいている。 
 
 振り返って見ると、原始的液晶ディスプレイがアメリカで誕生して３０年あまり、そしてＴＦＴアクティ
ブ･マトリクス液晶技術を日本で立ち上げて１５年、今や液晶は２兆円に達する巨大産業に成長し、ＣＲＴを
置き換えられるレベルになった。著者らが８０年代初期に始めた腕時計テレビに始まった開発成果は、ＣＲ
Ｔを超えることができる“壁掛けテレビ”という大胆な挑戦へと続き、最後に液晶という受光型の素子を用
いて鮮明で大きなカラー画像の実現に成功した。特にＴＦＴはＳｉ単結晶ウェハーが登場する以前から半導
体トランジスタとして存在したが、歴史上誰もその量産に成功しなかったデバイスであった。すべてが新し
く、初めての試みではあったが､結果的には執念にも近い”夢”の実現という意思が量産の立ち上げを可能にし
た。 
著者らはあくまでもテレビにこだわった。最初は２型という小さな画面であったが、それが３型になり、
５型になり、やがて１０型になり、１５型になり、２０型､と進化していくことを当時でも信じて疑わなかっ
た。結論から言うと、まさにこの信念は正しかった。ＴＦＴ液晶は間違いなく日本が主役で、ＴＦＴ液晶は
日本に新しい産業をもたらした。この時代は間違いなく製造技術が主役であった。いかに歩留まりをあげる
か、いかにガラス基板を大きくして生産性を上げるか、装置開発と二人三脚でここまでやってきた。しかし
ながら皮肉なことに産業が巨大化し、技術の進化スピードが低下するに従って日本の優位性は薄れてきた。
資金力がつき、製造技術が装置について回る時代になると、他の産業と同様日本のＴＦＴ液晶は国際競争力
を失ってしまった。市場は少なくとも今後１０年間は間違いなく伸びていくのに、日本のシェアは落ちるば
かりである。半導体ではプロセス技術が装置に組み込まれてしまうと、日本のプロセス技術の優位性はたち
まち薄れ、台湾のファウンドリーメーカにさえ勝てなくなってしまった。これと全く同じことがＴＦＴ液晶
でも起こってしまったのだ。 
 
ここで改めて日本の果たす役割を考え直す必要がある。日本がもう一度産業を立ち直らせる新しい枠組み
が必要になってきた。従来の垂直統合型のビジネス･モデルに決別する時が来たのである。これを著者は第２
の事業機会と捉えた。 
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著者はここで２１世紀は“製造技術”ではなく”製品技術”の時代と宣言したい。製造技術はすでに道筋が
ついている。半導体で言えば、サブミクロンもディープ･サブミクロンもすでに読めている。装置メーカに任
せれば出来上がる。問題はいかに作るかではなく、何を作るかである。これが著者の説く“製品技術”という
趣旨である。より高い機能を、よりよい性能を、いかに顧客に提供できるか。これは高度な製品開発力と、
卓越したマーケティング能力を試されることである。大きな重い組織は必要ない。組織全体の集積した力よ
りも、個人の優れた市場と技術を見通す力が勝る。これが”脱大企業・立ち上がれベンチャー“の原点であ
ろう。 
半導体産業は我々に多くの教訓を残してくれた。いかに日本の産業を救うか。いかに競争力を取り戻すか。
自分の弱いところは切り捨てて、強みを最大限に生かしていく。我々はＴＦＴ液晶の将来を見据え、新しい
ＴＦＴ液晶産業の枠組みを作ろうとしている。ＴＦＴ液晶事業を今度は水平展開するべきと考える。すなわ
ち製造と資金力に強い台湾と製品技術にすぐれた日本が国際分業して手を握ることである。これが本研究で
提案した新しいビジネス･モデルである。ＴＦＴ液晶“ファウンドリー”を台湾で立ち上げ、日本では製品技
術を全面展開したデザインハウス（ファブレス）を構築する。いわば２次産業から、２.５次産業へのシフト
である。その一つ一つは小さいだろう。せいぜい１００億円規模に留まるかもしれない。しかしこのような
デザインハウスが日本で１００社立ち上がれば、１兆円になる。 
日本のＴＦＴ液晶産業を生み出した一人として、この第２の事業機会を捉えて、この新しいビジネス･モデ
ルの実践に踏み切った。そのため株式会社「クリスタージュ」を設立し、６年計画で事業立ち上げを進めて
いる。今年はこの３年度目に入り、具体的方向感が出てきたところである。今後これが成功するか、しない
か、時間の判定を待つことになる。日本の液晶産業の将来を憂い、行動を起こしたことこそ意義あるものと
して、捉えていただければ幸いである。 
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日本国特許 
1. 特許 2916896 アクティブマトリクスパネルの製造方法及び液晶装置の製造方法  
2. 特許 2852899 薄膜トランジスタの製造方法  
3. 特許 2828067 投写式表示装置  
4. 特許 2790136 投写式表示装置  
5. 特許 2782333 薄膜トランジスタの製造方法  
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9. 特許 2678722 液晶表示装置  
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15. 特許特許 2645694 薄膜トランジスタの製造方法 
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18. 特許 2606619 投写式表示装置  
19. 特許 2602125 薄膜トランジスタの製造方法 
20. 特許 2586195 液晶表示装置  
21. 特許 2576854 液晶装置 
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17.  4,258,310  Selectively adjustable voltage detection integrated circuit  
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20.  4,162,608  Electronic timepiece frequency regulating circuit  
21.  4,148,184  Electronic timepiece utilizing main oscillator circuit and secondary oscillator circuit  
22.  4,124,975  Calendar watch  
23.  4,112,670  Electronic timepiece  
 157 
24.  4,068,090  Hearing aid  
25.  4,063,114  Dynamic divider circuit  
26.  3,939,642  Electronic timepiece semiconductor intergrated circuit  
27.  3,935,546  Complementary MOS transistor crystal oscillator circuit  
28.  3,934,400  Electronic timepiece  
 
主な受賞 
1. 1983 年 SID最優秀論文賞 受賞 
2. 1984 年 SID 最優秀論文章 受賞（2回目） 
3. 1985 年 ドイツ Eduard Rhein 賞 受賞 
4. 1987 年 SID Special Recognition Award 受賞 
5. 1992 年 特許庁 関東発明賞 受賞 
6. 1997 年 SID Fellow Award 受賞 
7. 1998 年 SEMI Program Award受賞 
 
主な招待講演 
1. 1985 International Display Research Conference (San Diego)  
2. 1986 IEEE International Electron Device Meetings (IEDM) Evening Session Panelist (San Francisco) 
3. 1989 SPIE Conference (San Jose) 
4. 1989 International Display Research Conference (Kyoto) 
5. 1989 IEEE International Electron Device Meetings (IEDM) (San Francisco) 
6. 1989 SID Symposium Seminar Lecturer 
7. 1990 Electrochemical Society (San Jose) 
8. 1991 Solid State Devices and Materials (Tokyo) 
9. 1991 International Liquid Crystal Conference (Vancouver, Canada) 
10. 1992 SID Symposium Seminar Lecturer 
11. 1993 SID Symposium Seminar Lecturer 
12. 1995 Display Manufacturing Technology Conference (San Jose) 
13. 1996 SID Symposium Evening Session Panelist 
14. 1997 SID Symposium Key Note Speech 
15. 1998 International Electron Devices and Materials Conference (Taiwan) 
16. 1998 Asia Display Workshop (Seoul, Korea) 
17. 1999 SID Short Course Lecturer 
18. 1999 International Display Research Conference (Berlin) 
19. 1986年テレビジョン学会全国大会 
20. 1988年テレビジョン学会関西支部専門講習会 
 158 
21. 1989年テレビジョン学会全国大会 
22. 1990年電子通信情報学会研究会 
23.  1990年照明学会 75周年記念大会  
 
学会等における主な貢献 
1. 1988 - : SID Program Subcommittee Member and Chairman 
2. 2000 - : SID Honors & Awards Committee Member 
3. 1989-1990: IEEE Electron Device Chapter Committee Member 
4. 1999 - : “Displays” magazine Technology Editor-in-chief (Elsevier Science, Netherland) 
5. 1986-1992: Japan Display Program Committee Member 
6. 1997, 1998セミコン関西 プログラム委員長 
 
